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参議院決算委員会において、平成21年6月29日、国家財政の経理及び国有財産の管理に関

する調査のため、会計検査院に対し、牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策の施策等に

ついて会計検査を行い、その結果を報告するよう要請することが決定され、同日参議院議

長を経て、会計検査院長に対し会計検査及びその結果の報告を求める要請がなされた。こ

れに対して、会計検査院は、同月30日、検査官会議において本要請を受諾することを決定

した。

本報告書は、上記の要請により実施した会計検査の結果について、会計検査院長から参

議院議長に対して報告するものである。

平 成 2 2 年 8 月

会 計 検 査 院
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第1 検査の背景及び実施状況

1 検査の要請の内容

会計検査院は、平成21年6月29日、参議院から、国会法第105条の規定に基づき下記事

項について会計検査を行いその結果を報告することを求める要請を受けた。これに対し

同月30日検査官会議において、会計検査院法第30条の3の規定により検査を実施してその

検査の結果を報告することを決定した。

一、会計検査及びその結果の報告を求める事項

（一）検査の対象

農林水産省、独立行政法人農畜産業振興機構

（二）検査の内容

牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策の施策等に関する次の各事項

① 制度の概要及び施策の実施状況等

② 独立行政法人農畜産業振興機構、同機構の補助金交付先等に造成されてい

る資金等の状況

2 牛肉等関税と肉用子牛等対策の概要

農林水産省は、3年度からの牛肉の輸入自由化とその後の牛肉等関税の関税率の大幅な

引下げに対処して、自由化により大きく影響を受ける牛肉及びその他の食肉の国内供給

体制についてその存立を確保するため、肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和63年法律

第98号。以下「肉用子牛特措法」という。）に基づき、毎年度の牛肉等関税を財源とす

る肉用子牛等対策として、独立行政法人農畜産業振興機構（8年10月1日から15年9月30日

までは農畜産業振興事業団、8年9月30日以前は畜産振興事業団。以下「機構」とい

う。）による肉用子牛生産者補給金制度を始めとする生産安定対策、食肉の買入れ・調

整保管、情報の収集・提供等の流通・消費対策、その他畜産の振興に資する事業等を実

施している。
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3 これまでの会計検査の実施状況

会計検査院は、牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策について、従来関心を持って

検査に取り組んでおり、17年次の検査において、肉用子牛等対策は肉用子牛生産の安定

等を図るという目的を達成しているか、特定の歳入をもって特定の歳出に充てるという

いわゆる特定財源である牛肉等関税の収入が肉用子牛等対策の安定的な実施のためにど

のように確保されてきたかなどについて検査し、その結果について、特定検査対象に関

する検査状況として「牛肉等に係る関税収入を特定財源とする肉用子牛等対策の実施状

況について」を平成16年度決算検査報告に掲記した。

そして、この報告の検査結果に対する所見は、次のとおりである。

農林水産省では、多額の経費を投じて補給金制度を中心とする肉用子牛等対策を実

施してきたが、牛肉の輸入自由化から10数年を経過した現在でも、安価な輸入牛肉に

価格面で対抗できる状況とはなっていない。そして、国内支持政策に対する国際的な

規律が今後一層強化される流れとなっており、また、消費者の食品に対する価値観が

安全・安心面を重視したものになるなど、畜産をめぐる情勢が変化している。

したがって、農林水産省において、肉用子牛等対策の実施、補給金制度の運用、特

定財源の使途について、以下の点に留意していくことが望まれる。

ア 肉用子牛等対策について

今後は、輸入牛肉に価格面で対抗するという従来の生産対策を継続していくこと

はもとより、安全・安心の確保などにより国産牛肉の付加価値を高めて輸入牛肉と

の差別化を図るため、品質の向上やトレーサビリティシステムを活用した情報の提

供に一層努めるなど、流通・消費を含めた各段階が連携した総合的な施策を展開

し、肉用子牛等対策の目的を達成すること

イ 補給金制度について

経営形態や牛肉としての位置付けなどが異なっている黒毛和種と乳用種とでは、

補給金の交付状況の違いが顕著であることから、補給金の効果をより高めるには、

それぞれの状況に応じた対策が必要となる。

したがって、黒毛和種については、補給金の交付に充てられたことが一度もない

生産者積立金の積立額を見直すなど、運用方法を検討すること。また、乳用種につ

いては、恒常的に補給金が交付されている事態がコスト低減や品質向上努力を低下
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させる要因にもなり得るので、保証基準価格の算定方法を適時適切に見直すととも

に、コスト低減や品質向上への動機付けがより働くよう、品質向上が十分でないと

考えられる生産者などを把握し、その経営の問題点の分析に基づく営農指導、意識

改革に努め、経営の合理化の向上を図ること

ウ 特定財源について

特定財源については、ＢＳＥ関連対策事業の実施により大幅に減少しており、ま

た、牛肉の輸入自由化当初に比べると、肉用牛生産を取り巻く環境も変化してきて

いるなどのことから、①特定財源の減少により、事業が縮小されると、継続的な事

業の効果が損なわれることにもなると考えられることから、実施すべき事業をより

一層精査すること、②長期的には輸入牛肉の需要が回復し、それに伴い牛関収入が

増加することも考えられることから、その際には、調整資金の運用規模を適正に保

つこと、③消費者に対して、牛関収入額、肉用子牛等対策の事業内容等について積

極的な情報開示を行うこと
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4 検査の観点、着眼点、対象及び方法

(1) 検査の観点及び着眼点

会計検査院は、牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策の施策等に関し、合規性、

経済性、効率性、有効性等の観点から、制度の概要や施策の実施状況等、特に、機構

に造成されている資金並びに農林水産省及び機構の補助金等の交付先（以下「補助金

等交付先」という。）に造成されている基金について、事業の実施及び経理は事業目

的等に沿って適切かつ効率的・効果的に行われているか、資金及び基金の規模や必要

性等の見直しは事業の進ちょく状況や社会経済情勢の変化に応じて適時適切に実施さ

れているかなどの点に着眼して検査を実施した。

(2) 検査の対象及び方法

農林水産省又は機構が交付した補助金等を財源として基金を造成している団体とし

ては、次のものがある。

ア 農林水産省が牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策として交付した補助金を財

源の全部又は一部として基金を造成している団体

イ 機構が牛肉等関税を財源とする資金を管理している調整資金から肉用子牛等対策

として交付した補助金等を財源の全部又は一部として基金を造成している団体

ウ 機構が調整資金から肉用子牛等対策として交付した補助金等の返還金等を管理し

ている畜産業振興資金（酪農関係事業等の畜産全般に係る事業の財源に充てられる

資金）から交付した補助金等を財源の全部又は一部として基金を造成している団体

エ 機構が牛肉の輸入自由化前の輸入割当制度の下で一元的に行っていた輸入牛肉の

売買による差益等を財源として交付した補助金等を財源の全部又は一部として基金

を造成している団体

本報告に係る検査に当たっては、農林水産省、機構及び上記アからエまでの団体の

うち、検査の効率を考慮して、主に東京都内に所在する次の①及び②の25法人の60

基金（20年度末資金保有額（保有されている資金の額で貸付残高を除く。以下同
(注1)

じ。）計1540億円（補助金等相当額1473億円、うち牛関財源相当額453億円））を検
(注2)

査の対象とした。

① 農林水産省が牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策として交付した補助金を財

源の全部又は一部として造成されている基金（以下「国所管基金」という。）のう

ち、20年度末において存続している基金を保有している3法人の4基金
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② 機構が交付した補助金等を財源の全部又は一部として造成されている基金（以下

「機構所管基金」という。）のうち、20年度末において存続している基金を保有し

ている25法人の56基金

そして、農林水産省及び機構から、これら60基金に係る3年度から20年度までの状況

に関する調書（以下「特別調書」という。）を徴して分析するとともに、181人日を要

して農林水産省、機構及び上記25法人（60基金）のうち20年度末に事業を終了した基

金を保有している3法人（3基金）を除く22法人（57基金）に対して会計実地検査を実

施した（図表1ア参照）。

ただし、特別調書を作成する際に必要となる帳簿等の整備保存期間が、事業ごとに

定められた実施要綱において5年とされていることなどから、15年度以前の状況につい

ては、すべてを把握することはできなかった。

なお、会計検査院としては、今回、時間的制約により検査を実施していない414団体

の613基金（20年度末資金保有額計784億円）については、改めて検査を実施して、そ

の結果を報告することを予定している（図表1イ参照）。

（注1） 25法人の60基金 ①基金の名称が同一であっても基金を保有している
法人が異なる場合、②基金の名称及び基金を保有している法人が同
一であっても設置された年度が異なる場合は、それぞれ別の基金と
して扱っている。また、農林水産省が交付した補助金を財源として
造成されている基金と機構が交付した補助金等を財源として造成さ
れている基金の両方を保有している法人が3法人ある。なお、法人数
には、平成21年4月1日に吸収合併された1法人を含んでいる。

（注2） 牛関財源相当額 補助金等相当額のうち牛肉等関税を財源とする額に
相当する額



図表1　検査の対象となる団体（基金）の概要

ア　本報告において検査の対象とした団体が保有している基金

【牛肉等関税を財源とする農林水産省からの補助金を財源の全部又は一部として造成されている基金】
（単位：千円)

平成20年度末資金保有額

補助金相当額

牛関財源相当額

1 畜産経営維持安定特別対策基金 1 H14 (社)全国畜産経営安定基金協会 補助・補てん 取崩 3,589,786 3,589,786 3,589,786

2 畜産生産技術高度化機械リース助成基金 1 H13 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 5,222 5,222 5,222

3 異常補てん積立基金　注(3) 1 S49 (社)配合飼料供給安定機構 補助・補てん 取崩 7,084,537 7,602,376 488,479

4 備蓄基金 1 S51 (社)配合飼料供給安定機構 調査等その他 取崩 304,771 304,151 23,346

4 3団体（3法人） 10,984,317 11,501,536 4,106,835

【独立行政法人農畜産業振興機構からの補助金等を財源の全部又は一部として造成されている基金】　　
（単位：千円)

平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

1 改良増殖基金  注(4) 1 H16 (社)家畜改良事業団 調査等その他 取崩 62,397 62,397 62,397

2 肥育素牛導入基金 1 S57 (社)全国畜産経営安定基金協会 貸付け 回転 842,907 842,907 －

3 融資準備財産 1 S47 (社)全国肉用牛振興基金協会 貸付け 回転 53,535,555 53,535,555 －

4 子牛生産拡大奨励事業基金 1 S55 (社)全国肉用牛振興基金協会 補助・補てん 取崩 6,705,531 6,705,531 3,155,504

5 増頭振興基金 1 H16 (社)全国肉用牛振興基金協会 補助・補てん 取崩 551,929 551,929 551,929

6 畜産新技術開発活用促進基金  注(4) 1 H2 (社)畜産技術協会 調査等その他 取崩 1,786,970 1,786,970 868,893

7 畜産特別資金融通円滑化基金 1 S63 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 1,317,320 1,317,320 430,448

8 畜産特別資金融通円滑化特別基金 1 S63 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 452,279 452,279 99,879

9 大家畜経営体質強化基金 1 S63 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 952,557 952,557 1,061

設置
年度

団体名 使途
運営
形態

番
号

基金名  注(1)
基金
数

設置
年度

団体名
使途

   注(2)

運営
形態
注(2)

小　　計

番
号

基金名
基金
数

9 大家畜経営体質強化基金 1 S63 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 952,557 952,557 1,061

10 大家畜経営活性化基金 1 H5 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 3,108,282 3,108,282 1,188,246

11 養豚経営活性化基金 1 H5 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 60,458 60,458 21,826

12 大家畜経営改善支援基金 1 H13 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 1,864,853 1,864,853 1,760,599

13 養豚経営改善支援基金 1 H13 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 150,100 150,100 150,100

14 大家畜特別支援基金 1 H20 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 5,799,005 5,799,005 5,799,005

15 養豚特別支援基金 1 H20 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 622,756 622,756 622,756

16 畜産経営支援指導機能強化基金 1 H10 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 44,075 44,075 44,075

17
大規模公共牧場肉用牛資源供給拡大対策
基金

1 H12 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 502,560 502,560 170,839

18 肉用牛肥育経営安定基金 1 H13 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 9,322 9,322 9,322

19 産業動物獣医師修学資金基金 1 H15 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 205,956 205,956 205,956

20 肥育牛生産者収益性低下緊急対策基金 1 H20 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 228,285 228,285 228,285

21 家畜疾病経営維持基金 1 H15 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 1,035,329 1,035,329 784,541

22 家畜飼料特別支援基金 1 H19 (社)中央畜産会 利子助成 取崩 7,657,446 7,657,446 7,657,446

23 家畜飼料債務保証円滑化基金 1 H19 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 2,476,688 2,476,688 2,476,688

24 家畜防疫互助基金 1 H10 (社)全国家畜畜産物衛生指導協会 注(5) 補助・補てん 取崩 3,252,264 1,737,423 1,144,400
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（単位：千円）

平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

25 鳥インフルエンザ防疫強化対策基金 1 H18 (社)全国家畜畜産物衛生指導協会 注(5) 補助・補てん 取崩 363,238 363,238 242,066

26 広域生乳需給調整基金 1 H9 (社)中央酪農会議 補助・補てん 取崩 1,790,456 1,790,456 －

27 加工原料乳生産者経営安定基金 1 H13 (社)中央酪農会議 補助・補てん 取崩 206,342 206,342 －

28 生乳需要構造改革基金 1 H18 (社)中央酪農会議 補助・補てん 取崩 3,222,696 3,222,696 －

29 広域生乳流通体制確立基金 1 H19 (社)中央酪農会議 補助・補てん 取崩 246,731 246,731 －

30 保証基金 1 H10 (社)日本家畜商協会 債務保証 保有 1,330,426 1,103,691 1,103,691

31 経営基盤強化利子補給基金(20年度造成) 1 H20 (社)日本食肉市場卸売協会 利子助成 取崩 64,670 43,113 43,113

32 経営基盤強化利子補給基金(19年度造成) 1 H19 (社)日本食肉市場卸売協会 利子助成 取崩 21,014 14,009 14,009

33 草地資源活用増頭振興基金  注(4) 1 H19 (社)日本草地畜産種子協会　 調査等その他 取崩 6,622 6,622 6,622

34 貸付機械取得資金 1 H2 (社)日本ハンバーグ・ハンバーガー協会 貸付け 回転 341,243 161,114 －

35 中堅外食事業者資金融通円滑化基金 1 H13 (社)日本フードサービス協会 債務保証 取崩 4,669 4,202 4,202

36 事業準備財産 1 H20 (社)配合飼料供給安定機構 貸付け 取崩 － － －

37 酪農ヘルパー事業円滑化対策基金(全国事業基金) 1 H2 (社)酪農ヘルパー全国協会 調査等その他 取崩 1,400,275 1,260,247 －

38 酪農ヘルパー利用拡大中央基金 1 H12 (社)酪農ヘルパー全国協会 補助・補てん 取崩 496,342 496,342 64,404

39 食肉価格安定基金 1 H2 (財)沖縄県畜産振興基金公社 補助・補てん 運用 10,775,823 7,183,882 －

40 畜産関係情報提供衛星通信推進事業基金 1 H7 (財)競馬・農林水産情報衛星通信機構 調査等その他 取崩 139,132 139,132 139,132

41 たい肥調整・保管施設リース基金 1 H20 (財)畜産環境整備機構 貸付け 取崩 2,455,189 2,455,189 1,383,429

42 畜産経営生産性向上支援リース基金 1 H19 (財)畜産環境整備機構 貸付け 取崩 10,971,960 10,971,960 5,727,851

運営
形態

番
号

基金名
基金
数

設置
年度

団体名 使途

43 生乳流通効率化リース基金 1 S57 (財)畜産環境整備機構 貸付け 回転 1,138,289 1,138,289 －

44 食肉リース基金 1 S57 (財)畜産環境整備機構 貸付け 回転 1,375,940 1,375,940 482,817

45 畜産環境整備リース基金 1 S51 (財)畜産環境整備機構 貸付け 回転 5,070,012 5,070,012 4,034,182

46 生乳検査精度管理強化基金 1 H12 (財)日本乳業技術協会 調査等その他 取崩 128,686 128,686 －

47 乳製品国際規格策定活動支援基金 1 H13 (財)日本乳業技術協会 調査等その他 取崩 111,102 111,102 －

48 卸売経営体質強化基金(20年度造成) 1 H20 全国食肉業務用卸協同組合連合会 利子助成 取崩 88,796 59,196 59,196

49 卸売経営体質強化基金(19年度造成) 1 H19 全国食肉業務用卸協同組合連合会 利子助成 取崩 3,938 2,625 2,625

50 食肉小売経営体質強化基金(20年度造成) 1 H20 全国食肉事業協同組合連合会 利子助成 取崩 8,048 5,365 5,365

51 食肉小売経営体質強化基金(19年度造成) 1 H19 全国食肉事業協同組合連合会 利子助成 取崩 18 12 12

52 リース基金 1 H20 全国肉牛事業協同組合 補助・補てん 取崩 122,547 122,547 －

53 リース基金 1 H20 全国農業協同組合連合会 補助・補てん 取崩 484,225 484,225 －

54 リース基金 1 H20 全国酪農業協同組合連合会 補助・補てん 取崩 485,370 485,370 －

55 貸付機械取得資金 1 H1 日本ハム・ソーセージ工業協同組合 貸付け 回転 3,163,495 1,581,747 506,871

56 リース基金 1 H20 ホクレン農業協同組合連合会 補助・補てん 取崩 3,857,291 3,857,291 －

56 25団体（25法人） 143,099,439 135,801,386 41,253,805

60 25団体（25法人） 154,083,757 147,302,923 45,360,640

小　　計

　　　　計　注(6)
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イ　検査を実施していない団体が保有している基金

【牛肉等関税を財源とする農林水産省からの補助金を財源の全部又は一部として造成されている基金】
（単位：千円)

平成20年度末資金保有額

補助金相当額

牛関財源相当額

1 耕畜連携水田活用資金 41 H19 都道府県水田農業推進協議会 補助・補てん 取崩 102,568 102,568 102,568

2 家畜導入特別事業　注(7) 233 S50 市町村 補助・補てん 取崩 2,448,294 973,607 不明

274 274団体 2,550,862 1,076,176 102,568

【独立行政法人農畜産業振興機構からの補助金等を財源の全部又は一部として造成されている基金】　　
（単位：千円)

平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

1 地域肉豚生産安定基金 43 H7 43団体(43道府県に設置) 補助・補てん 取崩 3,643,768 3,643,768 3,643,768

2 肉用子牛生産者積立金 47 H2 47団体(47都道府県に設置) 補助・補てん 取崩 34,743,709 17,371,854 17,371,854

3 運営特別基金 46 H11 46団体(46道府県に設置) 調査等その他 運用 6,588,182 6,588,182 6,588,182

4 地域肉用牛肥育経営安定基金 47 H13 47団体(47都道府県に設置) 補助・補てん 取崩 8,381,563 6,252,985 6,252,985

5 都道府県事業基金 46 H2 38団体(46都道府県に設置) 補助・補てん 取崩 8,751,812 4,490,303 －

6 運営基盤強化基金 44 H10 44団体(44道府県に設置) 調査等その他 運用 1,700,600 1,700,600 1,700,600

7 拡大基金 31 S57 31団体(31道府県に設置) 債務保証 保有 4,268,592 1,007,599 273,154

8 酪農ヘルパー利用拡大基金 25 H12 20団体(25道県に設置) 補助・補てん 取崩 68,357 68,357 8,869

9 加工原料乳生産者積立金 10 H13 10団体(10都道府県に設置) 補助・補てん 取崩 7,708,581 5,765,769 －

339 140団体 75,855,168 46,889,421 35,839,417

613 414団体 78,406,031 47,965,598 35,941,985

体

　　　　　　　小　　計　注(6)

使途
運営
形態

計

基金
数

合 計（ イ） 注( )

基金
数

設置
年度

団体名 使途

小　　計

運営
形態

基金名

番
号

設置
年度

団体名
番
号

基金名

673 436団体 232,489,788 195,268,522 81,302,626

注(1)　基金名は平成20年度末現在のものを記載しており、団体名の(社)は社団法人、(財)は財団法人のそれぞれ略である（以下、各図表及び各別表にお
     いても同じ。）。
注(2)　使途及び運営形態の詳細は、「第2の2(2)ア　基金の分類」（39ページ）参照
注(3)　異常補てん積立基金は農林水産省からの補助金と(社)全国配合飼料供給安定基金等から納付される積立金とにより造成されており、それぞれ補助
     金勘定及び積立金勘定で経理されている。このうち積立金勘定において、20年度末に一時的に資金不足が生じたため、補助金相当額（補助金勘定残
     高）が資金保有額（補助金勘定残高＋積立金勘定残高（△5億1783万円））を上回っている。
注(4)　20年度末に事業を終了した基金であるため、会計実地検査は実施していない。
注(5)　(社)全国家畜畜産物衛生指導協会は、21年4月に(社)中央畜産会に統合されている。
注(6)　複数の基金を保有する団体があるため、各欄の団体数を加えても「計」欄とは一致しない。
注(7)　家畜導入特別事業の財源は、2年度までは牛肉等関税以外、3年度から11年度までは牛肉等関税、12年度から17年度までは一部が牛肉等関税となっ
     ており、この間に基金の設置、廃止が行われているなどのため、牛関財源相当額を把握できなかった。
注(8)　各基金の詳細は、巻末別表2参照

　　　      　合　　計（ア＋イ）　注(6)
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第2 検査の結果

1 制度の概要及び施策の実施状況等

(1) 制度の概要

ア 肉用子牛特措法の成立の経緯

農林水産省は、肉用牛生産の振興を総合的に推進するとともに、輸入割当制度及

び関税措置により牛肉の輸入量を調整するなどして牛肉の需給の安定を図ってきた。

しかし、牛肉の輸入数量制限をめぐる厳しい国際世論等を背景に、日米・日豪の政

府間交渉により、高率の関税措置等を講ずることを条件として、3年度以降の牛肉の

輸入自由化が昭和63年6月に決定された。

そして、安価な輸入牛肉の増加が国産牛肉の需給及び価格に重大な影響を及ぼす

ことが懸念される中で、国内肉用牛生産の存立を確保するためには、生産の合理化

を始め関連する諸施策を積極的に推進し、輸入牛肉に対抗できる価格水準で国産牛

肉を供給できるようその生産体制を整備する必要があるとされた。しかし、牛肉の

内外価格差の現状等からみて、直ちにその実現を図ることは極めて困難と考えられ、

国内肉用牛生産の基盤である肉用子牛生産の存続に大きな困難を生ずることが危惧

された。そこで、国内肉用牛生産の存立を確保するために同年に肉用子牛特措法が

制定された。

イ 肉用子牛特措法の概要

肉用子牛特措法は、牛肉の輸入に係る事情の変化が肉用子牛の価格等に及ぼす影

響に対処して、当分の間、都道府県知事の指定を受けた都道府県肉用子牛価格安定

基金協会（以下「指定協会」という。）が肉用子牛の生産者に交付する生産者補給

金（以下「肉用子牛生産者補給金」という。）に充てるための生産者補給交付金等

の交付の業務（以下「肉用子牛生産者補給金業務」という。）を機構に行わせると

ともに、当該生産者補給交付金等の交付その他食肉に係る畜産の振興に資する施策

の実施に要する経費の財源に関する特別の措置（以下「特別措置」という。）等を

講ずることにより、肉用子牛生産の安定その他食肉に係る畜産の健全な発達を図り、

農業経営の安定に資することを目的としている。

そして、肉用子牛特措法により、平成2年度に、肉用子牛の平均売買価格が一定の

水準を下回った場合に肉用子牛生産者補給金を交付する肉用子牛生産者補給金制度

が創設された。
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また、肉用子牛特措法により、特定財源として毎会計年度の牛肉等関税の収入見

込額に相当する金額を、予算で定めるところにより、次の業務の実施に要する経費

（以下「肉用子牛等対策費」という。）の財源に充てるものとされている。

① 肉用子牛生産者補給金業務

② 肉用牛生産の合理化、食肉（当該家畜を含む。以下「食肉等」という。）の流

通の合理化、その他食肉等に係る畜産の振興に資するための施策

牛肉等関税の収入を特定財源としていることについて、農林水産省は、牛肉の輸

入自由化による安価な輸入牛肉の大量流通によって肉用子牛等対策が必要となるこ

とから、原因者負担の考え方に基づき、輸入牛肉にその負担を求めることが適当で

あるとしている。

また、特別措置の実施を当分の間としていることについて、農林水産省は、国内

肉用牛生産の存立を確保するためには輸入牛肉に安定的に対抗できるような価格で

国産牛肉の販売が可能となるよう国内肉用牛の生産コストの低減を進めていく必要

があるが、当分の間とは、このような生産コストの低減が実現するまでの間であり、

具体的な期間を想定していないとしている。

ウ 牛肉等関税を財源とする資金の流れと推移

牛肉等関税を財源とする資金の流れをみると、当該年度の牛肉等関税の収入見込

額に相当する金額が一般会計の歳入予算に計上され、これを財源として農林水産省

所管の歳出予算に牛肉等関税財源国産畜産物競争力強化対策費（19年度以前は牛肉

等関税財源畜産振興費）等が計上される。そして、牛肉等関税財源国産畜産物競争

力強化対策費は、農林水産省が実施する肉用子牛等対策の財源として国所管基金の

造成を含む国庫補助事業等に使用されるほか、その大半が牛肉等関税財源畜産業振

興対策交付金（9年度から14年度までは牛肉等関税財源農畜産業振興事業団交付金、

8年度以前は牛肉等関税財源畜産振興事業団交付金。以下「牛関交付金」という。）

等として機構に交付され、機構が実施する肉用子牛等対策の財源として使用されて

いる（図表2参照）。

なお、当該年度以前の各年度の牛肉等関税収納済額を合算した額から当該年度以

前の各年度の肉用子牛等対策費の決算額を合算した額を控除した額に相当する金額

（以下「牛関未使用額」という。）は、必要があると認められるときは、予算で定

めるところにより、翌年度の肉用子牛等対策費の財源に充てるものとされている。



- 11 -

図表2 牛肉等関税を財源とする資金の流れ（平成20年度）

そして、牛肉等関税収納済額及び肉用子牛等対策費の3年度から20年度までの合計

額は、図表3のとおり、それぞれ2兆0714億円及び2兆0190億円と多額に上っている。

また、牛関未使用額の推移をみると、3年度から10年度までは毎年度増加して、10年

度末には2581億円となり、その後11年度から17年度までは肉用子牛等対策費が牛肉

等関税収納済額を上回ったことから毎年度減少したが、18年度以降は再び増加し、

20年度末における牛関未使用額は523億円となっている。

図表3 牛肉等関税収納済額、肉用子牛等対策費及び牛関未使用額の推移

エ 機構が実施する肉用子牛等対策の概要等

機構は、独立行政法人農畜産業振興機構法（平成14年法律第126号。以下「機構

法」という。）により、主要な畜産物の価格の安定、主要な野菜の生産及び出荷の

安定並びに砂糖及びでん粉の価格調整に必要な業務を行うとともに、畜産業及び野

（注）括弧内の金額は決算額である。

※（109

億円）

牛関交付金（590億円）
農林水産省の

事業（170億円）

※翌年度以降の

肉用子牛等対

策に使用可

一般会計歳入予算 牛肉等関税の収入見込額に相当する金額930億円

農林水産省所管歳出予算 牛肉等関税財源国産畜産物競争力強化対策費等 790億円

決算額（869億円）…牛肉等関税収納済額

決算額（760億円）…肉用子牛等対策費

（ 単 位 ： ％、億 円 ）

平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 合計

70.0 60.0 50.0 50.0 48.1 46.2 44.3 42.3 40.4 38.5 38.5 38.5 38.5 38.5 38.5 38.5 38.5 38.5 －

1,416 1,577 1,424 1,450 1,501 1,357 1,403 1,279 1,129 1,085 1,003 790 1,012 784 846 891 890 869 20,714

993 1,002 996 983 1,145 1,204 1,270 1,230 1,234 1,174 1,619 1,215 1,302 1,300 1,111 815 826 760 20,190

( (B) / (A) ) (70.1) (63.5) (69.9) (67.8) (76.3) (88.7) (90.5) (96.1) (109.2) (108.2) (161.3) (153.8) (128.6) (165.7) (131.2) (91.4) (92.8) (87.5) (97.4)

801 791 799 801 951 1,011 1,061 1,041 1,041 1,000 1,425 925 1,051 973 952 717 720 590 16,660

(80.6) (79.0) (80.2) (81.4) (83.0) (83.9) (83.5) (84.6) (84.3) (85.1) (88.0) (76.0) (80.7) (74.8) (85.6) (87.9) (87.1) (77.5) (82.5)

192 210 196 182 194 192 208 188 192 173 194 290 251 327 159 98 106 170 3,530

(19.3) (20.9) (19.7) (18.5) (16.9) (16.0) (16.4) (15.3) (15.6) (14.8) (11.9) (23.9) (19.2) (25.1) (14.3) (12.0) (12.8) (22.4) (17.4)

422 997 1,425 1,891 2,247 2,400 2,532 2,581 2,476 2,387 1,771 1,345 1,055 539 274 351 415 523 －

(注) 牛関未使用額(E)＝当該年度以前の牛肉等関税収納済額(A)の合計額－当該年度以前の肉用子牛等対策費(B)の合計額

牛関未使用額 (E)

牛 関 交
付 金 等 (C)
( (C) / (B) )

農 林 水 産 省
の事 業 (D)
( (D) / (B) )

年 度

関 税 率

牛 肉 等 関 税
収 納 済 額 （A)

肉 用 子 牛 等
対 策 費 （B）
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菜農業の振興に資するための事業についてその経費を補助する業務を行い、もって

農畜産業及びその関連産業の健全な発展並びに国民消費生活の安定に寄与すること

を目的として設置されており、その資本金は20年度末現在で309億5961万円（全額国

の出資）となっている。

機構は、業務ごとに経理を区分し、それぞれ勘定を設けて整理しなければならな

いこととされており、20年度末現在、畜産、野菜、砂糖、でん粉、補給金等、肉用

子牛及び債務保証の7勘定が設けられている。そして、機構が実施する肉用子牛等対

策に係る経理は、畜産及び肉用子牛の2勘定において行われている。

機構が実施する肉用子牛等対策の概要を業務の根拠となる法令別に記述すると、

次のとおりである。

(ｱ) 機構法に基づく業務

ａ 業務の概要

機構は、機構法により、畜産分野について、次の業務（各業務に附帯する業

務を含む。以下同じ。）を行うこととされており、これらの業務に係る経理は

畜産勘定において行われている。

① 畜産物の価格安定に関する法律（昭和36年法律第183号）の規定による価格

安定措置の実施に必要な業務を行うこと

② 国内産の牛乳を学校給食の用に供する事業についてその経費を補助するこ

と（以下「学校給食用牛乳供給事業補助」という。）

③ 畜産物の生産又は流通の合理化を図るための事業その他の畜産業の振興に

資するための事業で農林水産省令で定めるもの（以下「畜産業振興事業」と

いう。）についてその経費を補助すること（以下「畜産業振興事業補助」と

いう。）

④ 畜産物の生産及び流通に関する情報を収集し、整理し、及び提供すること

そして、肉用子牛特措法により、上記業務のうち、指定食肉についての①並
(注3)

びに食肉等についての③及び④に必要な経費は肉用子牛等対策費とされている。

上記業務のうち16年度以降の畜産業振興事業補助について、農林水産省は、

国の行う施策等との整合性を確保するため、毎年度、機構に対して食料・農業

・農村政策審議会畜産部会における畜産物価格等に係る答申及び建議や畜産を

めぐる情勢を踏まえて定める施策の方向を示す「畜産業振興事業の実施につい
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て」（農林水産省生産局長通知）を発している。そして、機構は、国が定める

施策の方向に即して、農林水産省と協議・調整しつつ事業ごとに実施要綱を定

め、機構法等の規定に基づき、農林水産大臣が定めて告示する補助の総額の範

囲内で、事業主体が事業を実施するのに必要な経費の補助を行っている。

また、畜産業振興事業には、機構が交付した補助金等を財源の全部又は一部

として造成された基金から畜産関係団体や生産者等に補助金等を交付するもの

などがある。

（注3） 指定食肉 豚肉、牛肉その他政令で定める食肉であって、農林水産省
令で定める規格に適合するもの

ｂ 畜産勘定における経理

畜産勘定には、調整資金及び畜産業振興資金（8年10月1日から15年9月30日ま

では畜産助成資金、8年9月30日以前は助成勘定の資金）が置かれている。

(a) 調整資金

調整資金には、肉用子牛等対策の財源に充てるために農林水産省から交付

される牛関交付金が充てられている。そして、牛関交付金は、食肉等につい

ての畜産業振興事業補助等に必要な経費の財源に充てられたり、肉用子牛生

産者補給金業務に必要な経費の財源に充てるものとして調整資金から肉用子

牛勘定に繰り入れられたりしている。

(b) 畜産業振興資金

畜産業振興資金には、学校給食用牛乳供給事業補助、酪農関係事業等の畜

産全般に係る畜産業振興事業補助等に必要な経費の財源に充てるために、牛

肉等関税を財源とする牛関交付金とは別に農林水産省から交付される交付金

（以下「一般交付金」という。）等が充てられている。

上記のとおり、畜産業振興事業補助に関しては、調整資金では食肉等につい

ての畜産業振興事業補助に充てるための財源が、畜産業振興資金では酪農関係

事業等の畜産全般に係る畜産業振興事業補助に充てるための財源が、それぞれ

管理されている。

(ｲ) 肉用子牛特措法に基づく業務

機構は、肉用子牛特措法により、肉用子牛生産者補給金業務を行うこととされ

ており、当該業務に必要な経費は肉用子牛等対策費とされ、当該業務に係る経理
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は肉用子牛勘定において行われている。

肉用子牛生産者補給金業務は、機構が、指定協会に対して、肉用子牛の平均売

買価格が一定の水準を下回った場合に価格差補てんとして指定協会が肉用子牛の

生産者に交付する肉用子牛生産者補給金に充てるための生産者補給交付金等を交

付するものであり、肉用子牛等対策の中心的な役割を果たす業務と位置付けられ

ている。

オ 機構における牛肉等関税を財源とする資金の流れ

機構の畜産、肉用子牛両勘定における主な資金の流れをみると、図表4のとおり、

牛関交付金は、肉用子牛等対策の財源に充てるために畜産勘定の調整資金として管

理され、食肉等に関する畜産業振興事業を実施する事業主体に対して補助金等とし

て交付されたり、肉用子牛勘定へ繰り入れられた後、事業主体に対して生産者補給

交付金等として交付されたりなどしている。

一方、一般交付金は、畜産勘定の畜産業振興資金として管理され、畜産全般に係

る畜産業振興事業を実施する事業主体に対して補助金等として交付されるなどして

いる。

畜産業振興資金の財源については、一般交付金のほか、独立行政法人農畜産業振

興機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令（平成15年農林水産省令第104

号）により、同資金の運用又は使用に伴い生ずる収入、及び調整資金の運用又は使

用に伴い生ずる収入を充てるものとするなどとされている。

すなわち、機構から事業主体に対して畜産業振興事業補助により交付された補助

金等のうち、費消されずに返還されたものや、補助金等を財源として造成されてい

る基金からの返還金（以下、これらを合わせて「補助金等返還金」という。）は、

畜産業振興資金から支出されたものだけでなく調整資金から肉用子牛等対策として

支出されたものについても畜産業振興資金に充てられ、畜産全般に係る畜産業振興

事業補助等に必要な経費の財源に充てられている。
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図表4 畜産、肉用子牛両勘定における主な資金の流れ(平成20年度)

注(2) その他の支出が6億円あるため、畜産業振興資金の支出額の合計は502億円になる。

注(3) その他の支出が3億円あるため、調整資金の支出額の合計は906億円になる。

注(4) 肉用子牛生産者補給金業務に係る繰入額は156億円である。

注(1) 補給金等勘定では、加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法律第112号）に基づき
行っている加工原料乳についての生産者補給交付金の交付等の業務に係る経理が行われている。

注(5) より詳細な資金の流れについては、108ページ＜参考1＞参照
注(6) 肉用子牛特措法制定前後の状況については、109ページ＜参考2＞参照

農林水産省

牛肉等関税 869億円

畜産勘定

調整資金

期末資金保有額1120億円

畜産業振興資金

期末資金保有額700億円

肉用子牛等対策費 760億円一般交付金
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等52
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生産者等

事業主体

基金

返還
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注(3)

注(4)

補助金
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カ 基金の見直しの状況等

(ｱ) 「今後の行政改革の方針」（平成16年12月24日閣議決定）において、国は、補

助金等の交付により造成した基金等を保有する団体について、18年度末までに、

基金事業の見直しの時期の設定等に係る基準を策定するとともに、団体ごとに精

査し、事業の見直しを実施することとされた。

一方、機構は、上記の国における基準の策定等を踏まえて、19年3月に、機構が

交付した補助金等により造成した基金の管理に関する指導の基準を定めており、

同基準において、基金を保有している団体は、保有している基金について18年度

中に見直しを実施することとされた。

(ｲ) 「行政刷新会議の設置について」（平成21年9月18日閣議決定）において、国民

的な観点から、国の予算、制度その他国の行政全般の在り方を刷新するとともに、

国、地方公共団体及び民間の役割の在り方の見直しを行うために、内閣府に行政

刷新会議を設置することとされた。

そして、行政刷新会議において、機構所管基金のうち4基金がいわゆる事業仕分

けの対象となった。

上記の見直しの結果等については、「第2の2(4) 基金の見直し、基本的事項の公

表等」（81ページ）において後述する。
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億円

年度

農林水産省が自ら実施するもの

農林水産省から機構に交付され

るもの

69 81 79 74 73 76 88 77 79 80 110 194 152 230 147 98 106 - 1,819

- - - - - - - - - - - - - - - - - 161 161

96 103 92 82 92 84 93 81 77 51 40 38 41 30 4 - - - 1,012

25 25 24 25 28 31 27 30 35 42 42 57 56 66 7 - - 9 537

192 210 196 182 194 192 208 188 192 173 194 290 251 327 159 98 106 170 3,530

801 791 799 801 951 1,011 1,061 1,041 1,041 1,000 1,425 925 1,048 973 952 717 720 590 16,657

- - - - - - - - - - - - 2 - - - - - 2

801 791 799 801 951 1,011 1,061 1,041 1,041 1,000 1,425 925 1,051 973 952 717 720 590 16,660

993 1,002 996 983 1,145 1,204 1,270 1,230 1,234 1,174 1,619 1,215 1,302 1,300 1,111 815 826 760 20,190

9 10 11 16 1713

農林水産

省から機
構に交付

されるも

の

7 14 154

(項)牛肉等関税財
源国産畜産物競争

力強化対策費

(目)牛肉等関税財

源畜産業振興対策
交付金 (牛関交

付金) 注(1)

18 198

(項)牛肉等関税財

源国産畜産物競争

力強化対策費

年度
国の予算科目

平成3

計

65

合計

合計20

農林水産

省が自ら
実施する

もの

(項)牛肉等関税財
源畜産振興費

12

その他 注(2)

(項)牛肉等関税財

源農業生産基盤整
備事業費

その他

計

(2) 施策の実施状況等

ア 肉用子牛等対策費の推移

農林水産省における肉用子牛等対策費の3年度から20年度までの合計は、図表5の

とおり、農林水産省が自ら実施するもの3530億円、農林水産省から機構に交付され

るもの1兆6660億円、計2兆0190億円と多額に上っている。そして、肉用子牛等対策

費の推移をみると、当初の3年度から6年度までは983億円から1002億円までの間で

推移していたが、牛海綿状脳症（以下「ＢＳＥ」という。）発生の影響で1619億円

と多額に上っている13年度を除いた7年度から17年度までは1111億円から1302億円

までの間で推移しており、3年度から6年度までと比較して2割程度増加している。

一方、18年度から20年度までは760億円から826億円までの間で推移していて、3年

度から17年度までと比較して大きく減少している。

図表5 農林水産省における予算科目別の肉用子牛等対策費の推移 (単位：億円)

注(1) （項）については、平成19年度以前は牛肉等関税財源畜産振興費である。

(目）については、9年度から14年度までは牛肉等関税財源農畜産業振興事業団交付金、8年度以前は牛肉等

関税財源畜産振興事業団交付金である。

注(2) 牛肉等関税を財源としているが牛関交付金ではないため調整資金として管理されていない補助金である。
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また、機構における肉用子牛等対策費の状況をみるため、牛関交付金が管理され

ている機構の調整資金からの支出額の内訳をみると、図表6のとおり、3年度から20

年度までの合計額は畜産業振興事業補助が1兆2674億円、肉用子牛生産者補給金業

務が3141億円となっていて、両者で機構における肉用子牛等対策費の大宗を占めて

いる。

そして、農林水産省から機構に交付される牛関交付金の推移と、牛関交付金が管

理されている機構の調整資金からの支出額の推移を比較すると、図表6のとおり、

ＢＳＥ発生の影響（13、14両年度）による肉用子牛価格の低迷、配合飼料価格の高

騰の影響（20年度）等の外的要因の影響が大きい年度においては、畜産業振興事業

補助を拡充するなどの対応を執ったことにより、機構の調整資金からの支出額の方

が大きくなっている。一方、肉用子牛価格が比較的高値で推移した8、9、17、18各

年度等においては、機構の調整資金からの支出額の方が小さくなっている。

このように、牛関交付金の推移と比較すると、機構の調整資金からの支出額の推

移は外的要因に応じて大きく増減している。これは、機構が国と比較してより弾力

的な財務運営が可能であることや、牛関交付金を調整資金として管理していること

などから、ＢＳＥの発生等の異常な事態が生ずるなどした場合に機動的かつ弾力的

に対応することが可能となっていることによると考えられる。

図表6 機構における調整資金からの支出額の推移 (単位：億円)

平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 合計

調整資金からの支出額 377 582 816 937 931 557 616 1,104 1,171 860 1,613 1,961 1,126 883 501 410 624 906 15,984

畜産業振興事業補
助

301 418 535 542 577 366 507 891 833 831 1,490 1,628 922 672 497 365 545 746 12,674

肉用子牛生産者補
給金業務

61 148 273 387 346 183 101 205 330 21 116 292 191 206 - 41 75 156 3,141

その他 14 15 7 7 7 8 7 7 7 6 7 39 12 4 4 3 3 3 168

801 791 799 801 951 1,011 1,061 1,041 1,041 1,000 1,425 925 1,048 973 952 717 720 590 16,657
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国内生産量のうち肉専用種

国内生産量のうち乳用種等

輸入量

イ 国内肉用牛生産等の状況

肉用子牛特措法は、国内肉用牛生産の存立を確保するために制定された。そこで、

輸入牛肉に対抗できる価格水準で国産牛肉を供給できる状況となっているかという

視点から、牛肉の輸入自由化以降の国内肉用牛生産等の状況をみると、次のとおり

である。

(ｱ) 牛肉の国内生産量及び輸入量

牛肉の国内生産量及び輸入量の推移をみると、図表7のとおりである。すなわ

ち、肉用牛は主として肉専用種と乳用種とに区分されるが、牛肉の国内生産量は、

肉専用種についても乳用種等についても輸入量と比較して変動が小さく、安定的

に推移している。

図表7 牛肉の国内生産量及び輸入量の推移

出典： 農林水産省『食肉流通統計』及び財務省『貿易統計』から機構が算出
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年 平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

飼養戸数 221.1 210.1 199.0 184.4 169.7 154.9 142.8 133.4 124.6 116.5 110.1 104.2 98.1 93.9 89.6 85.6 82.3 80.4

飼養頭数 280.5 289.8 295.6 297.1 296.5 290.1 285.1 284.8 284.2 282.3 280.6 283.8 280.5 278.8 274.7 275.5 280.6 289.0

１戸当たり

飼養頭数
12.7 13.8 14.9 16.1 17.5 18.7 20.0 21.3 22.8 24.2 25.5 27.2 28.6 29.7 30.7 32.2 34.1 35.9
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飼養戸数

飼養頭数

１戸当たり飼養

頭数

平成

(ｲ) 国内肉用牛の飼養戸数及び飼養頭数

国内肉用牛の飼養戸数及び飼養頭数の推移をみると、図表8のとおり、飼養頭

数はほぼ横ばいで推移しているが、飼養戸数は減少しており、1戸当たりの飼養

頭数は3年の12.7頭から20年には35.9頭と2.8倍に増加している。

図表8 国内肉用牛の飼養戸数及び飼養頭数の推移 (単位：千戸、万頭、頭／戸)

出典： 農林水産省『畜産統計』
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（国産牛肉(乳用種等)の小売価格の推移） （国産牛肉(乳用種等)の小売価格を１とした場合

の輸入牛肉(豪州)の小売価格の指数の推移）

(ｳ) 牛肉価格及び生産コスト

ａ 牛肉の小売価格

国内肉用牛生産の存立を確保するためには、輸入牛肉に対抗できる価格水準

で国産牛肉を供給できるようその生産体制を整備する必要があるとされてい

る。そこで、国産牛肉のうち品質面及び価格面において輸入牛肉と競合する乳

用種等の牛肉の小売価格と輸入牛肉の小売価格の推移をみると、図表9のとお

り、国産牛肉(乳用種等)の小売価格には低下傾向は見受けられない。また、国

産牛肉(乳用種等)の小売価格を1とした場合の輸入牛肉(豪州)の小売価格の指

数は、0.46から0.65までの間で推移しており、依然として相当の価格差が存在

している(巻末別表3参照)。

図表9 牛肉の小売価格の比較

出典： 「小売価格」は機構調べ

注(1) 平成3年度の小売価格は7月から3月までの平均である。
注(2) 17年度から20年度までは消費税を含む。

ｂ 国内肉用牛の生産コスト

国内肉用牛生産の存立を確保するためには、輸入牛肉に安定的に対抗できる

ような価格で国産牛肉の販売が可能となるよう国内肉用牛の生産コストの低減

を進めていく必要があるとされている。そこで、農林水産省が毎年度発行して

いる『畜産物生産費』等により、国内肉用牛の肉専用種子牛、肉専用種雄肥育

牛、乳用種雄育成牛及び乳用種雄肥育牛の各畜種について生産コストの推移を
(注4)

みると、図表10のとおりとなっている。

すなわち、生産費を構成する主な費目は、肥育等を行うための素畜として子
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素畜費を除いた生産費

生産費

牛を購入するなどの費用である素畜費、飼料費及び労働費となっている。この

うち労働費については、すべての畜種において減少傾向にあるものの、肉専用

種子牛以外においては、生産費に占める労働費の比率が他の主な費目と比較し

て低いため生産費への影響は限定的なものとなっている。一方、飼料費につい

ては、年度間の変動はあるが、全体として減少傾向は見受けられず、特に18年

度から20年度までは配合飼料価格が高騰したため増加している。こうしたこと

から、各費目を合わせた生産費全体の推移をみると、明らかな減少傾向は見受

けられず、また、年度間の変動の大きい素畜費を除く生産費をみると、ほぼ横

ばいで推移しており、18年度から20年度まではむしろ増加している(巻末別表4

参照)。

（注4） 畜種 肉専用種子牛とは、肉専用種の種雄牛と肉専用種の繁殖雌牛か
ら生まれる子牛である。肉専用種雄肥育牛とは、雄の肉専用種子牛
を素畜として肥育されている牛である。また、乳用種雄育成牛とは、
酪農経営から副産物として生まれる雄の初生牛を素畜として子牛ま
で育成されている牛である。乳用種雄肥育牛とは、乳用種雄育成牛
を素畜として肥育されている牛である。

図表10 国内肉用牛1頭当たりの生産費の推移

出典： 農林水産省『畜産物生産費』及び『肉用牛生産費』

注(1) 平成3年度から10年度までは、調査期間を当年8月から翌年7月までとしている。

注(2) 6年度から自給牧草生産等に係る労働を間接労働として「労働費」に含めている。
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ｃ 飼養頭数規模別の生産費

国内肉用牛の飼養頭数規模別の生産費について、国内肉用牛の畜種ごとにみ

ると、図表11のとおり、生産費の中の主な費目である素畜費、飼料費及び労働

費のうち、労働費については飼養頭数規模が大きいほど減少する傾向にあり、

飼養頭数規模の拡大が労働費の低減に一定の効果を上げていると認められる。

しかし、肉専用種子牛以外においては、生産費に占める労働費の比率が他の主

な費目と比較して低いため、労働費の低減が生産費に与える影響は限定的なも

のとなっている。素畜費及び飼料費については、飼養頭数規模の拡大の効果は

明確には現れていない。各費目を合わせた生産費全体をみると、乳用種雄育成

牛以外は、飼養頭数規模が大きいほど減少する傾向が一定程度見受けられる(巻

末別表5参照)。

図表11 飼養頭数規模別の国内肉用牛1頭当たりの生産費（平成20年度）

出典： 農林水産省『肉用牛生産費』



- 24 -

-150,000

-100,000

-50,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

円

年度

繁殖雌牛

肉専用種雄肥育牛

乳用種雄育成牛

乳用種雄肥育牛

平成

ｄ 肉用牛経営の収益性

肉用牛経営における収益性について、国内肉用牛1頭当たりの所得の推移を

畜種ごとにみると、図表12のとおり、いずれの畜種においても、13年度はＢＳ

Ｅの発生の影響による減少、19、20両年度は配合飼料価格の高騰の影響による

減少等、年度間の変動はあるが、明らかな増加傾向は見受けられない。

図表12 国内肉用牛1頭当たりの所得の推移 (単位：円)

出典： 農林水産省『畜産物生産費』及び『肉用牛生産費』

注(1) 所得＝粗収益－〔生産費総額－(家族労働費＋自己資本利子＋自作地地代)〕

生産費総額＝生産費＋副産物価額＋支払利子＋支払地代＋自己資本利子＋自作地地代

注(2) 所得には、(社)全国配合飼料供給安定基金等の価格差補てん金や肉用子牛生産者補給金等の補助金

等は含まない。

注(3) 「繁殖雌牛」の金額は、肉専用種子牛を産出する肉専用種雌牛1頭当たりの所得である。

注(4) 平成3年度から10年度までは、調査期間を当年8月から翌年7月までとしている。

年度 平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

繁殖雌牛 197,864 122,486 81,631 145,288 170,892 162,359 154,955 163,575 169,432 175,141 118,186 154,420 180,921 220,515 241,187 250,542 199,676 54,784

肉専用種

雄肥育牛
131,430 91,024 65,415 114,652 137,398 113,973 113,460 79,046 65,766 59,466 △ 66,819 16,761 154,200 148,296 170,001 127,512 39,812 △ 107,481

乳用種雄

育成牛
△ 2,591 △ 9,120 △ 31,883 △ 44,796 △ 18,101 6,904 △ 2,787 △ 20,389 △ 20,247 632 △ 44,690 △ 28,639 △ 54,599 △ 41,022 △ 10,528 8,254 △ 16,511 △ 22,232

乳用種雄

肥育牛
3,650 26,938 37,520 27,599 59,196 61,676 9,010 △ 40,664 △ 16,133 51,592 △ 63,161 △ 99,156 △ 25,304 57,178 65,056 43,431 △ 44,783 △ 58,931
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(ｴ) 飼料生産

飼料費は、図表10及び図表11のとおり、国内肉用牛の生産費の中で比較的大き

な割合を占めている。そして、飼料は、粗飼料と濃厚飼料に区分されており、粗

飼料は牧草等の繊維成分が多く栄養価の低いもので、濃厚飼料はとうもろこしや

大豆油かすなどの栄養価の高いものであり、とうもろこしなどの濃厚飼料は配合

飼料の主要な原料となっている。

粗飼料について、自給飼料の生産コスト及び輸入粗飼料の価格の推移をみると、

図表13のとおり、自給飼料は輸入粗飼料と比較してコスト面で長期にわたり優位

な状況にある。

図表13 自給飼料の生産コスト及び輸入粗飼料の価格の推移 (単位：円/TDN㎏、円/ドル)

出典： 「自給飼料生産コスト」は農林水産省『牛乳生産費調査』等から農林水産省生産局畜産部が算出

「輸入粗飼料価格」は農家段階の価格で農林水産省生産局畜産部調べ

「為替レート」は東京外国為替市場･銀行間直物取引の中心レート平均

注(1) 「自給飼料生産コスト」及び「輸入粗飼料価格」は飼料に含まれる養分の量1TDN㎏当たりに換算。

注(2) 「自給飼料生産コスト」及び「輸入粗飼料価格」は乳用牛(搾乳を目的として飼養している牛)を対象

としている飼料の価格である。

注(3) ヘイキューブは牧草を刈り取り自然乾燥した後、機械で集草、同時に直方体に圧縮成形したものであ

る。
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
20
(概算)

粗飼料の供給量 Ａ 6,161 6,130 5,767 5,839 5,912 5,811 5,761 5,709 5,595 5,756 5,573 5,663 5,387 5,565 5,485 5,500 5,546 5,533

うち国内供給量 Ｂ 5,073 5,056 4,527 4,705 4,733 4,529 4,518 4,453 4,290 4,491 4,350 4,394 4,073 4,194 4,197 4,229 4,305 4,349

濃厚飼料の供給量 Ｃ 22,411 22,346 22,474 21,711 21,186 20,789 20,735 20,464 20,408 19,725 19,800 20,050 20,104 19,542 19,678 19,749 19,770 19,327

うち国内供給量 Ｄ 2,268 2,206 2,150 2,196 2,239 2,227 2,152 2,104 2,039 2,179 1,995 1,948 1,897 2,182 2,214 1,967 2,120 2,160

(B+D)

(A+C)
26 26 24 25 26 25 25 25 24 26 25 25 23 25 25 25 25 26

粗飼料の国内

自給率
B/A 82 82 78 81 80 78 78 78 77 78 78 78 76 75 77 77 78 79

濃厚飼料の国

内自給率
D/C 10 10 10 10 11 11 10 10 10 11 10 10 9 11 11 10 11 11

飼料の国内自給率

年度

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20平成 年

作 付 面 積 指 数

収 穫 量 指 数

一方、粗飼料について、国内における飼料作物の生産状況をみると、図表14の

とおり、飼料作物の作付面積は生産者数の減少等から減少傾向にあり、これに伴

い飼料作物の収穫量も減少傾向にある。

図表14 飼料作物の作付面積等の推移 (単位：千ha、千TDNｔ)

出典： 「作付面積」は農林水産省『作物統計』
「収穫量」は農林水産省『作物統計』等から農林水産省生産局畜産部が算出

注(1) 収穫量はTDN(飼料に含まれる養分の量)ベースの数値である。
注(2) 肉用牛以外を対象とした飼料作物も含む。
注(3) 指数は平成3年の数値を1としたときの数値である。

飼料の国内自給率をみると、図表15のとおり、20年度は26％となっている。こ

のうち、粗飼料の国内自給率は79％となっているが、濃厚飼料の国内自給率は11

％と粗飼料と比較して低くなっていて、その多くを輸入に依存する状況となって

いる。このため、とうもろこしなどの濃厚飼料の価格が高騰した18年度から20年

度までは、図表10のとおり、これを主要な原料とする配合飼料の価格が高騰した

ため飼料費が増加しており、多くの畜種で他の費目を合わせた生産費全体でも増

加している。

図表15 飼料の国内自給率等の推移 (単位：千TDNｔ、％)

出典： 農林水産省『作物統計』等から農林水産省生産局畜産部が算出
注(1) 肉用牛以外を対象とした飼料も含む。
注(2) 供給量はTDN(飼料に含まれる養分の量)ベースの数値である。

年 平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

作付面積 1,047.0 1,032.0 1,015.0 990.2 980.2 974.7 965.6 968.7 960.5 944.7 940.4 934.6 929.4 914.4 905.8 898.1 897.2 901.5

収穫量 4,265 4,328 3,840 4,052 4,080 3,895 3,938 3,895 3,788 3,928 3,783 3,725 3,517 3,712 3,614 3,509 3,507 3,560

作付面積指数 1.00 0.98 0.96 0.94 0.93 0.93 0.92 0.92 0.91 0.90 0.89 0.89 0.88 0.87 0.86 0.85 0.85 0.86

収穫量指数 1.00 1.01 0.90 0.95 0.95 0.91 0.92 0.91 0.88 0.92 0.88 0.87 0.82 0.87 0.84 0.82 0.82 0.83
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農林水産省は、「食料・農業・農村基本計画」（平成22年3月30日閣議決定）に

おいて、32年度までに飼料の国内自給率を38％に向上させるとの目標を有してい

る。また、同省は、この目標を達成させるため、「平成21年度食料・農業・農村

の動向」（平成22年6月11日閣議決定）において、稲発酵粗飼料等の増産により

粗飼料の国内自給率を100％に向上させるとともに、飼料用米やエコフィード（食

品残さ利用飼料）等の利用拡大により濃厚飼料の国内自給率を19％に向上させる

ことを目指すとしているが、この目標が達成されても濃厚飼料は引き続き輸入に

依存しなければならない。

農林水産省は、牛肉の輸入自由化以降、国内肉用牛生産の存立を確保するため、輸

入牛肉に対抗できる価格水準で国産牛肉を供給できるようその生産体制を整備する必

要があるとして、20年度までに2兆0190億円を肉用子牛等対策費に投じている。国内

肉用牛生産等の状況をみると、牛肉の国内生産量や国内肉用牛の飼養頭数は安定的に

推移している。しかし、国産牛肉(乳用種等)の小売価格には低下傾向が見受けられず、

国産牛肉(乳用種等)と輸入牛肉(豪州)との小売価格には依然として相当の価格差が存

在している。また、国内肉用牛の生産費には明らかな減少傾向は見受けられず、年度

間の変動の大きい素畜費を除く生産費をみると、ほぼ横ばいで推移しており、18年度

から20年度までは、輸入に依存する濃厚飼料の価格が高騰したことから、飼料費ひい

ては生産費が増加している。

肉用子牛等対策は、上記のように多額の貴重な財政資金を投じて実施されてきてい

るものの、前記の各種統計情報をみる限りにおいては、肉用子牛を始めとする肉用牛

の生産コストの低減や国産牛肉の価格水準の低下という成果を、必ずしも十分発現さ

せているとはいえない状況にある。肉用牛の生産コストの低減が実現することによっ

て国産牛肉の価格水準が低下すれば、消費者にも便益をもたらし、機構の目的の一つ

である国民消費生活の安定に寄与することも期待されるが、まだ消費者はその便益を

享受するまでには至っていない。
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2 機構、機構の補助金交付先等に造成されている資金等の状況

(1) 機構に造成されている資金及び補助金等交付先に造成されている基金の状況

ア 機構に造成されている資金の状況

機構に造成されている資金のうち、牛関交付金を財源とする資金の流れに関連す

る畜産勘定の調整資金及び畜産業振興資金（以下、両資金を合算したものを「畜産

勘定資金」という。）における収入支出及び資金保有額の推移をみると、図表16の

とおりとなっている。

すなわち、畜産勘定資金について、3年度から20年度までの各年度末における資金

保有額及び各年度における支出額をみると、3年度からＢＳＥが発生する以前の12年

度までにおいては、資金保有額の平均額は2761億円となっていて、この額は支出額

の平均額である1031億円と比較して2.6倍となっている。

ＢＳＥが発生した13年度以降15年度までは、ＢＳＥ対策を講じたことにより支出

額が増加したため資金保有額は急激に減少したが、ＢＳＥ対策がほぼ終了した16年

度以降19年度までは、肉用子牛価格が比較的高値で推移したことなどにより支出額

が減少したため資金保有額は増加している。20年度は配合飼料価格の高騰への対策

を講じたことにより支出額が増加したため資金保有額は再び減少したものの、17年

度から20年度までの各年度末における資金保有額はいずれも1500億円を超えている。

また、ＢＳＥ対策がほぼ終了した16年度以降20年度までの各年度末における資金保

有額の平均額は1728億円となり、この額は同期間の各年度における支出額の平均額

である956億円と比較して1.8倍となっている。



- 29 -

（単位:億円）

平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 合計

収入
額
牛関交付金 801 791 799 801 951 1,011 1,061 1,041 1,041 1,000 1,425 925 1,048 973 952 717 720 590 16,657

377 582 816 937 931 557 616 1,104 1,171 860 1,613 1,961 1,126 883 501 410 624 906 15,984

872 1,081 1,064 928 948 1,403 1,848 1,785 1,656 1,796 1,608 572 493 583 1,034 1,341 1,437 1,120 －

一般交付金 55 54 53 52 130 100 96 94 99 90 89 77 49 35 50 81 130 102 1,442

機構への補助
金等返還金

24 104 5 19 30 34 8 44 28 123 24 40 74 265 124 102 405 244 1,707

運用益等 786 226 68 33 57 99 32 54 39 71 51 29 30 6 6 12 17 32 1,657

計 866 385 127 105 218 233 137 193 167 285 166 147 153 307 182 196 553 379 4,806

156 206 302 328 243 301 236 200 259 120 301 498 434 305 200 186 263 502 5,047

1,651 1,829 1,654 1,431 1,406 1,338 1,239 1,233 1,141 1,306 1,170 820 539 541 523 533 823 700 －

1,668 1,177 926 906 1,170 1,245 1,199 1,235 1,209 1,286 1,591 1,072 1,201 1,280 1,134 913 1,273 970 21,463

533 789 1,119 1,265 1,174 859 853 1,304 1,430 981 1,915 2,459 1,560 1,188 702 596 888 1,409 21,031

2,523 2,911 2,718 2,360 2,355 2,741 3,087 3,018 2,798 3,102 2,778 1,392 1,033 1,125 1,557 1,874 2,260 1,821 －

支出額支出額

年度
項目

調整資金

期末資金保有額

期末資金保有額

両資金の
合計
畜産勘定
資金

畜産業
振興資金

収入
額

期末資金保有額

収入額

支出額

支出額

図表16 調整資金及び畜産業振興資金における収入支出及び資金保有額の推移

(注) 畜産業振興資金については、平成15年度以降においては、機構の財務諸表の金額と図表中の期末資金保有額とは一致

する。一方、14年度以前においては、機構の財務諸表の金額は、15年度以降とは会計処理方針が異なるため公益法人へ

の出資金を含むものとなっているが、図表中の期末資金保有額は15年度以降の機構の財務諸表と同様これを除いた金額

としているため、財務諸表の金額と図表中の期末資金保有額とは一致しない。
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(ｱ) 調整資金

調整資金には、肉用子牛等対策の財源に充てるために農林水産省から交付され

る牛関交付金が充てられている。牛関交付金は、食肉等についての畜産業振興事

業補助等や肉用子牛生産者補給金業務に必要な経費の財源に充てられており、Ｂ

ＳＥの発生等の異常な事態にも機動的に対応するため一定規模の資金を保有して

おく必要があるとして、調整資金には毎年度多額の資金が保有されている。そし

て、調整資金の収入支出及び資金保有額の推移をみると、図表17のとおりとなっ

ている。

すなわち、牛肉等関税の収入を財源とする牛関交付金は、3年度に801億円だっ

たものが8年度には1000億円を超えている。一方、各年度末における資金保有額は、

8、9両年度は肉用子牛価格が比較的高値で推移したことなどにより支出額が減少

したため9年度末には最高の1848億円となっており、その後13年度末まで1500億円

を超える水準を保っている。

ＢＳＥが発生した13年度以降15年度までは、ＢＳＥ対策を講じたことにより支

出額が増加したため資金保有額は急激に減少したが、ＢＳＥ対策がほぼ終了した

16年度以降19年度までは、肉用子牛価格が比較的高値で推移したことなどにより

支出額が減少したため資金保有額は増加している。20年度は配合飼料価格の高騰

への対策を講じたことにより支出額が増加したため資金保有額は再び減少したも

のの、17年度から20年度までの各年度末における資金保有額はいずれも1000億円

を超えており、また、20年度末の資金保有額1120億円は15年度末の資金保有額49

3億円より627億円多くなっている。
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 合計

収入額 牛関交付金 801 791 799 801 951 1,011 1,061 1,041 1,041 1,000 1,425 925 1,048 973 952 717 720 590 16,657

377 582 816 937 931 557 616 1,104 1,171 860 1,613 1,961 1,126 883 501 410 624 906 15,984

872 1,081 1,064 928 948 1,403 1,848 1,785 1,656 1,796 1,608 572 493 583 1,034 1,341 1,437 1,120 －

（単位:億円）

年度
項目

調整資金

期末資金保有額

支出額

図表17 調整資金の収入支出及び資金保有額の推移

(ｲ) 畜産業振興資金

畜産業振興資金には、農林水産省から交付される一般交付金や機構への補助金

等返還金等が充てられている。これらの一般交付金等は、学校給食用牛乳供給事

業補助、酪農関係事業等の畜産全般に係る畜産業振興事業補助等に必要な経費の

財源に充てられている。そして、畜産業振興資金の収入支出及び資金保有額の推

移をみると、図表18のとおりとなっている。

すなわち、3年度からＢＳＥが発生する以前の12年度までにおいては、資金保有

額は減少傾向にあったものの、各年度末における資金保有額の平均額は1423億円

となっていて、この額は各年度における支出額の平均額である235億円と比較して

6.0倍となっている。

ＢＳＥが発生した13年度以降15年度までは、ＢＳＥ対策を講じたことにより支

出額が増加したため資金保有額は急激に減少したが、ＢＳＥ対策がほぼ終了した

16年度以降20年度までは、各年度末における資金保有額の平均額は624億円となっ

ていて、この額は各年度における支出額の平均額である291億円と比較して2.1倍

となっている。
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 合計

一般交付金 55 54 53 52 130 100 96 94 99 90 89 77 49 35 50 81 130 102 1,442

機構への補助
金等返還金

24 104 5 19 30 34 8 44 28 123 24 40 74 265 124 102 405 244 1,707

運用益等 786 226 68 33 57 99 32 54 39 71 51 29 30 6 6 12 17 32 1,657

計 866 385 127 105 218 233 137 193 167 285 166 147 153 307 182 196 553 379 4,806

156 206 302 328 243 301 236 200 259 120 301 498 434 305 200 186 263 502 5,047

1,651 1,829 1,654 1,431 1,406 1,338 1,239 1,233 1,141 1,306 1,170 820 539 541 523 533 823 700 －

（単位:億円）

年度
項目

畜産業
振興資金

収入
額

期末資金保有額

支出額

図表18 畜産業振興資金の収入支出及び資金保有額の推移

このように、ＢＳＥの発生等の異常な事態が生じていない間においては、調整資

金及び畜産業振興資金において、支出額と比較して多額の資金を長期間保有してい

る状況となっている。

なお、21年度に実施された基金の見直しの結果、同年度に畜産業振興資金へ多額

の補助金等が返還されている。また、農林水産省及び機構が、行政刷新会議の事業

仕分けの評価結果を踏まえるなどして、所要額を除き機構へ返還させることとして

いる基金があるため、22年度以降、畜産業振興資金へ多額の補助金等が返還される

ことが予想される。
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（単位：億円、％）

平成16 17 18 19 20 平均

327 159 98 106 170 172

（割合） (A) (100) (100) (100) (100) (100) (100)

40 25 1 2 62 26

(12.5) (15.9) (1.9) (2.0) (36.5) (15.4)

機構の畜産勘定資金の支出額 1,188 702 596 888 1,409 956

（割合） (B) (100) (100) (100) (100) (100) (100)

608 406 324 584 825 549

(51.1) (57.8) (54.4) (65.7) (58.5) (57.4)

合計(A)+(B) 1,516 861 694 994 1,579 1,129

(割合) (100) (100) (100) (100) (100) (100)

649 431 326 586 888 576

(42.8) (50.0) (47.0) (58.9) (56.2) (51.0)

年度

基金造成
（割合）

基金造成
（割合）

基金造成
（割合）

農林水産省から肉用子牛等対策と
して交付された補助金の支出額

イ 補助金等交付先に造成されている基金の状況

農林水産省及び機構において肉用子牛等対策として実施された事業には、補助金

等として支出された資金を財源として補助金等交付先に基金が造成されている事業

がある。そこで、農林水産省から肉用子牛等対策として交付された補助金の支出額

と、機構の畜産勘定資金の支出額とについて、補助金等交付先において基金を造成

するために用いられたことが把握できた金額の割合をみると、図表19のとおり、16

年度から20年度までの平均は、農林水産省の事業で15.4％、機構の事業で57.4％と

なっており、合計では51.0％と過半を占めている。

図表19 補助金等交付先において基金を造成するために用いられた支出額の割合

(注) 検査を実施していない414団体（613基金）への支出額等は把握できなかったため、「基金造成」には含め

ていない。

同様に、把握できた範囲で、農林水産省及び機構の補助金等交付先に造成されて

いる基金（3年度から20年度までの間に存在していて20年度末に存続している25法人

の60基金及びこの間に廃止された基金。以下「全基金」という。）について、法人

数、基金数、収入支出、資金保有額及び基金総額（資金保有額に貸付残高を加えた

額）の推移をみると、図表20のとおりとなっている。

すなわち、全基金の各年度末における資金保有額及び基金総額は、13年度のＢＳ

Ｅ発生後においても、機構の資金でみられたような急激な減少は見受けられず、比

較的なだらかに推移している。これは、各基金は、農林水産省や機構が定める基金

事業の実施要綱に従って特定の目的のために造成及び使用されるものであるのに対

して、機構の資金は、より多様な目的に使用することが可能であるという、両者の
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（単位：法人、基金、億円）

平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

法人数 26 26 26 27 28 30 28 29 29 30 31 30 29 29 29 28 25 25

基金数 57 63 66 66 60 64 72 79 82 87 88 81 75 77 73 69 62 60

期首資金保有額 2,496 2,677 2,705 2,674 2,520 2,838 2,475 2,709 2,878 3,026 2,980 2,887 2,675 2,506 2,244 2,186 2,175 1,759

520 498 528 840 819 456 725 802 764 716 859 861 746 962 614 501 1,059 1,226

補助金等 227 269 261 450 325 251 477 512 646 587 707 750 626 649 431 326 586 888

運用益等 181 135 99 79 56 31 29 32 21 19 17 15 15 19 21 17 25 27

回収額等 75 82 128 236 413 169 82 102 54 60 87 84 85 283 123 111 445 250

その他 36 11 38 74 24 5 136 155 43 49 47 11 19 11 37 46 2 60

339 469 561 993 502 820 487 634 617 762 952 1,073 916 1,226 672 512 1,474 1,445

事業費 336 415 539 892 442 779 375 476 575 614 771 961 711 966 505 374 1,034 1,218

補助金等返還金 - 53 0 14 29 30 17 59 39 147 176 100 144 258 131 96 439 221

その他 3 0 20 86 30 9 95 98 2 - 3 11 60 1 34 41 0 5

期末資金保有額 2,677 2,705 2,674 2,520 2,838 2,475 2,709 2,878 3,026 2,980 2,887 2,675 2,506 2,244 2,186 2,175 1,759 1,540

期末基金総額 2,896 2,939 2,993 2,985 3,036 2,560 2,767 2,921 3,240 3,251 3,209 3,053 2,977 2,871 2,787 2,761 2,399 2,333

年度

収入額合計

支出額合計

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

億円

年度

補助金等(+)

運用益等(+)

回収額等(+)

その他(+)

補助金等返還金(-)

その他(-)

事業費(-)

全基金の期末資金保有額

全基金の期末基金総額

平成平成

補助金等返還金(-)

事業費(-)

役割あるいは性格の違いから、ＢＳＥの発生等の異常な事態への対応に差が生じた

ためであると考えられる。

そして、全基金の3年度から20年度までの各年度末における資金保有額及び各年度

における事業費をみると、資金保有額の平均額は2525億円となっていて、この額は

事業費の平均額である666億円と比較して3.7倍となっている。また、事業費が最高

となったのは20年度であり、事業を実施した後の20年度末において、資金保有額が

最低となっているが、なお事業費の最高額（1218億円）を上回る1540億円もの資金

を保有している。

このように、全基金において、事業費と比較して多額の資金を長期間保有してい

る状況となっている。

図表20 全基金の法人数、基金数、収入支出、資金保有額及び基金総額の推移

(注) 金額の確認に必要な帳簿等の整備保存期間が経過しているなどのため、期首資金保有額に当該年度の収入額及び支出

額を加減しても期末資金保有額と一致しないことがある。
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ウ 機構への補助金等返還金の状況

補助金等返還金は、畜産業振興資金に充てられ、畜産全般に係る畜産業振興事業

補助等に必要な経費の財源に充てられている。

機構の畜産勘定資金を財源とする補助事業全体（補助金等交付先に基金が造成さ

れずに実施された事業を含む。）について、16年度から20年度までの補助金等返還

金の状況をみると、図表21のとおり、合計で1142億円となっており、同期間の畜産

業振興資金の収入全体（1618億円）の70％を占めている。このように、近年、畜産

業振興資金の収入は、補助金等返還金が大宗を占める状況となっている。

また、上記期間の補助金等返還金のうち牛関交付金を財源とするものは、合計で

901億円と多額に上っており、同期間の畜産業振興資金の収入全体の55％と過半を占

めている。

図表21 補助金等返還金の状況

多額の補助金等返還金が生じている事業の事例を示すと、次のとおりである。

＜事例＞

① 社団法人中央畜産会（以下「中央畜産会」という。）は、機構から補助金等の交

付を受けて「肉用牛肥育経営安定基金」を造成している（平成13年度設置。20年度

末資金保有額932万円（補助金等相当額同額、うち牛関財源相当額同額））。

(単位：百万円、％）

平成16 17 18 19 20
補助金等返
還金の合計

基金事業 24,890 5,777 6,895 37,749 13,977 89,290

（割合） (93.7) (46.3) (67.3) (93.1) (57.1) (78.1)

基金事業以外 495 76 25 127 96 821

（割合） (1.8) (0.6) (0.2) (0.3) (0.3) (0.7)

計 25,386 5,854 6,921 37,876 14,074 90,112

（割合） (95.6) (46.9) (67.6) (93.4) (57.5) (78.8)

基金事業 927 6,555 3,305 2,618 10,381 23,787

（割合） (3.4) (52.5) (32.3) (6.4) (42.4) (20.8)

基金事業以外 229 56 4 36 12 338

（割合） (0.8) (0.4) (0.0) (0.0) (0.0) (0.2)

計 1,157 6,611 3,309 2,654 10,393 24,126

（割合） (4.3) (53.0) (32.3) (6.5) (42.4) (21.1)

基金事業 25,818 12,332 10,200 40,368 24,359 113,078

（割合） (97.2) (98.9) (99.7) (99.5) (99.5) (98.9)

基金事業以外 725 132 30 163 109 1,160

（割合） (2.7) (1.0) (0.2) (0.4) (0.4) (1.0)

計 26,543 12,465 10,231 40,531 24,468 114,239

（割合） (100) (100) (100) (100) (100) (100)

年度

牛関交付金
を財源とする
もの

牛関交付金
以外を財源
とするもの

補助事業
合計
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本基金による事業は、機構と生産者が3対1の拠出割合で基金を造成し、牛肉の枝

肉価格が低下して、推定所得が基準家族労働費（直近3か年の家族労働費の平均）

を下回った場合に、基金から生産者に補てん金を交付するものであり、基金の残額

は、事業期間（3年間）の終了の都度、機構及び生産者に返還されている。

本基金については、牛関交付金を財源とする補助金等が機構から中央畜産会に対

して13年度から15年度までに579億円、16年度から18年度までに342億円、計921億

円交付されている。一方、各事業期間の終了に伴い、基金の残額のうち機構拠出分

相当額16年度193億円、19年度313億円、計506億円が機構の畜産業振興資金に返還

されている。

しかし、特定財源として毎会計年度の牛肉等関税の収入見込額に相当する金額が

肉用子牛等対策の財源に充てられていることを踏まえると、補助金等返還金のうち

牛関交付金を財源とするものについては、これを調整資金に充てることとして、牛

関交付金の使途を明らかにすることが望まれる。

エ 資金等の全体の状況

機構に造成されている畜産勘定資金と補助金等交付先に造成されている基金を全

体としてみた場合、その収入支出及び資金保有額の推移は、図表22のとおりとなっ

ている。

すなわち、畜産勘定資金及び全基金における収入支出のうち、機構と基金相互間

の資金のやりとりである機構から基金への補助金等及び基金から機構への補助金等

返還金を除き、両者を一体として、3年度から20年度までの各年度における収入支出

をみると、支出については、最高額2837億円（14年度）と最低額688億円（18年度）

との差が2149億円であるのに対して、収入については、最高額2044億円（3年度）と

最低額994億円（18年度）との差が1050億円となっているなど、支出に比べて収入は

比較的安定的に推移しており、主として支出の増減によって資金保有額が変動して

いる状況となっている。畜産勘定資金及び全基金を全体としてみた場合、同期間の

各年度末における資金保有額の平均額は4829億円となっており、この額は同期間の

各年度における支出額の平均額である1453億円と比較して3.3倍となっていて、支出

額と比較して多額の資金を長期間保有している状況となっている。
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年度

（畜産勘定資金及び全基金における収入支出の推移）

畜産勘定資金の収入額(+)

全基金の収入額(+)

畜産勘定資金の支出額(-)

全基金の支出額(-)

畜産勘定資金及び全基金の
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（単位：億円）

平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

畜産勘定資金 1,389 2,523 2,911 2,718 2,360 2,355 2,741 3,087 3,018 2,798 3,102 2,778 1,392 1,033 1,125 1,557 1,874 2,260

全基金 2,496 2,677 2,705 2,674 2,520 2,838 2,475 2,709 2,878 3,026 2,980 2,887 2,675 2,506 2,244 2,186 2,175 1,759

3,886 5,201 5,616 5,393 4,881 5,193 5,217 5,797 5,897 5,824 6,083 5,666 4,068 3,540 3,370 3,744 4,050 4,020

畜産勘定資金 1,668 1,177 926 906 1,170 1,245 1,199 1,235 1,209 1,286 1,591 1,072 1,201 1,280 1,134 913 1,273 970

うち返還金 24 104 5 19 30 34 8 44 28 123 24 40 74 265 124 102 405 244

全基金 520 498 528 840 819 456 725 802 764 716 859 861 746 962 614 501 1,059 1,226

2,044 1,433 1,271 1,357 1,707 1,489 1,542 1,582 1,388 1,383 1,809 1,239 1,297 1,376 1,217 994 1,343 1,148

畜産勘定資金 533 789 1,119 1,265 1,174 859 853 1,304 1,430 981 1,915 2,459 1,560 1,188 702 596 888 1,409

全基金 339 469 561 993 502 820 487 634 617 762 952 1,073 916 1,226 672 512 1,474 1,445

729 1,016 1,495 1,868 1,395 1,467 959 1,483 1,463 1,124 2,226 2,837 1,826 1,547 843 688 1,373 1,807

畜産勘定資金 2,523 2,911 2,718 2,360 2,355 2,741 3,087 3,018 2,798 3,102 2,778 1,392 1,033 1,125 1,557 1,874 2,260 1,821

全基金 2,677 2,705 2,674 2,520 2,838 2,475 2,709 2,878 3,026 2,980 2,887 2,675 2,506 2,244 2,186 2,175 1,759 1,540

5,201 5,616 5,393 4,881 5,193 5,217 5,797 5,897 5,824 6,083 5,666 4,068 3,540 3,370 3,744 4,050 4,020 3,362

期末資金
保有額

計

計

年度

合計

期首資金
保有額

合計

収入額

支出額

図表22 畜産勘定資金及び全基金における収入支出及び資金保有額の推移

注(1) 収入支出の「計」欄の金額は、機構と基金相互間の資金のやりとりである機構から基金への補助金等及び基金から

機構への補助金等返還金を除いているため、畜産勘定資金及び全基金を合計した金額と一致しない。

注(2) 金額の確認に必要な帳簿等の整備保存期間が経過しているなどのため、期首資金保有額に当該年度の収入額及び支

出額を加減しても期末資金保有額と一致しないことがある。
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このように、資金等を造成して事業を実施することは、ＢＳＥの発生等の異常な事

態が生じた場合等においては、より機動的かつ弾力的な事業実施を可能にするなどの

メリットがある一方、生ずる頻度が低い異常な事態に備えて長期間にわたり多額の資

金を個別の基金として保有することになり、財政資金の有効活用という面でデメリッ

トが生じ得ると考えられる。

すなわち、各基金が農林水産省や機構が定める基金事業の実施要綱に従って特定の

目的のために造成及び使用されるものであることや、ＢＳＥの発生等の異常な事態が

生ずる時期を予測することは困難であり、また、実際に生じた頻度が低く、異常な事

態の生じていない期間が長期にわたることにかんがみると、ＢＳＥの発生等の異常な

事態が生じた場合に対応するとして、各基金ごとに必要な資金をすべて保有しようと

することは、財政資金の有効活用という面で問題がある。そして、機構の資金が、よ

り多様な目的に使用することが可能になっているという点にかんがみると、生ずる頻

度が高く多額の資金を必要としない事態に対しては個別の基金により対応するとして

も、ＢＳＥの発生等の異常な事態には機構の資金等を充てることとするなどの手法が、

財政資金の有効活用という面で望ましいと考えられる。

また、前記第2の2(1)ア(ｱ)（30ページ）のとおり、17年度から20年度までの各年度

末における調整資金の資金保有額は1000億円を超えて推移しており、また、前記第2の

1(1)ウ（10ページ）のとおり、牛関未使用額も20年度末で523億円となっているなど、

肉用子牛等対策の財源に充てることができる資金には余裕がある状況となっている。

さらに、前記第2の2(1)ウ（35ページ）のとおり、16年度から20年度までの牛関交付金

を財源とする補助金等返還金が901億円と多額に上っている状況をみると、ＢＳＥの発

生等の特殊な状況を除けば、牛肉等関税の収入の規模は、必要とされる肉用子牛等対

策の規模を上回っているとも考えられる。
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法人数 基金数 資金保有額
左のうち補助金等
相当額

左のうち牛関財源
相当額

国所管基金 3 4 10,984,317 11,501,536 4,106,835

機構所管基金 25 56 143,099,439 135,801,386 41,253,805

計 25 60 154,083,757 147,302,923 45,360,640

（単位:法人、基金、千円）

注(1) 国所管基金を保有している3法人は、すべて機構所管基金を保有している25法人に含まれている。
注(2) 国所管の4基金のうち1基金は農林水産省からの補助金と(社)全国配合飼料供給安定基金等から納
付される積立金とにより造成されており、それぞれ補助金勘定及び積立金勘定で経理されている。
このうち積立金勘定において、平成20年度末に一時的に資金不足が生じたため、補助金相当額（補
助金勘定残高)が資金保有額(補助金勘定残高＋積立金勘定残高(△5億1783万円))を上回っている。

(2) 基金の運営状況

検査の対象とした25法人の60基金について、20年度末における資金保有額をみると、

図表23のとおり、1540億円（うち補助金等相当額1473億円（国庫補助金相当額115億円、

機構からの補助金等相当額1358億円））となっている。

図表23 60基金における資金保有額（平成20年度末）

ア 基金の分類

(ｱ) 使途別分類

基金を使用して実施する事業の内容をみると、次のように分類することができ

る。

ａ 貸付事業基金

貸付けや一時立替えの事業の財源として基金を使用するもの

ｂ 債務保証事業基金

借入金に対する債務を保証し不測の事態が発生したときに生ずる費用を弁済

する事業の信用力の基盤となる財源として基金を使用するもの

ｃ 利子助成事業基金

借入金に係る利子の一部を助成するなどの事業の財源として基金を使用する

もの

ｄ 補助・補てん事業基金

各種事業への補助金や農畜産物の価格差に対する補てん金を交付する事業の

財源として基金を使用するもの

ｅ 調査等その他事業基金

法人自らが行う調査、研究、普及、保管等の事業の財源として基金を使用す

るもの
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（単位：法人、基金、千円）

基金数

平成20年度末
資金保有額

10 3 7 0 0

78,894,594 13,427,149 65,467,445 - -

2 1 0 1 0

1,335,095 4,669 - 1,330,426 -

15 15 0 0 0

21,437,278 21,437,278 - - -

25 24 0 0 1

48,476,827 37,701,004 - - 10,775,823

8 8 0 0 0

3,939,960 3,939,960 - - -

60 51 7 1 1

154,083,757 76,510,062 65,467,445 1,330,426 10,775,823

使途 法人数

運営形態

取崩し型 回転型 保有型 運用型

貸付け 6

債務保証 2

利子助成 4

補助・
補てん

12

調査等
その他

7

計 25

注(1) 使途別分類の異なる複数の基金（例えば補助・補てん事業基金と調査等その他事業基金）を保有
する法人があるため、使途別の各欄の法人数を加えても「計」欄の数とは一致しない。

注(2) この表中、国所管基金は、補助・補てん事業基金の取崩し型で3基金(3法人)、調査等その他事業
基金の取崩し型で1基金(1法人)となっており、これらの平成20年度末資金保有額の計は109億8431万
円で、他はすべて機構所管基金である。

(ｲ) 運営形態別分類

基金の運営形態をみると、次のように分類することができる。

ａ 取崩し型

基金を利子助成、補助・補てん、調査、研究等の事業の財源に充てることに

よって費消していくもの

ｂ 回転型

主として、使途別分類の貸付事業基金がこれに該当し、基金を繰り返し回転

させて使用するもの

ｃ 保有型

主として、使途別分類の債務保証事業基金がこれに該当し、基金を債務保証

の信用力の基盤となる財源として保有するもの

ｄ 運用型

基金を運用元本として、その運用益を補助・補てん等の事業の財源に充てて

いくもの

60基金について、基金の使途及び運営形態により分類すると、図表24のとおりと

なる。

図表24 60基金の使途別及び運営形態別の分類
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イ 基金の収入支出及び資金保有額の状況

60基金を全体として、3年度から20年度までの各年度末における資金保有額及び各

年度における事業実績額をみると、図表25のとおり、資金保有額の平均額2176億円
(注5)

は、事業実績額の平均額483億円と比較して4.5倍となっていて、多額の資金を長期

間保有している状況となっている。また、事業実績額が最高となったのは20年度で

あり、事業を実施した後の20年度末において、資金保有額が最低となっているが、

なお事業実績額の最高額（1189億円）を上回る1540億円もの資金を保有している。

なお、19、20両年度に事業実績額が多額となっているのは、配合飼料価格が高騰し

たため価格差補てん事業を行った（19年度561億円、20年度436億円）ことなどによ

るものである。

（注5） 事業実績額 基金事業の内容には種々のものがあり、例えば、貸付事
業基金については、基金の貸付け、貸付金の管理、貸付金の回収等
が、債務保証事業基金については、債務保証の引受け、債務保証額
の管理、代位弁済等がある。本報告の分析において各年度の事業実
績額としているのは、基金の使用と直接に結び付くものとして、貸
付事業基金については新規貸付額、債務保証事業基金については代
位弁済額、利子助成事業基金については利子助成支払額、補助・補
てん事業基金については補助金等の支払額、調査等その他事業基金
については調査、研究等に係る費用の支払額としている。なお、事
務の処理に要する経費は含まれていない。
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
平均

(3年度～

20年度)

収入額合計 353 313 374 511 685 338 420 421 388 478 661 742 620 869 491 479 1,045 1,226 579

機構等からの補

助金等
118 114 141 205 221 138 185 185 276 361 542 633 510 557 346 307 573 888 350

その他収入 234 198 232 305 463 199 235 236 111 117 118 109 110 311 145 172 472 338 228

支出額合計 198 250 363 698 329 640 171 322 289 486 612 791 717 1,103 509 438 1,448 1,431 600

事業実績額 180 229 334 664 279 610 147 240 237 327 499 727 529 819 378 311 988 1,189 483

機構等への補助

金等返還金
－ － － － － － 0 13 29 133 73 27 87 249 100 83 428 209 79

その他支出 17 21 28 33 50 30 23 68 22 25 40 36 100 34 30 43 30 32 37

期末資金保有額 2,075 2,135 2,148 1,960 2,316 2,014 2,260 2,361 2,461 2,454 2,503 2,454 2,357 2,124 2,107 2,148 1,746 1,540 2,176

（単位：億円）

年度

(注) 金額の確認に必要な帳簿等の整備保存期間が経過しているなどのため、前年度の期末資金保有額に当該年度の収入額及び支出額を加減しても当該年度の期末資金保有額と一致
しないことがある。

図表25 60基金の収入支出及び資金保有額の推移

これらを使途別及び運営形態別にみると、それぞれ次のとおり、60基金を全体と

してみた場合における収入支出及び資金保有額の状況と同様に、多額の資金を長期

間保有している状況となっている。

(ｱ) 使途別の収入支出及び資金保有額の状況

ａ 貸付事業基金

貸付事業基金（10基金）をみると、このうち融資準備財産において、4年度か

ら6年度まで、肉用子牛価格の低落に伴い肉用子牛生産者補給金の一部に充てる

ために指定協会に積み立てられた積立金に不足が生じ、この不足額に充当する

ために多額の資金の貸付けが行われたため、図表26のとおり、資金保有額は6年

度末には当該年度の事業実績額を下回る額にまで減少している。しかし、7年度

から20年度までの各年度末における資金保有額及び各年度における事業実績額
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
平均

(7年度～

20年度)

収入額合計 126 115 140 242 407 168 122 123 224 277 277 201 315 415 237 235 335 447 270

機構からの補助

金等
15 20 11 13 6 13 53 60 162 210 211 111 225 306 122 119 199 318 151

その他収入 111 95 128 228 400 155 69 63 61 67 66 89 89 109 115 116 135 128 119

支出額合計 88 126 242 399 176 59 56 149 149 250 244 248 358 484 187 224 261 468 237

事業実績額 74 110 224 378 135 39 43 136 125 178 185 205 290 416 113 129 142 344 177

機構への補助金
等返還金

－ － － － － － － － 8 57 42 27 39 52 60 76 103 107 40

その他支出 13 16 17 21 40 20 13 13 14 14 16 16 28 16 13 18 15 17 18

期末資金保有額 589 576 476 317 548 659 721 697 773 800 833 786 743 676 726 737 810 788 735

期末基金総額 647 674 683 695 683 704 763 739 987 1,071 1,155 1,164 1,214 1,302 1,327 1,321 1,368 1,580 1,099

（単位：億円）

年度

(注) 金額の確認に必要な帳簿等の整備保存期間が経過しているなどのため、前年度の期末資金保有額に当該年度の収入額及び支出額を加減しても当該年度の期末資金保有額と一致

しないことがある。

をみると、資金保有額の平均額735億円は、事業実績額の平均額177億円と比較

して4.1倍となっている。また、20年度末においては基金総額1580億円に対して

資金保有額は788億円となっており、基金総額の49％が未使用のままとなってい

る。この788億円のうち535億円は上記の積立金の不足額に充当するために資金

の貸付けを行っていた上記融資準備財産に係るものである。

図表26 貸付事業基金の収入支出及び資金保有額の推移
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 合計

収入額合計 － － － － － － － 4 3 3 12 0 3 0 0 0 0 0 29

機構からの補助

金等
－ － － － － － － 4 3 3 10 － 3 － － － － － 23

その他収入 － － － － － － － 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 5

支出額合計 － － － － － － － － 0 － － － 0 3 0 － 8 1 15

事業実績額 － － － － － － － － － － － － 0 0 － － 0 － 2

機構への補助金
等返還金

－ － － － － － － － － － － － － 3 － － 8 0 11

その他支出 － － － － － － － － 0 － － － － 0 0 － 0 1 1

期末資金保有額 － － － － － － － 4 8 12 24 24 27 23 23 23 15 13 －

（単位：億円）

年度

ｂ 債務保証事業基金

債務保証事業基金（2基金）をみると、図表27のとおり、10年度から15年度ま

でに機構からの補助金等により基金が造成（15年度末資金保有額27億円）され

たが、16、19、20各年度に機構へ補助金等を返還（16年度3億円、19年度8億円、

20年度0.8億円）し、20年度末には資金保有額を13億円に減少させている。また、

事業実績額は15、16、19各年度の計2億円のみとなっている。

図表27 債務保証事業基金の収入支出及び資金保有額の推移
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
平均

(3年度～

20年度)

収入額合計 17 16 65 47 43 30 26 78 1 0 16 2 16 0 0 7 80 68 29

機構からの補助

金等
－ － 35 32 32 23 20 － － － 16 2 16 0 0 0 77 65 17

その他収入 17 16 30 15 11 6 6 78 1 0 0 0 0 0 0 6 2 2 11

支出額合計 9 14 31 29 31 30 29 85 43 97 43 17 15 14 52 10 9 10 32

事業実績額 8 13 23 24 25 25 23 21 19 18 16 14 12 11 9 7 6 7 16

機構への補助金
等返還金

－ － － － － － － 13 20 76 24 － － － 39 － － － 9

その他支出 1 1 7 5 5 5 5 51 3 3 3 3 2 3 2 2 2 2 6

期末資金保有額 276 278 313 330 342 342 340 332 291 194 167 152 153 140 89 85 156 214 233

（単位：億円）

年度

ｃ 利子助成事業基金

利子助成事業基金（15基金）をみると、図表28のとおり、3年度から11年度ま

での各年度末における資金保有額は250億円を上回っており、12、17両年度に機

構へ補助金等を返還（12年度76億円、17年度39億円）するなどしたため17年度

末には89億円となったが、19、20両年度に機構から補助金等を受け入れたため、

20年度末では214億円となっている。そして、3年度から20年度までの各年度末

における資金保有額及び各年度における事業実績額をみると、資金保有額の平

均額233億円は、事業実績額の平均額16億円と比較して14.4倍となっており、ま

た、資金保有額の最低額85億円（18年度末）は、事業実績額の最高額25億円

（7年度）と比較しても3.3倍となっている。

図表28 利子助成事業基金の収入支出及び資金保有額の推移
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
平均

(3年度～

20年度)

収入額合計 124 100 85 138 149 69 204 150 88 124 287 480 232 406 225 231 624 704 246

機構等からの補

助金等
24 16 15 78 99 34 45 58 42 77 238 463 214 206 197 184 291 498 154

その他収入 100 83 70 59 49 35 159 91 45 47 49 17 17 199 28 47 332 205 91

支出額合計 19 30 13 190 47 480 16 21 31 67 247 454 287 555 221 197 1,162 924 275

事業実績額 17 27 11 186 44 477 13 18 27 61 221 437 171 347 208 169 832 831 228

機構等への補助
金等返還金

－ － － － － － 0 － － － 7 0 48 193 0 6 317 82 36

その他支出 1 2 2 4 2 3 3 3 4 5 19 16 68 14 12 21 11 10 11

期末資金保有額 1,128 1,198 1,271 1,218 1,320 910 1,098 1,227 1,283 1,341 1,381 1,407 1,352 1,204 1,207 1,242 705 484 1,165

（単位：億円）

年度

ｄ 補助・補てん事業基金

補助・補てん事業基金（25基金）の3年度から20年度までの各年度末における

資金保有額及び各年度における事業実績額をみると、図表29のとおり、資金保

有額の平均額1165億円は、事業実績額の平均額228億円と比較して5.1倍となっ

ており、また、資金保有額の最低額484億円（20年度末）を事業実績額が超えた

のは、配合飼料価格の高騰により価格差補てん事業を行った19、20両年度（各

年度における事業実績額832億円及び831億円）のみとなっている。すなわち、

19、20両年度のように異常な事態が生じない限り、多額の資金を長期間保有し

ている状況となっている。

図表29 補助・補てん事業基金の収入支出及び資金保有額の推移
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
平均

(3年度～

20年度)

収入額合計 84 80 82 83 85 69 66 64 70 72 67 57 51 45 27 5 5 5 57

機構等からの補

助金等
79 77 79 80 83 67 65 63 67 70 66 56 49 43 26 3 3 4 55

その他収入 5 3 2 2 1 1 1 1 2 1 1 1 2 2 1 1 1 1 2

支出額合計 81 79 76 78 74 70 68 66 65 70 76 71 55 45 47 6 5 25 59

事業実績額 80 77 75 76 73 68 67 64 64 69 75 70 54 43 47 5 5 5 56

機構等への補助
金等返還金

－ － － － － － － － － 0 0 0 0 0 － 0 0 19 1

その他支出 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

期末資金保有額 80 82 88 93 103 102 101 99 104 105 96 83 80 80 60 59 59 39 84

（単位：億円）

年度

ｅ 調査等その他事業基金

調査等その他事業基金（8基金）をみると、図表30のとおり、3年度から16年

度までの各年度末における資金保有額は80億円を上回っているが、17、20両年

度に大幅に減少しており、20年度末は39億円となっている。一方、18年度以降

は事業実績額が極端に減少し、各年度5億円となっている。

図表30 調査等その他事業基金の収入支出及び資金保有額の推移

(ｲ) 運営形態別の収入支出及び資金保有額の状況

運営形態別のうち、回転型及び保有型はそれぞれ前記の貸付事業基金及び債務

保証事業基金とおおむね同様な動きとなること、運用型は1基金であり「第2の2

(3) 基金に関する個別の事態」（57ページ）で取り上げることから、ここでは取

崩し型のみを記述することとする（回転型、保有型及び運用型の図表は巻末別表

6参照）。

取崩し型51基金をみると、主なものは補助・補てん事業基金及び利子助成事業
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平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
平均

(3年度～

20年度)

収入額合計 219 189 226 261 270 166 295 290 159 197 383 539 303 452 252 243 842 1,097 355

機構等からの補

助金等
103 94 130 191 215 125 132 121 110 148 331 521 284 250 224 188 507 888 253

その他収入 115 95 95 70 55 41 163 168 48 48 51 18 18 201 28 54 335 209 101

支出額合計 108 119 111 287 149 579 112 171 133 230 367 542 358 617 320 212 1,185 1,281 382

事業実績額 105 115 100 277 140 569 102 103 105 145 313 521 238 402 263 181 844 1,162 316

機構等への補助
金等返還金

－ － － － － － 0 13 20 76 31 0 48 197 40 7 325 103 47

その他支出 3 4 10 10 9 9 9 55 7 9 23 19 71 17 16 24 14 15 18

期末資金保有額 1,374 1,444 1,559 1,532 1,654 1,241 1,425 1,544 1,570 1,536 1,551 1,549 1,494 1,328 1,260 1,291 948 765 1,392

年度

（単位：億円）

基金であり、3年度から20年度までの各年度末における資金保有額及び各年度にお

ける事業実績額をみると、図表31のとおり、資金保有額の平均額1392億円は、事

業実績額の平均額316億円と比較して4.4倍となっている。

また、同期間の各年度末における資金保有額の最低額765億円（20年度末）を同

期間の各年度における事業実績額が超えたのは、19、20両年度（各年度における

事業実績額844億円及び1162億円）のみとなっている。これは、19、20両年度に機

構等への補助金等返還金（19年度325億円、20年度103億円）が多額であったこと

や、配合飼料価格が高騰したため価格差補てん事業を行った（19年度561億円、2

0年度436億円）ことが主な要因であるが、機構等への補助金等返還金を除くと19、

20両年度の収支はおおむね均衡している。また、51基金の中には、配合飼料価格

の高騰等の異常な事態が生じたために特定の年度において事業実績額が多額に上

って資金保有額が大きく減少しているものもあるが、51基金を全体としてみると、

各基金における事業実績額の年度ごとの変動は一定程度平準化されて、異常な事

態が生じた場合の影響が緩和されることになる。

図表31 取崩し型の収入支出及び資金保有額の推移
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ウ 基金保有倍率

個々の基金は、設置目的、事業内容、利用対象者、基金規模等を異にするため、

それぞれの資金保有量を同一の尺度で比較しにくいという面がある。そこで、本報

告においては、各基金を統一的に比較するために、直近の資金保有額を直近3年間の

平均事業実績額で除して得た数値である基金保有倍率を用いることとする。基金保

有倍率は、事業実績からみて資金保有量がどの程度の水準にあるかを表そうとする

もので、この数値が1倍に近い基金ほど、単年度当たりの事業実績に対応した基金規

模となっていると考えられる。
(注6)

60基金のうち、基金保有倍率が算定できない23基金を除いた37基金について、20

年度末の基金保有倍率をみると、図表32のとおりとなっている。すなわち、10倍以

上のものが14基金あり、その内訳は、使途別では利子助成事業基金3基金、補助・補

てん事業基金8基金及び調査等その他事業基金3基金、運営形態別では取崩し型13基

金及び運用型1基金となっている。また、100倍以上のものは4基金あり、その内訳は、

使途別では補助・補てん事業基金4基金、運営形態別では取崩し型3基金及び運用型

1基金となっている。

そして、基金保有倍率が10倍以上の14基金の資金保有額298億円は、基金保有倍率

を算定できた37基金の資金保有額631億円の47％を占めており、さらに、この14基金

の資金保有額298億円に基金保有倍率が算定できない23基金のうち直近3年間の平均

事業実績額が0円である3基金の資金保有額553億円を加えた17基金の資金保有額851

億円は、60基金の資金保有額1540億円の過半を占めている。

このように、基金保有倍率の高い基金や直近3年間の平均事業実績額が0円である

ために基金保有倍率が算定できない基金は、事業実績額と比較すると多額の資金を

保有している。そして、これら基金の資金保有額が60基金の資金保有額の過半を占

めていることは、財政資金の有効活用という面において問題があると考えられる。

（注6） 23基金 事業実施期間が3年間に満たないため直近3年間の平均事業実
績額が算定できないものが20基金、異常な事態が生じた場合に事業
を実施するためのものであるなどのため直近3年間の平均事業実績額
が0円であるものが3基金ある。
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図表32 使途別及び運営形態別の基金保有倍率（平成20年度末）

また、基金保有倍率については、事業実施期間が3年間に満たないことから算定で

きない基金が20基金と多く見受けられた。そこで、60基金について、16年度から20

年度までの各年度の事業実績額に対する各年度末の資金保有額の倍率をみると、図

表33のとおり、100倍以上のものは、16年度の7基金から20年度には2基金減少しては

いるものの、いまだ5基金が残っており、10倍以上のものは、16年度の18基金から2

0年度には4基金増加し、22基金となっている。さらに、20年度の事業実績額が0円で

ある基金も13基金ある。

このように、基金保有倍率が算定できない基金を含めた60基金についてみても、

基金保有倍率の分析と同様に事業実績額と比較すると多額の資金を保有している基

金が多く、財政資金の有効活用という面において問題があると考えられる。

（基金数）

30倍以上
100倍未満

100倍以上
事業実施期間が
3年間に満たな
いもの

直近3年間の平
均事業実績額が
0円のもの

貸付け 1 4 1 0 0 0 3 1 10

債務保証 1 0 0 0 0 0 0 1 2

利子助成 0 0 3 3 1 0 9 0 15

補助・補てん 6 1 2 8 2 4 7 1 25

調査等その他 1 2 1 3 2 0 1 0 8

取崩し型 8 3 6 13 5 3 20 1 51

回転型 1 4 1 0 0 0 0 1 7

保有型 0 0 0 0 0 0 0 1 1

運用型 0 0 0 1 0 1 0 0 1

9 7 7 14 5 4 20 3 60

（資金保有額）

30倍以上
100倍未満

100倍以上
事業実施期間が
3年間に満たな
いもの

直近3年間の平
均事業実績額が
0円のもの

貸付け 5,070,012 3,698,381 3,163,495 - - - 13,427,149 53,535,555 78,894,594

債務保証 4,669 - - - - - - 1,330,426 1,335,095

利子助成 - - 4,121,298 3,050,283 1,035,329 - 14,265,696 - 21,437,278

補助・補てん 11,080,050 496,342 5,042,720 23,504,293 3,633,861 19,301,236 7,901,140 452,279 48,476,827

調査等その他 62,397 443,904 111,102 3,315,932 3,187,246 - 6,622 - 3,939,960

取崩し型 11,147,117 940,247 9,275,121 19,094,686 7,856,437 8,525,412 35,600,609 452,279 76,510,062

回転型 5,070,012 3,698,381 3,163,495 - - - - 53,535,555 65,467,445

保有型 - - - - - - - 1,330,426 1,330,426

運用型 - - - 10,775,823 - 10,775,823 - - 10,775,823

16,217,129 4,638,628 12,438,617 29,870,509 7,856,437 19,301,236 35,600,609 55,318,262 154,083,757

使途

運営形態

10倍以上

10倍以上

合計

使途

運営形態

合計

（単位：千円）

1倍未満
1倍以上
5倍未満

5倍以上
10倍未満

基金保有倍率が
算定できないもの

合計

（単位：基金）

1倍未満
1倍以上
5倍未満

5倍以上
10倍未満

基金保有倍率が
算定できないもの

合計
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図表33 各年度の事業実績額に対する各年度末の資金保有額の倍率

基金保有倍率の高い基金の事例を示すと、次のとおりである。

＜事例＞

② 社団法人全国畜産経営安定基金協会は、農林水産省から補助金の交付を受けて

「畜産経営維持安定特別対策基金」を造成している（平成14年度設置。20年度末資

金保有額35億8978万円（補助金相当額同額、うち牛関財源相当額同額））。

本基金による事業は、ＢＳＥ等の重大な家畜疾病の発生により経済的に影響を受

けた畜産経営の維持・安定に必要な資金を円滑に融通するため、その債務保証を行

う農業信用基金協会に対して保証債務の代位弁済に伴う損失を補てんするものであ

る。

本基金の20年度末の資金保有額は35億8978万円、直近3年間の平均事業実績額は9

600万円であり、基金保有倍率は37.3倍と高くなっている。また、直近3年間におい

て事業実績額が最大であった20年度の事業実績額に事務の処理に要する経費を加え

ても1億2442万円であり、20年度末の資金保有額はこの額の28.8倍となっている。

表 畜産経営維持安定特別対策基金の基金保有倍率

平均事業実績額（Ａ）

平成18年度 66,532
19年度 98,841
20年度 122,637

事業実績額 （単位：千円）

96,003

20年度末資金保有額
（Ｂ）（単位：千円）

基金保有倍率
(B)／(A)（単位：倍）

3,589,786 37.3

（基金数）

30倍以上
100倍未満

100倍以上

平成16年度 6 4 6 18 6 7 4 38

17年度 6 5 6 15 5 5 6 38

18年度 6 7 4 16 8 5 7 40

19年度 8 7 5 16 7 3 12 48

20年度 11 9 5 22 7 5 13 60

（資金保有額）

30倍以上
100倍未満

100倍以上

平成16年度 10,903,649 5,562,975 93,913,447 99,481,995 10,549,730 76,625,208 2,620,391 212,482,459

17年度 1,589,650 17,124,633 13,156,522 39,253,829 7,442,654 25,457,526 139,649,041 210,773,676

18年度 3,290,013 23,100,181 7,196,670 41,008,459 9,987,084 24,869,169 140,293,250 214,888,576

19年度 39,115,476 6,936,730 7,287,137 30,290,536 9,524,246 13,555,549 90,994,446 174,624,328

20年度 11,390,484 15,385,670 8,188,443 48,609,189 14,727,006 18,579,576 70,509,969 154,083,757

年度

（単位：千円）

1倍以上
5倍未満

1倍未満
当該年度に事
業実績額が0円
のもの

合計
5倍以上
10倍未満

10倍以上

（単位：基金）

1倍以上
5倍未満

1倍未満年度
当該年度に事
業実績額が0円
のもの

合計
5倍以上
10倍未満

10倍以上
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エ 事業実績額に対する事務費の割合

基金を財源とする事業の実施に当たって必要となる人件費（調査、研究等に係る

直接人件費のように事業実績額に含まれる人件費は除く。）その他事務の処理に要

する経費（以下、これらを合わせて「事務費」という。）については、農林水産省

又は機構が定めた実施要綱において、基金の運用益又は基金そのものを充てること

が認められている。

そこで、60基金について、事業実績額に対する事務費の割合をみると、図表34の

とおり、20年度において50％以上のものが12基金あった。

同様に、直近5年間の各年度についてこの割合をみると、50％以上のものは各年度

において8基金から12基金あり、このうち100％以上のものは16、17、20各年度でそ

れぞれ5基金、18年度で4基金、19年度で3基金となっていた。また、事業実績額が0

円で事務費だけを支出しているものが16年度の2基金（事務費支出額計3478万円）か

ら20年度は10基金（事務費支出額計1億0485万円）と増加している。

図表34 各年度における事業実績額に対する事務費の割合

また、60基金を使途別、運営形態別にみると、図表35のとおり、20年度において

事業実績額に対する事務費の割合が50％以上となっている基金は、使途別では貸付

事業基金2基金、利子助成事業基金5基金、補助・補てん事業基金4基金及び調査等そ

の他事業基金1基金、運営形態別では取崩し型10基金及び回転型2基金となっている。

（基金数）

100％以上
事務費だけを
支出している
もの

平成16年度 12 9 3 10 5 4 2 38

17年度 11 9 4 8 5 6 4 38

18年度 11 7 5 10 4 7 3 40

19年度 14 8 5 9 3 12 9 48

20年度 20 5 10 12 5 13 10 60

（事務費支出額）

100％以上

平成16年度 2,398,118 365,011 272,181 322,469 162,696 3,392,562

17年度 884,999 1,307,528 123,719 349,225 180,491 3,016,890

18年度 1,229,345 970,249 740,771 138,720 91,889 3,373,459

19年度 2,004,967 439,610 344,972 89,947 27,745 3,069,899

20年度 952,313 79,829 403,985 1,380,174 1,012,229 2,921,155

34,781

351,417

294,372

190,401

104,852

（単位：基金）

年度

事務費／事業実績額

合計
10％未満

10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

当該年度に事業実績
額が0円のもの

50％以上

（単位：千円）

年度

事務費／事業実績額

合計
10％未満

10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

当該年度に事業実績
額が0円のもの50％以上
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さらに、事業実績額別にみると、事業実績額が1億円未満と最も少額な区分におい

て、事業実績額に対する事務費の割合が50％以上のものが9基金となっている。この

ほか、この区分に属する基金には同年度の事業実績額が0円で事務費だけを支出して

いるものも10基金と多く、これらを合わせると19基金となって、この区分に属する

36基金の5割を占めている。

事務費は事業の実施に当たって必要な人件費等であるが、上記の36基金には、事

業実績額に対する事務費の割合が高い基金や事業実績額が0円で事務費だけを支出し

ている基金が多く、事業の効率的実施や財政資金の有効活用という面において問題

があると考えられる。

図表35 使途別、運営形態別、事業実績額別の事業実績額に対する事務費の割合（平成20
年度）

（基金数）

100％以上
事務費だけを
支出している
もの

貸付け 5 0 2 2 1 1 1 10
債務保証 0 0 0 0 0 2 2 2
利子助成 2 1 4 5 3 3 3 15
補助・補てん 9 3 3 4 1 6 3 25
調査等その他 4 1 1 1 0 1 1 8
取崩し型 18 4 8 10 4 11 8 51
回転型 2 0 2 2 1 1 1 7
保有型 0 0 0 0 0 1 1 1
運用型 0 1 0 0 0 0 0 1
1億円未満 5 4 5 9 4 13 10 36
1億円以上
5億円未満 6 1 5 1 0 0 0 13

5億円以上 9 0 0 2 1 0 0 11

20 5 10 12 5 13 10 60

（事務費支出額）

100％以上

貸付け 102,327 - 128,359 1,233,615 965,314 1,530,938

債務保証 - - - - - 8,671

利子助成 3,949 1,147 195,160 60,093 45,807 288,005

補助・補てん 830,653 73,112 70,677 78,465 1,108 1,053,474

調査等その他 15,382 5,569 9,788 8,000 - 40,066

取崩し型 900,790 65,211 275,626 146,559 46,915 1,422,354

回転型 51,523 - 128,359 1,233,615 965,314 1,480,133

保有型 - - - - - 4,050

運用型 - 14,617 - - - 14,617

1億円未満 5,931 22,397 43,783 84,115 46,915 261,079

1億円以上
5億円未満

46,402 57,432 360,202 62,444 - 526,481

5億円以上 899,979 - - 1,233,615 965,314 2,133,594

952,313 79,829 403,985 1,380,174 1,012,229 2,921,155

27,654

565

1,325

34,166

66,636

4,050

-

104,852

-

-

合計

事業実績額

使途

運営形態

（単位：基金）

事務費／事業実績額

合計
10％未満

10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

事業実績額が
0円のもの

50％以上

合計

事業実績額

使途

運営形態

（単位：千円）

事務費／事業実績額

合計
10％未満

10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

事業実績額が
0円のもの

66,636

8,671

104,852

50％以上
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オ 基金の運用状況

基金の運用について、国は「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成8年9

月20日閣議決定）に基づき、運用財産の管理運用は、当該法人の健全な運営に必要

な資産（現金、建物等）を除き、元本が回収できる可能性が高くかつなるべく高い

運用益が得られる方法で行うこととしている。

また、機構は「畜産業振興事業により造成された基金等の管理運用等について」

（平成18年18農畜機第23号）に基づき、造成された基金は、万全を期するため、元

本保全を第一義とし、加えて、安全・確実・有利を基本とした効率的運用に努める

ものとしている。そして、運用方法については、短期の金融商品は普通預金等、長

期の金融商品は国債、地方債、定期預金等とし、満期保有を原則としている。

60基金のうち普通預金等の短期の金融商品のみにより運用されている14基金を除

いた46基金について、20年度末における金融商品（国債、地方債、定期預金等）に

よる運用状況をみると、図表36のとおり、制度の趣旨から長期の運用が想定される

運用型1基金を除いた45基金のうち、1年以上の運用が行われているものが12基金あ

った。このうち5年以上の運用が行われているものは5基金で、この中には10年以上

の長期間にわたって運用が行われているものも3基金（資金運用額計10億1620万円）

あった。これらの基金については、当面の資金に余裕が生じているために長期間の

運用が行われているとも考えられる。
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図表36 運営形態別の基金の運用状況

また、運用型1基金も含めて1年以上の運用が行われている13基金の運用状況をみ

ると、各基金事業の実施要綱で定める事業の実施期間を越えて運用が行われている

ものが4基金あり、これらはいずれも運用期間が5年以上で、このうち10年以上が3基

金ある。4基金のうち、畜産新技術開発活用促進基金（社団法人畜産技術協会）につ

いては、20年度末に事業が終了して21年度に基金残額が全額機構に返還されている。

しかし、残りの3基金が運用している資金計50億1444万円（図表37参照）については、

事業終了の際に補助金等の返還が必要となる場合には、満期償還前の売却等による

損失が発生して、返還に必要な額を確保できない可能性がある。

図表37 事業の実施期間を越えて運用が行われている3基金の運用状況

基金名 法人名 運用額（単位：千円） 運用方法 運用期間

食肉価格安定基金 (財)沖縄県畜産振興基金公社 4,482,446 国債 約10年

貸付機械取得資金 日本ハム・ソーセージ工業協同組合 400,000 定期預金 20年

畜産関係情報提供衛星通信推進事業基金 (財)競馬・農林水産情報衛星通信機構 132,000 社債 約8年

5,014,446計

（基金数）

5年以上
左のうち
10年以上

39 34 8 6 2 1

5 5 3 3 2 1

1 1 1 1 1 1

45 40 12 10 5 3

1 1 1 1 1 1

46 41 13 11 6 4

（運用額）

5年以上
左のうち
10年以上

71,289,782 67,285,549 4,004,232 3,624,122 1,012,968 546,478

64,379,800 48,280,110 16,099,689 14,890,013 797,933 400,000

1,266,841 35,014 1,231,827 1,138,628 349,560 69,730

136,936,424 115,600,674 21,335,749 19,652,765 2,160,461 1,016,208

10,780,000 5,300,073 5,479,926 4,482,446 4,482,446 1,989,235

147,716,424 120,900,747 26,815,676 24,135,211 6,642,908 3,005,443

（単位：基金）

運用期間

1年未満
3年以上

1年以上

運営形態

運用期間

3年以上

運用型

合計

運用額
1年未満 1年以上

（単位：千円）

(注) 1基金で複数の運用期間による運用が行われているものがあるため、「1年未満」と「1年以上」の欄を合計しても「基金数」
とは一致しない。

取崩し型

回転型

保有型

運用型

合計

小計

小計

運営形態 基金数

取崩し型

回転型

保有型
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これら基金の事例を示すと、次のとおりである。

＜事例＞

③ 日本ハム・ソーセージ工業協同組合は、機構から補助金等の交付を受けて「貸付

機械取得資金」を造成している（平成元年度設置。20年度末資金保有額31億6349万

円（補助金等相当額15億8174万円、うち牛関財源相当額5億0687万円））。

本基金による事業は、食肉加工業者等に対して、国産食肉及び畜産副生物の新規

用途開発、製品等の品質・衛生管理並びに環境対策のために必要な成型機等の機械

施設の貸付けを行うものである。

また、事業の実施期間（新規貸付け）が実施要綱において24年度までとされてい

ることから、本基金は、25年度以降は新規貸付けを目的とする資金を保有する必要

はない。
(注)

しかし、20年度末における資金保有額の運用状況をみると、運用額32億4511万円

（普通預金4515万円、定期預金13億5500万円、国債12億0866万円、地方債3億3525

万円及び農林債3億0104万円）のうち、定期預金4億円（運用期間20年（16年3月か

ら36年3月））については、満期日が25年度以降であり事業の実施期間である24年

度を越えて運用されている。また、当該定期預金の規定等には、中途解約は原則と

してできないことや、やむを得ない理由により中途解約する場合は中途解約清算金

を支払うこととなり、その結果、元本欠損が生ずるリスクを有することなどが明記

されている。

（注） 平成20年度末の運用額32億4511万円には未払金等が含まれているた
め、20年度末資金保有額31億6349万円とは一致しない。
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平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

異常補てん積立基金 注(1)
(社)配合飼料供給安定機
構

補助・補てん 取崩し型 国 7,084,537 7,602,376 488,479

備蓄基金
(社)配合飼料供給安定機
構

調査等その他 取崩し型 国 304,771 304,151 23,346

融資準備財産
(社)全国肉用牛振興基金
協会

貸付け 回転型 機構 53,535,555 53,535,555 －

子牛生産拡大奨励事業基金
(社)全国肉用牛振興基金
協会

補助・補てん 取崩し型 機構 6,705,531 6,705,531 3,155,504

家畜防疫互助基金
(社)全国家畜畜産物衛生
指導協会 注(2)

補助・補てん 取崩し型 機構 3,252,264 1,737,423 1,144,400

70,882,660 69,885,039 4,811,731

注(2) (社)全国家畜畜産物衛生指導協会は、21年4月に(社)中央畜産会に統合されている。

計

注(1) 異常補てん積立基金は農林水産省からの補助金と(社)全国配合飼料供給安定基金等から納付される積立金とにより造成されており、それぞれ

補助金勘定及び積立金勘定で経理されている。このうち積立金勘定において、平成20年度末に一時的に資金不足が生じたため、補助金相当額

（補助金勘定残高）が資金保有額（補助金勘定残高＋積立金勘定残高（△5億1783万円））を上回っている。

基金名 法人名 使途 運営形態 所管

(3) 基金に関する個別の事態

ア 基金事業としての在り方について検討を要するもの

農林水産省、機構及び22法人において、基金が保有している資金の状況や基金に

係る事業の実施状況等について実地に検査したところ、14法人の37基金（20年度末

資金保有額1294億円、補助金等相当額1227億円）において、次のような事態が見受

けられた。

(ｱ) 配合飼料価格の高騰等の異常時に備えるためとして、必要以上に多額の資金を

保有しているもの（5基金、20年度末資金保有額708億円、補助金等相当額698億

円）

図表38 5基金の概要 （単位：千円）

これら5基金は、配合飼料価格の高騰や病害の発生等の異常な事態が生じたとき

に、各法人が実施する価格差補てん交付金の交付や生産者の経済的損失の補償等

に充てられるものである。

しかし、上記のような異常な事態が生ずる時期を予測することは困難であり、

また、実際に生ずる頻度は低く、異常な事態が生じていない期間は長期にわたる

ことが多い。そして、3年度から20年度までの期間について、これらの基金の状況

をみると、上記のような異常な事態が実際に生じた頻度は低く、期間の大宗を占

める通常時においては、事業実績額が0円であったり、資金保有額と比較して著し

く少額であったりなどしている。

また、配合飼料価格の高騰や病害の発生等といった互いに異なる事態は、必ず

しも同時期に発生するわけではなく、異なる時期に発生する可能性の方が高いと

考えられる。このような場合、各々の事態に対応するために必要な資金をすべて
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各基金ごとに保有するよりも、例えば、生ずる頻度が比較的高く多額の資金を必

要としない事態には個別の基金により対応して、一定規模以上の事態に対しては

機構の資金で対応することとしたり、各基金を統合して対応したりなどといった

ように、一つの資金で複数の事態に対応することとする方が、リスクの平準化が

図られて、全体として必要な資金量を縮減することができることになる。

現に、これら5基金を全体としてみると、各基金における事業実績額の年度ごと

の変動が一定程度平準化されて、いずれの年度においても年度末の資金保有額は

当該年度の事業実績額を上回っている。

すなわち、3年度から20年度までの各年度末における資金保有額及び各年度にお

ける事業実績額をみると、19、20両年度の事業実績額がそれぞれ568億円及び441

億円と多額に上ったため、この2年間の事業を実施した後の20年度末における資金

保有額が708億円と最低になっているが、それでも19、20両年度の事業実績額や、

最高額である6年度の事業実績額（575億円）をも上回る資金を保有している。ま

た、資金保有額の平均額と事業実績額の平均額との比較では、事業実績額(202億

円)の7.4倍に相当する1499億円もの資金を保有していることになる（図表39参

照）。

図表39 異常補てん積立基金等5基金を全体としてみた場合の資金保有額及び事業実績額の
推移
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このように、これら5基金において、配合飼料価格の高騰や病害の発生等の異常

な事態が実際に生じた頻度は低いのに、生ずる可能性の低い異常な事態に備えて、

長期間にわたり個別の基金として必要以上に多額の資金を保有している事態は適

切とは認められない。

したがって、これら5基金に係る事業のうち今後も実施されるものについては、

財政資金の有効活用を図るために、例えば、補助金等相当額を国又は機構に返還

させた上で、必要に応じて年度ごとに補助金等を交付することにより事業を実施

し、異常な事態に対応するための財源が必要な場合には機構の資金等を充てるこ

ととする可能性や、各基金の統合等によりリスクを平準化して資金保有額の縮減

を図る可能性等も含めて、事業の在り方について幅広く検討する必要があると認

められる。

このような基金の事例を示すと、次のとおりである。

＜事例＞

④ 社団法人全国肉用牛振興基金協会は、機構から補助金等の交付を受けて「融資準

備財産」を造成している（昭和47年度設置。平成20年度末資金保有額535億3555万

円（補助金等相当額同額、うち牛関財源相当額0円））。

本基金による事業は、肉用子牛生産者補給金制度の健全な運営を図るため、指定

協会において肉用子牛生産者補給金の一部に充てるための生産者積立金に不足が生

じた場合に、指定協会に対して資金の貸付けを行うものである。

（事業実績額及び資金保有額）

3年度から7年度までの各年度における事業実績額をみると、平均額は129億7401

万円であり、特に5、6両年度には、牛肉の輸入自由化の影響を受けて肉用子牛生産

者補給金が増加したことに伴い生産者積立金が不足したため、168億3441万円及び3

35億1346万円と多額に上っている。このため3年度末には523億2045万円であった資

金保有額は6年度末には207億1587万円と当該年度の事業実績額を下回る額にまで減

少している。

しかし、8年度から20年度までの各年度における事業実績額をみると、事業実績

があるのは、ＢＳＥの発生による影響等があった11年度から16年度までであり、こ

の間の事業実績額は最高額でも27億1967万円（15年度）となっている。一方、同期
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間の各年度末における資金保有額をみると、最低額500億0257万円（15年度末）

は、同期間の各年度における事業実績額の最高額27億1967万円（15年度）と比較し

て18倍となっており、また、平均額520億6962万円は、事業実績額の平均額2億2986

万円と比較して226倍となっていて、必要以上に多額の資金を保有している。

なお、直近3年間における事業実績額が0円であることから基金保有倍率は算定で

きない。

（基金の見直しなどの状況）

本基金については、21年度に社団法人全国肉用牛振興基金協会が実施した基金の

見直しの結果、同年度に437億3827万円を機構へ返還している。しかし、本基金

は、20年度末資金保有額535億3555万円から、この返還額を差し引いても、なお97

億9728万円に上る多額の資金を保有していることとなる。

図 融資準備財産の状況
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平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

畜産経営維持安定特別対策基金
(社)全国畜産経営安定基
金協会

補助・補てん 取崩し型 国 3,589,786 3,589,786 3,589,786

畜産特別資金融通円滑化基金 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩し型 機構 1,317,320 1,317,320 430,448

畜産特別資金融通円滑化特別基
金

(社)中央畜産会 補助・補てん 取崩し型 機構 452,279 452,279 99,879

大家畜経営体質強化基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 952,557 952,557 1,061

大家畜経営活性化基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 3,108,282 3,108,282 1,188,246

養豚経営活性化基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 60,458 60,458 21,826

大家畜経営改善支援基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 1,864,853 1,864,853 1,760,599

養豚経営改善支援基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 150,100 150,100 150,100

大家畜特別支援基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 5,799,005 5,799,005 5,799,005

養豚特別支援基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 622,756 622,756 622,756

畜産経営支援指導機能強化基金 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩し型 機構 44,075 44,075 44,075

大規模公共牧場肉用牛資源供給
拡大対策基金

(社)中央畜産会 補助・補てん 取崩し型 機構 502,560 502,560 170,839

産業動物獣医師修学資金基金 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩し型 機構 205,956 205,956 205,956

家畜疾病経営維持基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 1,035,329 1,035,329 784,541

家畜飼料特別支援基金 (社)中央畜産会 利子助成 取崩し型 機構 7,657,446 7,657,446 7,657,446

家畜飼料債務保証円滑化基金 (社)中央畜産会 補助・補てん 取崩し型 機構 2,476,688 2,476,688 2,476,688

鳥インフルエンザ防疫強化対策
基金

(社)全国家畜畜産物衛生
指導協会(注)

補助・補てん 取崩し型 機構 363,238 363,238 242,066

広域生乳需給調整基金 (社)中央酪農会議 補助・補てん 取崩し型 機構 1,790,456 1,790,456 －

広域生乳流通体制確立基金 (社)中央酪農会議 補助・補てん 取崩し型 機構 246,731 246,731 －

酪農ヘルパー事業円滑化対策基
金(全国事業基金)

(社)酪農ヘルパー全国協
会

調査等その他 取崩し型 機構 1,400,275 1,260,247 －

酪農ヘルパー利用拡大中央基金
(社)酪農ヘルパー全国協
会

補助・補てん 取崩し型 機構 496,342 496,342 64,404

畜産関係情報提供衛星通信推進
事業基金

(財)競馬・農林水産情報
衛星通信機構

調査等その他 取崩し型 機構 139,132 139,132 139,132

生乳検査精度管理強化基金 (財)日本乳業技術協会 調査等その他 取崩し型 機構 128,686 128,686 －

乳製品国際規格策定活動支援基
金

(財)日本乳業技術協会 調査等その他 取崩し型 機構 111,102 111,102 －

34,515,425 34,375,396 25,448,863

(注) (社)全国家畜畜産物衛生指導協会は、平成21年4月に(社)中央畜産会に統合されている。

計

基金名 法人名 使途 運営形態 所管

(ｲ) 当面使用する見込みのないなどの多額の資金を保有しているもの（24基金、20

年度末資金保有額345億円、補助金等相当額343億円）

図表40 24基金の概要 （単位：千円）
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これら24基金は、あらかじめ複数年度分の所要額を基金として造成したことな

どにより複数年度分の事業実績額に相当する資金を保有している。

しかし、これら24基金のうち、畜産経営者等に対して一定の条件で貸付けを行

う融資機関に対して利子補給金を交付する事業や、貸付けに対する債務保証を行

う農業信用基金協会に対して保証債務の代位弁済に伴う損失を補てんする事業等

に充てられる基金では、利子補給や債務保証の対象となる貸付けに係る貸付残高、

貸付期間、利子補給率等を把握することなどにより、次年度以降各年度に必要と

なる資金量を一定程度予測することが可能であるのに、この各年度に必要になる

と見込まれる資金量ではなく、当該事業が終了するまでに必要になると見込まれ

る資金量を基金設置当初から保有するなどしていて、当面使用する見込みのない

多額の資金を保有している。

こうしたことから、上記の利子補給や保証債務の代位弁済に伴う損失補てんな

どを行う基金を含めたこれら24基金について資金保有額や事業実績額の推移をみ

ると、多くの基金において各年度末の資金保有額は当該年度の事業実績額を大き

く上回るものとなっている。

これら24基金を全体として、3年度から20年度までの各年度末における資金保有

額及び各年度における事業実績額をみると、資金保有額の最低額215億円（18年度

末）は、事業実績額の最高額60億円（13年度）と比較して3.5倍となっており、ま

た、資金保有額の平均額333億円は、事業実績額の平均額33億円と比較して9.9倍

となっている（図表41参照）。
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図表41 畜産経営維持安定特別対策基金等24基金を全体としてみた場合の資金保有額及び
事業実績額の推移

このように、これら24基金において、必要以上に多額の資金を保有している事

態は適切とは認められない。

したがって、これら24基金に係る事業のうち今後も実施されるものについては、

財政資金の有効活用を図るために、例えば、各事業の将来にわたる資金需要をよ

り的確に把握して資金保有額の縮減を図る可能性や、補助金等相当額を国又は機

構に返還させた上で必要に応じて年度ごとに補助金等を交付することにより事業

を実施する可能性等も含めて、事業の在り方について幅広く検討する必要がある

と認められる。

このような基金の事例を示すと、次のとおりである。

＜事例＞

⑤ 社団法人全国畜産経営安定基金協会は、農林水産省から補助金の交付を受けて

「畜産経営維持安定特別対策基金」を造成している（平成14年度設置。20年度末資

金保有額35億8978万円（補助金相当額同額、うち牛関財源相当額同額））。

本基金による事業は、ＢＳＥ等の重大な家畜疾病の発生により経済的に影響を受

けた畜産経営の維持・安定に必要な資金を円滑に融通するため、その債務保証を行

う農業信用基金協会に対して保証債務の代位弁済に伴う損失を補てんするものであ
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る。そして、農業信用基金協会が融資機関に対して保証債務の代位弁済を行った場

合、その代位弁済額から独立行政法人農林漁業信用基金からの保険金受領額を除い

た額の一部を農業信用基金協会に対して交付するものである。

（事業実績額及び資金保有額）

本基金が設置された14年度以降20年度までの各年度における事業実績額をみる

と、補てんの対象となる代位弁済の発生率が見込みに比べて低かったなどのため、

最高額でも1億2263万円（20年度）となっている。一方、同期間の各年度末におけ

る資金保有額をみると、最低額35億8978万円（20年度末）は、同期間の各年度にお

ける事業実績額の最高額1億2263万円（20年度）と比較して29倍となっており、ま

た、平均額38億1833万円は、事業実績額の平均額6690万円と比較して57倍となって

いる。そして、20年度末においても基金保有倍率は37倍となっていて、必要以上に

多額の資金を保有している。

図 畜産経営維持安定特別対策基金の状況
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⑥ 社団法人中央畜産会は、機構から補助金等の交付を受けて「家畜飼料特別支援基

金」を造成している（平成19年度設置。20年度末資金保有額76億5744万円（補助金

等相当額同額、うち牛関財源相当額同額））。

本基金による事業は、畜産の生産基盤の維持と安定的発展を図るために、配合飼

料価格が一定の水準を上回った場合に畜産経営者等に対して飼料購入に必要な家畜

飼料特別支援資金を貸し付ける融資機関に対して、利子補給を行うものである。

本基金による利子補給の対象となる貸付けは、19年度から21年度までの3年間に

行われるもので、貸付枠は3年間の合計で680億円とされている。そして、本基金

は、19年度に、貸付枠680億円に利子補給率の見込みを乗ずることなどにより算定

された76億1968万円の補助金等の交付を受けて造成されている。

（事業実績額、資金保有額等）

19年度から21年度までの事業実績額をみると、利子補給は通常貸付け後1年以上

経過した後に行われることや、19年度第2四半期まで配合飼料価格が一定の水準を

上回らなかったことから、19、20両年度は0円、21年度は実績報告書によれば1億25

39万円となっている。そして、20年度末の資金保有額76億5744万円は、21年度の事

業実績額1億2539万円と比較して61倍となっている。

さらに、22年度以降の各年度に必要になると見込まれる資金量を、21年度末にお

ける利子補給の対象となる貸付けの合計額534億0924万円（計画承認額）に基づき
(注)

推計すると、これらに対する利子補給率が貸付けの時期により1.25％から2.15％と

なっていることから、上記の534億0924万円に利子補給率の最大値2.15％を乗じた1

1億4829万円が上限額となる。そして、20年度末の資金保有額76億5744万円は、当

該上限額11億4829万円と比較して6.6倍となっている。

このように、本基金は、各年度に必要になると見込まれる資金量ではなく、事業

が終了するまでに必要になると見込まれる資金量を保有していて、当面使用する見

込みのない多額の資金を保有している。

（基金の見直しなどの状況）

本基金については、22年3月17日に農林水産省が機構に発した「平成22年度畜産

業振興事業の実施について」（平成22年21生畜第1919号農林水産省生産局長通知）

において、利子補給の対象となる貸付けの期間を22年度まで延長することとしてい



- 66 -

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

億円

年度

(注) 期末資金保有額は、補助金等相当額(牛関財源)と同額である。

平成

期末資金保有額

運用益(+)

補助金等(牛関財源)(+)

事務費(-)

る。

（注） 家畜飼料特別支援資金の貸付けは、畜産経営者等が作成する生産性向
上計画を都道府県知事が承認した後に行われる。計画承認額として記述
しているのは、都道府県知事が承認した生産性向上計画における借入希
望額である。なお、計画承認額は貸付けの限度額であり、実際の貸付額
は必ずしも計画承認額とは一致しない。

図 家畜飼料特別支援基金の状況
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平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

肥育素牛導入基金 (社)全国畜産経営安定基金協会 貸付け 回転型 機構 842,907 842,907 －

貸付機械取得資金
(社)日本ハンバーグ・ハンバー
ガー協会

貸付け 回転型 機構 341,243 161,114 －

生乳流通効率化リース基金 (財)畜産環境整備機構 貸付け 回転型 機構 1,138,289 1,138,289 －

食肉リース基金 (財)畜産環境整備機構 貸付け 回転型 機構 1,375,940 1,375,940 482,817

畜産環境整備リース基金 (財)畜産環境整備機構 貸付け 回転型 機構 5,070,012 5,070,012 4,034,182

貸付機械取得資金
日本ハム・ソーセージ工業協同
組合

貸付け 回転型 機構 3,163,495 1,581,747 506,871

11,931,889 10,170,012 5,023,871計

基金名 法人名 使途 運営形態 所管

(ｳ) 事業実績額等の支出が借受者からの貸付金の回収額等の収入を下回るなどして

いて必要以上に多額の資金を保有しているもの（6基金、20年度末資金保有額1

19億円、補助金等相当額101億円）

図表42 6基金の概要 （単位：千円）

これら6基金は、畜産経営者等に対する貸付けやリースを行う事業に充てられる

ものである。そして、これら6基金による事業は、借受者からの貸付金の回収額等

の収入を新たな貸付けやリースの財源とする回転型としての貸付事業となってい

る。

しかし、これら6基金は、資金保有額が事業実績額である新規貸付額と比較して

多額になっていたり、事業実績額等の支出が回収額等の収入を下回っていたりな

どしている。

また、回転型の貸付事業基金における資金保有額、事業実績額等の状況をみる

ため、これら6基金のうち、過去に回転型の貸付事業ではない補助付きリースを
(注7)

実施していた食肉リース基金及び畜産環境整備リース基金を除く4基金を全体と
(注8)

して、3年度から20年度までの各年度末における資金保有額や各年度における事業

実績額等をみると、各基金における事業実績額の年度ごとの変動が一定程度平準

化されており、いずれの年度においても年度末の資金保有額は当該年度の事業実

績額を上回っている。そして、当該期間内の資金保有額の平均額と事業実績額の

平均額との比較では、事業実績額（15億円）の4.6倍に相当する70億円もの資金を

保有していることになり、さらに、事業実績額の平均額と回収額等の平均額との
(注9)

比較では、事業実績額が回収額等を1901万円下回っている（図表43参照）。
(注9)

（注7） 補助付きリース リースの対象となる機械施設の取得価額の一部に補
助金を充てて、取得価額と補助金の差額を回収額等の算定の基礎と
して貸付けを行うものである。

（注8） 食肉リース基金及び畜産環境整備リース基金 食肉リース基金は平成
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(注) 貸付機械取得資金については、回収額等に利子に相当する附加貸付料等を含んでいることから、事業実績額に附加貸付料等

で賄うこととなる事務費を加えている。

12、13両年度に、畜産環境整備リース基金は9年度から19年度まで、
それぞれ補助付きリースを実施していた。

（注9） 事業実績額 貸付機械取得資金については、回収額等に利子に相当す
る附加貸付料等を含んでいることから、事業実績額に附加貸付料等
で賄うこととなる事務費を加えている。

図表43 肥育素牛導入基金等4基金を全体としてみた場合の資金保有額、事業実績額等の推
移

このように、これら4基金を含めた前記6基金において、資金保有額が事業実績

額と比較して多額になっていたり、事業実績額等の支出が回収額等の収入を下回

っていたりなどしていて、必要以上に多額の資金を保有している事態は適切とは

認められない。

したがって、これら6基金に係る事業については、財政資金の有効活用を図るた

めに、例えば、各事業における回収額等を考慮することにより事業の資金需要を

より的確に把握して資金保有額の縮減を図る可能性や、各基金の統合等により資

金需要を平準化して資金保有額の縮減を図る可能性等も含めて、事業の在り方に

ついて幅広く検討する必要があると認められる。

このような基金の事例を示すと、次のとおりである。
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＜事例＞

⑦ 日本ハム・ソーセージ工業協同組合は、機構から補助金等の交付を受けて「貸付

機械取得資金」を造成している（平成元年度設置。20年度末資金保有額31億6349万

円（補助金等相当額15億8174万円、うち牛関財源相当額5億0687万円））。

本基金による事業は、食肉加工業者等に対して、国産食肉及び畜産副生物の新規

用途開発、製品等の品質・衛生管理並びに環境対策のために必要な成型機等の機械

施設の貸付けを行うものである。そして、借受者から回収する基本貸付料等を新た
(注1)

な貸付けの財源とする回転型としての貸付事業となっている。

（事業実績額及び資金保有額）

3年度から20年度までの各年度末における資金保有額や各年度における事業実績

額等を平均してみると、事業実績額（6億4999万円）の3.9倍に相当する25億7533万

円もの資金を保有していることになり、さらに、事業実績額が回収額等を1173万円
(注2)

下回っている（図2参照）。そして、20年度末においても基金保有倍率は6.0倍とな

っていて、多額の資金を保有している。

（基金の見直しなどの状況）

本基金については、21年度に同組合が実施した基金の見直しの結果、同年度に補

助金等相当額3億1560万円を機構へ返還している。なお、20年度末の資金保有額31

億6349万円から21年度に機構等へ返還した6億3121万円（上記補助金等相当額3億15

60万円を含む。）を除いた金額25億3227万円により基金保有倍率を算定しても、な

お4.8倍となる。

（注1） 基本貸付料 機械施設の取得価額等を貸付期間で除して得た額
（注2） 事業実績額 貸付機械取得資金については、回収額等に利子に相

当する附加貸付料等を含んでいることから、事業実績額に附加
貸付料等で賄うこととなる事務費を加えている。
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図1 貸付機械取得資金の状況(1)

図2 貸付機械取得資金の状況(2)
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⑧ 財団法人畜産環境整備機構は、機構から補助金等の交付を受けて「生乳流通効率

化リース基金（平成19年度までは牛乳輸送施設リース基金）」を造成している（昭

和57年度設置。平成20年度末資金保有額11億3828万円（補助金等相当額同額、うち

牛関財源相当額0円））。

本基金による事業は、集送乳の合理化及び生乳等の流通の効率化を図るため、生

乳輸送業者等に対して、生乳等の輸送等に必要なミルクタンクローリー等の機械施

設の貸付けを行うものである。そして、借受者から回収する基本貸付料等を新たな
(注)

貸付けの財源とする回転型としての貸付事業となっている。

（事業実績額及び資金保有額）

3年度から5年度までの各年度及び15年度における事業実績額（10億0114万円（3

年度）、6億3677万円（4年度）、6億4645万円（5年度）及び20億1552万円（15年

度））は、それぞれ当該年度末における資金保有額（7694万円（3年度末）、1億43

93万円（4年度末）、1億7070万円（5年度末）及び11億0379万円（15年度末））を

超えている。特に事業実績額の最高額20億1552万円（15年度）は3年度から17年度

までの各年度末における資金保有額を超えるものとなっている。

しかし、16年度から20年度までの各年度末における資金保有額及び各年度におけ

る事業実績額をみると、資金保有額の最低額11億3828万円（20年度末）は、事業実

績額の最高額5億5372万円（17年度）と比較して2.0倍となっており、また、資金保

有額の平均額19億3103万円は、事業実績額の平均額4億2467万円と比較して4.5倍と

なっている。

さらに、3年度から20年度までの各年度における事業実績額及び回収額等を平均

してみると、事業実績額が回収額等を423万円下回っている（図2参照）。そして、

機構は20年度に今後の所要額を見直して13億9809万円を返還させているが、20年度

末においても基金保有倍率は3.0倍となっていて、なお多額の資金を保有してい

る。

（注） 基本貸付料 機械施設の取得価額等を貸付期間で除して得た額
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図1 生乳流通効率化リース基金の状況(1)

図2 生乳流通効率化リース基金の状況(2)
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(ｴ) 基金の運用益により事業を実施しているため、近年の低金利により縮小してい

る事業規模と比較して著しく多額の資金を保有しているもの（1基金、20年度末

資金保有額107億円、補助金等相当額71億円）

図表44 食肉価格安定基金の概要 （単位：千円）

この基金は、基金の運用益を財団法人沖縄県畜産振興基金公社が実施する県産

食肉の安定供給等に係る補助・補てん事業に充てるものである。

この基金では、近年の低金利状況下で運用益が資金保有額と比較して著しく少

額なものとなり、その結果、事業規模は縮小して、資金保有額が事業実績額と比

較して著しく多額となっている。このように多額の資金を有効に使用することな

く保有している事態は適切とは認められない。

したがって、運用型基金に係る事業については、財政資金の有効活用を図るた

めに、当該基金に係る補助金等相当額を機構に返還させた上で必要に応じて年度

ごとに補助金等を交付することにより事業を実施する可能性等も含めて、事業の

在り方について幅広く検討する必要があると認められる。

上記の事態を示すと、次のとおりである。

⑨ 財団法人沖縄県畜産振興基金公社は、機構から補助金等の交付を受けて「食肉価

格安定基金」を造成している（平成2年度設置。20年度末資金保有額107億7582万円

（補助金等相当額71億8388万円、うち牛関財源相当額0円））。

本基金による事業は、沖縄県産食肉の安定供給、県内食肉価格の安定及び県内食

肉生産基盤の拡大を図るための事業に対して補助するもので、基金の運用益をこれ

らの財源としている。

（事業実績額及び資金保有額）

本基金の20年度末における資金保有額は107億7582万円であり、20年度の運用益1

億0053万円に対して事業費は1億0012万円（事業実績額8550万円、事務費1461万

円）となっている。

本基金の各年度末における資金保有額の推移をみると、3年度から20年度までの

平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

食肉価格安定基金 (財)沖縄県畜産振興基金公社 補助・補てん 運用型 機構 10,775,823 7,183,882 －

基金名 法人名 使途 運営形態 所管
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(注) 補助金等相当額は、全額牛関財源以外である。

平成

うち補助金等相当額

回収額等(+)

運用益(+)

事業実績額(-)

事務費(-)

期末資金保有額

間を通して110億円前後となっている。これに対して各年度の運用益の推移をみる

と、3年度から7年度までは平均で7億6955万円、8年度から10年度までは平均で2億5

965万円、そして11年度から20年度までは平均で1億0936万円となっている。こうし

たことから、事業実績額が大きく減少した13年度以降20年度までの各年度末におけ

る資金保有額及び各年度における事業実績額をみると、資金保有額の最低額105億7

998万円（14年度末）は、事業実績額の最高額9389万円（18年度）と比較して112倍

となっており、また、資金保有額の平均額106億9680万円は、事業実績額の平均額7

010万円と比較して152倍となっている。そして、20年度末においても基金保有倍率

は126倍となっていて、多額の資金を有効に使用することなく保有している。

図 食肉価格安定基金の状況
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(ｵ) 事業実施に充てることが可能な法人の自主財源等の規模を考慮すると事業実施

に必要な水準を超えた多額の資金を保有しているもの（1基金、20年度末資金保

有額13億円、補助金等相当額11億円）

図表45 保証基金の概要 （単位：千円）

この基金は、社団法人日本家畜商協会が実施する、傘下の会員組合による肉用

子牛の導入に必要な資金の融通の円滑化を図るための債務保証及び代位弁済に充

てられるものである。

しかし、事業実施要領の規定や事業実績額等をみると、同協会の基本財産等だ

けで事業実施に必要な資金量を満たしており、事業実施に必要な水準を超えた多

額の資金を保有していて適切とは認められない。

したがって、この基金に係る事業については、財政資金の有効活用を図るため

に、補助金等相当額を機構に返還させる可能性等も含めて、事業の在り方につい

て幅広く検討する必要があると認められる。

上記の事態を示すと、次のとおりである。

⑩ 社団法人日本家畜商協会は、機構から補助金等の交付を受けて「保証基金」を造

成している（平成10年度設置。20年度末資金保有額13億3042万円（補助金等相当額

11億0369万円、うち牛関財源相当額同額））。

本基金による事業は、同協会の傘下の会員組合が実施する肉用子牛の導入に必要

な資金の融通の円滑化を図るため、その債務保証を行うものである。

（債務保証限度額及び債務保証残高）

事業実施要領によれば、本基金による債務保証残高は、本基金と同協会の基本財

産等の額との合計額の15倍相当額（以下「実施要領上の債務保証限度額」という。

20年度末の場合254億1510万円）を超えてはならないとされている。

しかし、同協会は、実務上、債務保証残高が59億6370万円（以下、この金額を

「実務上の債務保証限度額」という。）を超えないよう事業を運営しており、20年

度末の債務保証残高は48億5572万円となっている。そして、20年度末の実施要領上

平成20年度末資金保有額

補助金等相当額

牛関財源相当額

保証基金 (社)日本家畜商協会 債務保証 保有型 機構 1,330,426 1,103,691 1,103,691

基金名 法人名 使途 運営形態 所管
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その他の収入(+)

補助金等(牛関財源)(+)

事務費等(-)

期末資金保有額

の債務保証限度額について、本基金の額を0円と仮定して同協会の基本財産等の額

のみで試算すると、その額は72億4320万円となり、実務上の債務保証限度額を上回

っている。

（事業実績）

同協会が債務保証を行うに当たっては、同協会の業務方法書において当該債務に

ついて組合理事長を含む過半数の理事の連帯保証人を立てる必要があるとされてい

ること、債務保証の対象は個々の畜産農家ではなく会員組合であるため保証を受け

る組合の財務状況を把握しやすいことなどから、代位弁済のリスクは低く、現に、

本基金が設置された10年度以降20年度までに代位弁済を行った実績はない。

図 保証基金の状況

なお、会計検査院は、上記(ｱ)から(ｵ)の各事態で取り上げた基金のうち16基金が

保有する資金について有効活用を図るよう22年8月25日に農林水産大臣及び独立行政

法人農畜産業振興機構理事長に対して、会計検査院法第36条の規定により改善の処

置を要求した。
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イ 経理等が適切を欠いていたもの

農林水産省、機構及び22法人において、基金の造成や経理の状況等について実地

に検査したところ、次のように適切を欠いている事態が見受けられた。

(ｱ) 基金事業から生じた収入を機構の承認を受けて支出することとした経費に充て

ていなかったなどのもの

3法人（5基金）において、基金事業から生じた収入の一部について、機構の承

認を受けて支出することとした経費に充てていなかったり、基金として管理する

収入から除外して取り扱っていたりしていた。

このような事態の事例を示すと、次のとおりである。

＜事例＞

⑪ 財団法人畜産環境整備機構（以下「畜環機構」という。）は、機構から補助金等

の交付を受けて「畜産環境整備リース基金」等3基金を造成している（昭和51年度

から57年度までの間に設置。平成20年度末資金保有額計75億8424万円（補助金等相

当額同額、うち牛関財源相当額45億1699万円））。

本基金による事業は、たい肥化施設等の整備の推進を図るなどのため、畜産経営

者等に対して、たい肥化施設等の機械施設の貸付けを行うものである。そして貸付

事業の実施に当たっては、畜環機構の一般会計と区分して特別会計で経理すること

とし、基金を取り崩して貸付事業に要する経費に充てるとともに、機械施設の借受

者から徴収する基本貸付料、附加貸付料等を基金に繰り入れている。
(注1) (注2)

また、畜環機構は、実施要綱等により、次の場合を除き、基金を取り崩してはな

らないとされている。

ア 貸付事業に要する経費に充てる場合

イ 基金の資金運用により果実を得たとき及び機械施設の借受者から附加貸付料を

得たとき、それらの額の合計額を限度として機構の理事長の承認を受けて支出す

る経費に充てる場合

畜環機構は、5年度から20年度まで（10年度から14年度まで及び17年度を除

く。）の毎年度、貸付事業から生じた附加貸付料等の収入の一部を貸付事業を推進

するための経費に充てるとして機構の理事長の承認を受けて基金を取り崩し、畜環

機構の一般会計に計10億6750万円（補助金等相当額同額）を繰り入れていた。
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しかし、畜環機構が一般会計に繰り入れた上記の金額計10億6750万円のうち、16

58万円については、機構の理事長の承認を受けて支出することとした貸付事業を推

進するための経費とは関係のない経費に充てられていた。また、5億4000万円につ

いては、機構の理事長の承認を受けて支出することとした貸付事業を推進するため

の経費に充てられることなく一般会計に積み立てられたままとなっていた。

したがって、本基金から取り崩した計10億6750万円のうち5億5658万円（補助金

等相当額同額）は、機構の理事長の承認を受けて支出することとした経費に充てら

れていなかった。

（注1） 基本貸付料 機械施設の取得価額等を貸付期間で除して得た額
（注2） 附加貸付料 機械施設の取得価額から前年度までに納付された基

本貸付料を控除するなどして得た額に、畜環機構が別に定める
利率を乗ずるなどして得た額

⑫ 社団法人日本家畜商協会は、機構から補助金等の交付を受けて「保証基金」を造

成している（平成10年度設置。20年度末資金保有額13億3042万円（補助金等相当額

11億0369万円、うち牛関財源相当額同額））。

本基金による事業は、同協会の傘下の会員組合が実施する肉用子牛の導入に必要

な資金の融通の円滑化を図るため、その債務保証を行うものである。そして、同協

会は、事業の実施に当たり、被保証者から保証金額に応じた保証料の徴収を行って

いる。

本基金による事業の実施要綱においては、基金を他の勘定と区分して経理しなけ

ればならないこととなっているが、保証料については基金に繰り入れるべき収入と

するとの規定はない。このため、同協会は10年度から20年度までの本基金による事

業に関する保証料収入計3億0418万円を会計処理上基金として管理する収入から除

外して取り扱っており、その他の事業の収入と合わせて同協会の一般会計で経理し

ていた。
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(ｲ) 補助金の交付手続に問題があったもの

農林水産省において、補助事業者に対して当該年度内に補助事業が完了してい

ないのに完了したこととする事実と異なる実績報告書を提出させ、これにより補

助金の額の確定を行っていた。

上記の事態を示すと、次のとおりである。

⑬ 社団法人配合飼料供給安定機構（以下「安定機構」という。）は、農林水産省か

ら補助金の交付を受けて「異常補てん積立基金」を造成している（昭和49年度設

置。平成20年度末資金保有額70億8453万円（補助金相当額76億0237万円、うち牛関
(注)

財源相当額4億8847万円））。

本基金による事業は、配合飼料価格安定対策事業実施要綱等に基づき、安定機構

が、輸入原料価格が著しく高騰して配合飼料価格が大幅に値上がりした場合におい

て、その畜産経営者に及ぼす影響を緩和するため、畜産経営者に対する価格差補て

んを行う社団法人全国配合飼料供給安定基金等3法人（以下「配合飼料基金3法人」

という。）に、本基金を財源として異常補てん交付金を交付するものである。

そして、本基金は、同省からの補助金のほか、安定機構が配合飼料基金3法人か

ら納付させる異常補てん積立金（以下「積立金」という。）により造成されてお

り、配合飼料基金3法人が納付する額は、上記の要綱等により、原則として同省の

補助金の額を下限として農林水産省生産局長が定める額とされている。

同省は、安定機構に対して、20年度において、本基金120億円の造成に要する経

費として国庫補助金60億円を、また、20年度第1次補正予算の成立に伴い、本基金1

70億円の造成に要する経費として国庫補助金85億円を、それぞれ20年9月30日、21

年3月25日に概算払し、同年4月28日に国庫補助金の額を145億円として確定してい

る。

しかし、同省は、実際には配合飼料基金3法人が積立金を20年度内に納付するこ

とは困難な状況にあるとして、安定機構に対して、21年3月10日に①第1次補正予算

に係る国庫補助金に対応する積立金85億円については、21年度に配合飼料基金3法

人から納付させるものとして別途21年度に通知する予定であり、農林水産省生産局

長が定める20年度積立金の額は60億円に据え置くこととしたこと、②他方、交付要

綱に基づく提出書類については、国庫補助金及び積立金の額を、それぞれ20年度第
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1次補正予算に係る国庫補助金85億円を含めた145億円で記載願いたいこと、を通知

していた。

このため、安定機構は、上記の通知を踏まえて、配合飼料基金3法人から積立金8

5億円を納付させておらず、また、国庫補助金85億円については仮受金としてお

り、20年度内に基金170億円を造成していなかったが、同省に対して、異常補てん

積立基金290億円の造成を行ったとの、事実と異なる内容の実績報告書を提出して

いた。そして、同省はこの実績報告書に基づき、補助事業が完了していないことを

知りながら補助金の額を確定していた。

なお、安定機構は、21年度に同省から発出された通知に基づいて、当該国庫補助

金85億円及び21年度に同省から交付された国庫補助金50億円とを合わせた135億円

に係る積立金135億円を配合飼料基金3法人から21年度中に納付させ、本基金として

造成している。

（注） 本基金は農林水産省からの補助金と社団法人全国配合飼料供給安定基
金等3法人から納付される積立金とにより造成されており、それぞれ補
助金勘定及び積立金勘定で経理されている。このうち積立金勘定におい
て、平成20年度末に一時的に資金不足が生じたため、補助金相当額（補
助金勘定残高）が資金保有額（補助金勘定残高＋積立金勘定残高（△5
億1783万円））を上回っている。
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(4) 基金の見直し、基本的事項の公表等

ア 基金に関する基準

18年8月に、補助金等の交付により造成した基金等を保有する団体が基金により実

施している事業に関して、所管府省が補助金交付要綱等に基づく指導監督を行う場

合の基準として、「補助金等の交付により造成した基金等に関する基準」が閣議決

定された。

一方、機構は、国における基準の策定等を踏まえて、19年3月に、機構が交付した

補助金等により造成した基金の管理に関する指導の基準として、「畜産業振興事業

の実施のために独立行政法人農畜産業振興機構からの補助金の交付により造成した

基金の管理に関する基準」（平成19年18農畜機第4545号）を定めている。

これらの基準においては、団体が保有している基金のうち、当該団体において2か

年度以上にわたり事業を実施していくための基金を対象とするなどとされており、

基金の見直し及び基本的事項の公表について、以下の事項等が規定されている。

(ｱ) 基金の見直し

ａ 見直しの時期等

団体は、国所管基金については少なくとも5年に1回、機構所管基金について

は3年に1回、定期的な見直しを行うこと（ただし、機構の18年度の見直しにお

いては、見直しの対象から事業実施期間の最終年度が18年度である基金が除外

されている。）

そして、団体は、実施した見直しの概要及び次回見直しの時期について、ホ

ームページへ掲載するなど適切な手段により公表すること

ｂ 基金の保有に関する基準

団体は、定期的な見直しの際に、基金事業の今後の見通し又はこれまでの実

績からみて基金の規模が過大となっていないかなどの状況を客観的に把握する

ために、「基金の保有割合（基金事業に要する費用に対する保有基金額等の割

合）」を合理的な事業見通し又は実績を用いて算出すること

そして、基金の使途、運営形態により分類された次の8つの基金それぞれにつ

いて保有割合の算出式が例示されている。

①貸付事業（回転型）、②債務保証事業（保有型）、③利子補給事業（取崩

し型）、④利子補給事業（運用型）、⑤補助・補てん事業（取崩し型）、⑥補
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助・補てん事業（運用型）、⑦調査等その他事業（取崩し型）、⑧調査等その

他事業（運用型）

ｃ 使用見込みの低い基金に関する基準

基金の保有割合が1を大幅に上回っている基金、前回の見直し以降事業実績が

ない基金、直近3か年以上事業実績がない基金等使用見込みの低い基金を保有す

る団体は、定期的な見直しの際に、基金の財源となっている補助金等の国庫や

機構への返還等基金の取扱いを検討し、検討結果について適切な手段により公

表すること

(ｲ) 基金の基本的事項の公表

団体は、基金の名称、基金額、基金のうち補助金等相当額、基金事業の概要、

定期的な見直しの時期等の基本的事項について、基金造成後速やかに公表するこ

と

そして、既に設置されている基金については、初回の見直しにあわせて、これ

らの基本的事項を公表するとともに、所管府省及び機構においても、同様の公表

を行うこと

イ 基準に基づく基金の見直しの状況

(ｱ) 国所管基金

19年3月に、国所管基金4基金（3団体）に係る基準に基づく見直しの結果が農林

水産省及び各団体において公表されている。

さらに、「補助金等の交付により造成した基金、公益法人の行う融資等業務及

び特別の法律により設立される法人の見直し等について」（平成18年12月24日行

政改革推進本部決定）により21年度に予定されていた再見直しが、20年7月の閣僚

懇談会において内閣総理大臣から各大臣に「無駄遣い撲滅対策」を確実に実施す

るよう要請があったことから前倒しとなり、20年度中に実施されることとなった。

そして、国所管基金4基金に係るこの見直しの結果が農林水産省及び各団体におい

て21年5月に公表されている。なお、これらの見直しによる国庫への返還は行われ

ていない（図表46参照）。
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図表46 国所管基金の平成18、20両年度の見直し

(ｲ) 機構所管基金

19年5月に、機構所管基金29基金（12団体）に係る基準に基づく見直しの結果が

機構及び各団体において公表されている。そして、この見直しにより3基金（3団

体）から合計10億6208万円が機構に返還されている。これら3基金のうち2基金は

保有割合が2を超えたものであり、食肉処理販売等緊急特別対策基金（社団法人中

央畜産会）から19年度に1181万円が、中堅外食事業者資金融通円滑化基金（社団

法人日本フードサービス協会）から19年度に8億1065万円、20年度に8087万円、計

8億9153万円が、それぞれ返還されている。残りの1基金は酪農ヘルパー事業円滑

化対策補助基金（社団法人酪農ヘルパー全国協会）であり、今後事業の見込みが

ないとして19年度に1億5874万円が返還されている（図表47参照）。

（平成18年度） （単位：百万円）

補助金相
当額

1 畜産経営維持安定特別対策基金 (社)全国畜産経営安定基金協会 3,813 3,813 1.0 － 

2 畜産生産技術高度化機械リース助成基金 (社)中央畜産会 43 43 1.0 － 

3 異常補てん積立基金 (社)配合飼料供給安定機構 85,650 46,896 0.9 － 

4 備蓄基金 (社)配合飼料供給安定機構 377 377 0.47 － 

計 4基金 89,883 51,129

（平成20年度） （単位：百万円）

補助金相
当額

1 畜産経営維持安定特別対策基金 (社)全国畜産経営安定基金協会 3,679 3,679 1.0 － 

2 畜産生産技術高度化機械リース助成基金 (社)中央畜産会 8 8 1.1 － 

3 異常補てん積立基金 (社)配合飼料供給安定機構 38,182 23,145 0.4 － 

4 備蓄基金 (社)配合飼料供給安定機構 299 299 0.5 － 

計 4基金 42,168 27,131

注(1)    本表は公表資料等を基に作成したものである。基金額には、団体により資金保有額又は基金総額が用いられている。

注(2)    保有割合の考え方は、基金額を事業実施に必要な額で除したものである。

保有割合

保有割合

基金額
(平成18.4.1現在）

基金額
(平成20.4.1現在）

補助金
返還額

補助金
返還額

番号 基金名 団体名

番号 基金名 団体名
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図表47 機構所管基金の平成18年度の見直し

21年10月に、機構所管基金316基金（157団体）に係る基準に基づく見直しの結

果が機構及び各団体において公表されている。そして、この見直しにより保有割

合が1を超えるなどした9基金（6団体）から、合計456億7423万円が21年度に機構

へ返還されている。これら9基金のうち肥育素牛導入基金（社団法人全国畜産経営

（単位：百万円）

補助金等相当
額

1 家畜改良体制整備基金 (社)家畜改良事業団 196 196 1.0 －

2 肥育素牛導入基金 (社)全国畜産経営安定基金協会 2,562 2,434 1.4 －

3 融資準備財産 (社)全国肉用牛振興基金協会 50,626 50,626 0.8 －

4 子牛生産拡大奨励事業基金 (社)全国肉用牛振興基金協会 11,512 11,512 0.8 －

5 畜産特別資金融通円滑化基金 (社)中央畜産会 920 920 1.5 －

6 畜産特別資金融通円滑化特別基金 (社)中央畜産会 444 444 0.8 －

7 大家畜経営体質強化基金 (社)中央畜産会 1,655 1,655 1.2 －

8 大家畜経営活性化基金 (社)中央畜産会 4,209 4,209 1.2 －

9 養豚経営活性化基金 (社)中央畜産会 106 106 1.2 －

10 大家畜経営改善支援基金 (社)中央畜産会 2,365 2,365 0.7 －

11 養豚経営改善支援基金 (社)中央畜産会 176 176 0.8 －

12 畜産経営支援指導機能強化基金 (社)中央畜産会 66 66 1.1 －

13 産業動物獣医師修学資金基金 (社)中央畜産会 242 242 1.1 －

14 家畜疾病経営維持基金 (社)中央畜産会 396 396 0.3 －

15 食肉処理販売等緊急特別対策基金 (社)中央畜産会 13 13 2.6 11

16 畜産関係団体運営基盤強化中央基金 (社)中央畜産会 251 251 1.0 －

17 生乳検査体制強化基金 (社)中央酪農会議 100 100 1.0 －

18 畜産副産物需給安定基金 (社)日本畜産副産物協会 190 190 0.7 －

19 貸付機械取得資金 (社)日本ハンバーグ・ハンバーガー協会 504 252 0.9 －

20 中堅外食事業者資金融通円滑化基金 (社)日本フードサービス協会 1,072 965 2.3 891

21 酪農ヘルパー事業円滑化対策基金(全国事業基金) (社)酪農ヘルパー全国協会 1,470 1,323 1.8 －

22 酪農ヘルパー事業円滑化対策補助基金 (社)酪農ヘルパー全国協会 158 158 － 158

23 酪農ヘルパー利用拡大中央基金 (社)酪農ヘルパー全国協会 1,077 1,077 1.0 －

24 畜産関係情報衛星通信システム運営基盤強化基金 (財)競馬・農林水産情報衛星通信機構 1,006 1,006 1.0 －

25 食肉リース基金 (財)畜産環境整備機構 4,254 4,254 1.0 －

26 畜産環境整備リース基金 (財)畜産環境整備機構 61,602 61,602

通常リース分

0.6､補助付

きリース分

0.9､補助取

崩分0.2

－

27 牛乳輸送施設リース基金 (財)畜産環境整備機構 3,684 3,684 1.1 －

28 畜産環境特別対策基金 (財)畜産環境整備機構 588 588 0.6 －

29 貸付機械取得資金 日本ハム・ソーセージ工業協同組合 3,351 1,676 1.2 －

計 29基金 154,795 152,486 1,062

注(1)    本表は公表資料等を基に作成したものである。基金残高には、団体により資金保有額又は基金総額が用いられている。

注(2)    保有割合の考え方は、基金残高を事業実施に必要な額で除したものである。

注(3)

注(4)    番号15の食肉処理販売等緊急特別対策基金は18年度に、番号1の家畜改良体制整備基金、番号17の生乳検査体制強化基金、番号18の畜産副産物需給安定基
金、番号22の酪農ヘルパー事業円滑化対策補助基金及び番号28の畜産環境特別対策基金は19年度に廃止されていることから、20年度末に存続している基金を記
載した図表1にはない。

   番号16の畜産関係団体運営基盤強化中央基金は図表1の番号17の大規模公共牧場肉用牛資源供給拡大対策基金として、番号24の畜産関係情報衛星通信シス
テム運営基盤強化基金は図表1の番号40の畜産関係情報提供衛星通信推進事業基金として、番号27の牛乳輸送施設リース基金は図表1の番号43の生乳流通効率
化リース基金として、平成20年度末にはそれぞれ存続している。

補助金等
返還額

保有割合番号 基金名 団体名

基金残高
(平成18.4.1現在)
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安定基金協会）等7基金は保有割合が1を超えたものであり、計451億0626万円が返

還されている。残りの2基金のうち畜産特別資金融通事業基金（社団法人中央畜産

会）からは事業の一部を終了したため5億2385万円が、畜産経営支援指導機能強化

基金（社団法人中央畜産会）からは目的を達したことから事業を終了するとして

4411万円が、それぞれ返還されている（図表48及び図表49参照）。
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図表48 機構所管基金の平成21年度の見直し(1)
（単位：百万円）

補助金等相当
額

1 肥育素牛導入基金 （社）全国畜産経営安定基金協会 2,283 2,283 1.1 98

2 融資準備財産 （社）全国肉用牛振興基金協会 53,836 53,836 5.0 43,738

3 子牛生産拡大奨励事業基金 （社）全国肉用牛振興基金協会 6,706 6,706 0.9 －

4 畜産特別資金融通事業基金 （社）中央畜産会 14,328 14,328 ※1   1.0 523

5 畜産経営支援指導機能強化基金 （社）中央畜産会 44 44 ※2　 　－ 44

6 大規模公共牧場肉用牛資源供給拡大対策基金 （社）中央畜産会 503 503 1.8 226

7 産業動物獣医師修学資金基金 （社）中央畜産会 206 206 0.8 －

8 家畜疾病経営維持基金 （社）中央畜産会 1,106 1,106 0.9 －

9 家畜飼料特別支援資金 （社）中央畜産会 10,134 10,134 0.9 －

10 家畜防疫互助基金 （社）中央畜産会 3,252 1,737 1.0 －

11 鳥インフルエンザ防疫強化対策基金 （社）中央畜産会 363 363 0.9 －

12 広域生乳需給調整基金 （社）中央酪農会議 1,790 1,790 0.6 －

13 加工原料乳生産者経営安定基金 （社）中央酪農会議 7,915 5,972 1.0 －

14 広域生乳流通体制確立基金 （社）中央酪農会議 247 247 1.0 －

15 保証基金 （社）日本家畜商協会 1,330 1,104 0.9 －

16 貸付機械取得資金 （社）日本ハンバーグ・ハンバーガー協会 484 231 1.2 50

17 中堅外食事業者資金融通円滑化基金 （社）日本フードサービス協会 4 4 ※2     － －

18 事業準備財産 （社）配合飼料供給安定機構 29,196 29,196 1.0 －

19 酪農ヘルパー事業円滑化対策基金（全国事業基金） （社）酪農ヘルパー全国協会 1,400 1,260 1.7 568

20 酪農ヘルパー利用拡大中央基金 （社）酪農ヘルパー全国協会 496 496 1.2 109

21 畜産関係情報提供衛星通信推進事業基金 （財）競馬・農林水産情報衛星通信機構 139 139 0.9 －

22 たい肥調整・保管施設リース基金 （財）畜産環境整備機構 2,577 2,577 1.0 －

23 畜産経営生産性向上支援リース基金 （財）畜産環境整備機構 12,486 12,486 1.0 －

24 生乳流通効率化リース基金 （財）畜産環境整備機構 2,286 2,286 1.0 －

25 食肉リース基金 （財）畜産環境整備機構 3,654 3,654 1.0 －

26 畜産環境整備リース基金 （財）畜産環境整備機構 44,536 44,536 0.9 －

27 生乳検査精度管理強化基金 （財）日本乳業技術協会 129 129 1.0 －

28 乳製品国際規格策定活動支援基金 （財）日本乳業技術協会 111 111 1.0 －

29 リース基金 全国肉牛事業協同組合 5 5 ※3     － －

30 リース基金 全国農業協同組合連合会 53 53 ※3     － －

31 リース基金 全国酪農業協同組合連合会 72 72 ※3     － －

32 貸付機械取得資金 日本ハム・ソーセージ工業協同組合 4,586 2,293 1.1 315

計 32基金 206,257 199,887 45,674

注(1)

注(2)    基金残高は、生産者等が拠出した金額も含まれている。
注(3)    保有割合の考え方は、基金残高を事業実施に必要な額で除したものである。
注(4)

注(5)    保有割合欄の※1は、事業の一部を終了予定
注(6)    保有割合欄の※2は、21年度内に前倒しで事業終了予定のため、保有割合を算出していない。

注(7)    番号9の家畜飼料特別支援資金は、家畜飼料特別支援基金と家畜飼料債務保証円滑化基金とを合わせて公表しているものである。

注(8)    保有割合欄の※3は、既に事業を終了しているため、保有割合を算出していない。

   本表は、機構が中央団体としている団体が保有する32基金について公表した資料等を基に作成したものである。基金残高には、団体により資金保有額又は基金総額
が用いられている。

   番号4の畜産特別資金融通事業基金とは、平成18年度における機構所管基金の見直し時の畜産特別資金融通円滑化基金、畜産特別資金融通円滑化特別基金、大
家畜経営体質強化基金、大家畜経営活性化基金、養豚経営活性化基金、大家畜経営改善支援基金及び養豚経営改善支援基金を合わせたものに、20年度に設置され
た大家畜特別支援基金及び養豚特別支援基金を加えて公表しているものである。

番号 基金名 団体名

基金残高
（平成21.4.1現在） 保有割合

補助金等
返還額
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図表49 機構所管基金の平成21年度の見直し(2)

ウ 基準に基づく基金の見直しにおける問題点

国所管基金及び機構所管基金のそれぞれ18、20両年度及び18、21両年度の基金の

見直しの内容等について実地に検査したところ、以下のような事態が見受けられた。

(ｱ) 基金の保有割合の算出

前記のとおり、基準は、「基金の保有割合（基金事業に要する費用に対する保

有基金額等の割合）」を合理的な事業見通し又は実績を用いて算出することとし

ている。

しかし、各団体が保有割合の算出に用いた資料に基づき、その算出過程を検証

したところ、次の事由等により、保有割合の算出が必ずしも合理的なものとなっ

ていないと認められる基金が図表50のとおり計8基金見受けられた。

ａ 「基金事業に要する費用」の算定

基準は、「基金事業に要する費用」について、利子補給事業(取崩し型)では

「事業が完了するまでに要する利子補給額及び管理費」、調査等その他事業

（取崩し型）では「事業が完了するまでに必要となる事業費及び管理費」など

と例示している。しかし、「基金事業に要する費用」について、事業の終期を

越えた時期までの額としたり、近年の事業実績額と比較して著しく額の大きい

（単位：百万円）

補助金等相当
額

1 地域肉用牛肥育経営安定基金 47地方団体 8,379 6,252 ※ －

2 都道府県事業基金 46地方団体 8,749 4,491 ※ －

3 運営特別基金 46地方団体 6,590 6,590 ※ －

4 運営基盤強化基金 44地方団体 1,701 1,701 ※ －

5 地域肉豚生産安定基金 43地方団体 3,644 3,644 ※ －

6 拡大基金 31地方団体 4,267 1,008 ※ －

7 酪農ヘルパー利用拡大基金 25地方団体 68 68 ※ －

8 食肉価格安定基金 (財)沖縄県畜産振興基金公社 10,776 7,184 1.0 －

9 リース基金 ホクレン農業協同組合連合会 2,573 2,573 1.0 －

計 284基金 46,747 33,511 －

注(1)

注(2)    基金残高は、生産者等が拠出した金額も含まれている。
注(3)    保有割合の考え方は、基金残高を事業実施に必要な額で除したものである。
注(4)    保有割合欄の※については、各地方団体ごとに算出しているため略している。

   本表は、機構が地方団体としている団体（都道府県に所在する畜産協会、農業信用基金協会等）が保有する284基金について公表
した資料等を基に作成したものである。基金残高には資金保有額が用いられている。

番号 基金名 団体名

基金残高
（平成21.4.1現在）

保有割合
補助金
等返還
額
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過去最高の事業実績額を用いて算定したりなどしていた。

ｂ 「保有基金額等」の算定

貸付事業（回転型）の場合、基金の保有割合の算出式は「直近年度末の基金

額÷（貸付残高＋貸付見込額－回収見込額＋管理費）」となっている。そして、

この算出式における「直近年度末の基金額」には、借受者から回収された附加

貸付料や、将来の貸付けの原資となり得る貸付残高を含むことになっている。
(注10)

しかし、「直近年度末の基金額」に附加貸付料や貸付残高を含めずに保有割

合を算出していた。

（注10） 附加貸付料 機械施設の取得価額から前年度までに納付された基本貸
付料を控除するなどして得た額に、貸付事業を行う団体が別に定め
る利率を乗ずるなどして得た額

図表50 保有割合の算出が合理的なものとなっていないもの

保有割合の算出が合理的なものとなっていないと認められるこれらの基金につ

いて、会計検査院が直近5年間の平均事業実績額に基づくなどして基金事業に要す

る費用を超える額等を試算すると、図表51のとおりであり、21年度の見直しでは、

20年度末の資金保有額等のうち基金事業に要する費用を超える額の合計は7基金で

582億円（補助金等相当額576億円）になる計算となる。

「基金事業に
要する費用」
の算定が合理
的なものとなっ
ていないもの

「保有基金額
等」の算定が
合理的なもの
となっていな
いもの

国 （社）全国畜産経営安定基金協会 畜産経営維持安定特別対策基金 平成20 1.0 ○

18 0.8 ○ ○

21 5.0 ○

（社）中央畜産会 家畜疾病経営維持基金 21 0.9 ○

18 0.9 ○ ○

21 1.2 ○

18 1.8 ○

21 1.7 ○

18 1.1 ○ ○

21 1.0 ○ ○

18 1.0 ○ ○

21 1.0 ○ ○

18 1.2 ○ ○

21 1.1 ○

機構

食肉リース基金

（社）日本ハンバーグ・ハンバーガー協会

（財）畜産環境整備機構

貸付機械取得資金

所管

日本ハム・ソーセージ工業協同組合

貸付機械取得資金

（社）全国肉用牛振興基金協会 融資準備財産

（社）酪農ヘルパー全国協会
酪農ヘルパー事業円滑化対策基金
(全国事業基金)

態様

団体名 基金名

生乳流通効率化リース基金
(19年度まで牛乳輸送施設リース基金)

見直しの
結果の

保有割合

見直し
年度
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図表51 基金事業に要する費用を超える額等

これらについて事例を示すと、次のとおりである。

＜事例＞

［基金事業に要する費用の算定が合理的なものとなっていないもの］

⑭ 家畜疾病経営維持基金（社団法人中央畜産会、機構所管基金）

平成21年度の見直しにおいて、社団法人中央畜産会は、利子補給見込額の算定に

用いる貸付見込額について、あらかじめ定めた貸付枠の上限額まで貸し付けること

として算定するなどして、保有割合を0.9としていた。

しかし、利子補給の対象となる貸付けの実績額は貸付枠を大きく下回っており、

直近5年間の平均の事業実績額及び事務費を用いるなどして保有割合を試算すると

次表のとおり5.1となる。

（単位：百万円）

補助金等
相当額

国
（社）全国畜産経営安定
基金協会

畜産経営維持安定特別対
策基金

平成20 3,679 3,679 1.0 － 6.5 565 3,112 3,112

18 50,626 50,626 0.8 － 14.6 3,615 49,296 49,296

21 53,836 53,836 5.0 43,738 101.5 530 53,305 53,305

（社）中央畜産会 家畜疾病経営維持基金 21 1,106 1,106 0.9 － 5.1 215 890 890

18 504 252 0.9 － 18.0 30 526 262

21 484 231 1.2 50 1.7 274 209 99

18 1,470 1,323 1.8 － 9.6 151 1,318 1,186

21 1,400 1,260 1.7 568 10.1 138 1,262 1,135

18 3,684 3,684 1.1 － 1.2 3,204 953 953

21 2,286 2,286 1.0 － 1.8 1,513 1,237 1,237

18 4,254 4,254 1.0 － 2.2 2,561 3,122 3,122

21 3,654 3,654 1.0 － 1.1 3,126 564 564

18 3,351 1,676 1.2 － 3.2 1,437 3,206 1,602

21 4,586 2,293 1.1 315 1.2 3,789 796 398

18 63,889 61,815 － 10,998 58,421 56,421

20 3,679 3,679 － 565 3,112 3,112

21 67,352 64,666 44,672 9,585 58,263 57,628

(注)  本表は公表資料等を基に作成したものである。基金額又は基金残高には、団体により資金保有額又は基金総額が用いられている。

21年度の
見直しに

よる
補助金等
返還額

日本ハム・ソーセージ工
業協同組合

貸付機械取得資金

計

7団体

見直し年度別の内訳
18年度：5団体
20年度：1団体
21年度：6団体

8基金

見直し年度別の内訳
18年度：6基金
20年度：1基金
21年度：7基金

生乳流通効率化リース基金
(19年度まで牛乳輸送施設
リース基金)

食肉リース基金

所管 団体名

機構

（社）全国肉用牛振興基
金協会

融資準備財産

（社）日本ハンバーグ・ハ
ンバーガー協会

貸付機械取得資金

（社）酪農ヘルパー全国
協会

酪農ヘルパー事業円滑化
対策基金（全国事業基金）

（財）畜産環境整備機構

基金名
見直し
年度

基金額又は基金残高 見直しの
結果の

保有割合

会計検査院試算

保有割合
基金事業に
要する費用

基金事業
に要する費
用を超える
額

左のうち
補助金等
相当額
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表 平成21年度の見直しに係る保有割合の算出

［基金事業に要する費用の算定及び保有基金額等の算定が合理的なものとなっていな

いもの］

⑮ 融資準備財産（社団法人全国肉用牛振興基金協会、機構所管基金）

平成18年度の見直しにおいて、社団法人全国肉用牛振興基金協会は、直近年度末

の基金残高に貸付残高を含めずに、また、事業の終期（新規採択の最終年度）が19

年度であるのに終期を越えた20年度までを対象期間とし、かつ、過去の最高額であ

る5年度から7年度までの3か年の貸付実績の合計額に基づき貸付見込額を算定する

などして、保有割合を0.8としていた。

しかし、上記の過去最高額の貸付実績は近年の実績を大きく上回っていることか

ら13年度から17年度までの直近5年間の平均事業実績額に基づき事業終期である19

年度までの貸付見込額を算定し、直近年度末の基金残高に貸付残高を含めるなどし

て保有割合を試算すると表1のとおり14.6となる。

表1 平成18年度の見直しに係る保有割合の算出

直近年度末の基金残高(1) 50,626百万円
平成17年度末(貸付残高
を含めていない)

52,912百万円
17年度末（貸付残高を
含む）

貸付残高(2) 2,286百万円 17年度末 2,286百万円 17年度末

貸付見込額(3) 60,267百万円
過去貸付最大の3か年(5
年度から7年度まで）の貸
付総額

1,176百万円
直近5年間の貸付額の
平均額の2年間分（事業
の終期までの期間）

回収見込額(4) 738百万円
18年度から20年度までの
回収見込額

35百万円
18、19両年度の回収見
込額

管理費(5) 1,739百万円
過去貸付最大の3か年(5
年度から7年度まで）の額

187百万円
直近5年間の平均額の2
年間分（事業の終期ま
での期間）

保有割合
（1）／（（2）+(3)-(4)+(5)）

0.8 14.6

団体の算出 会計検査院の試算

直近年度末の基金残高(1) 1,106百万円 平成20年度末 1,106百万円 20年度末

事業が完了するまでに必要
となる事業費及び管理費(2)

1,168百万円

21､22両年度の貸付枠
の上限額と既貸付額と
の合計額に基づき必要
な利子補給額等を算定

215百万円

直近5年間の利子補給
額等の平均額を用いて
事業の終期までの7年
間を対象として算定

保有割合（1）／（2） 0.9 5.1

団体の算出 会計検査院の試算
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そして、20年4月に、本事業の終期は24年度とされたが、21年度の見直しにおい

て、同協会は、貸付見込額の算定方法を、牛の品種区分ごとの直近7年間における

平均売買価格の動向を用いるなどして生産者積立金で賄うべき肉用子牛生産者補給

金の額を算定し、このうち生産者積立金で不足する部分を貸付見込額とすることに

変更して、保有割合を5.0としていた。

しかし、本事業は17年度以降の事業実績がないので、16年度から20年度までの直

近5年間の平均事業実績額に基づいて事業終期までの貸付見込額を算定するなどし

て保有割合を試算すると表2のとおり101.5となる。

表2 平成21年度の見直しに係る保有割合の算出

なお、同協会は、21年度の見直しの結果、同年度に437億3827万円を機構に返還

している。

(ｲ) 保有割合が1を超えるものの取扱い

国所管基金については、18、20両年度の見直しにおいて基金の保有割合が1を超

えた基金は、20年度の見直しにおける畜産生産技術高度化機械リース助成基金

（社団法人中央畜産会）1基金である。同基金について、社団法人中央畜産会は、

当該見直しに係る公表資料において、22年度に後年度負担が終了することから終

了後速やかに基金残高を国庫に返還するとしている。

一方、機構所管基金については、機構は、前記のように、18年度の見直しにお

いて基金の保有割合が2を超えた食肉処理販売等緊急特別対策基金及び中堅外食事

直近年度末の基金残高(1) 53,836百万円 平成20年度末 53,836百万円 20年度末

貸付残高(2) 301百万円 20年度末 301百万円 20年度末

貸付見込額(3) 10,322百万円
直近7年間の肉用子牛の
取引価格に基づくなどし
て貸付見込額を算定

141百万円
直近5年間の貸付額の
平均額の4年間分（事業
の終期までの期間）

回収見込額(4) 301百万円
事業終期の24年度までに
貸付残高を回収

301百万円
事業終期の24年度まで
に貸付残高を回収

管理費(5) 388百万円
直近5年間の平均額の4
年間分（事業の終期まで
の期間）

389百万円
直近5年間の平均額の4
年間分（事業の終期ま
での期間）

保有割合
（1）／（（2）+(3)-(4)+(5)）

5.0 101.5

団体の算出 会計検査院の試算
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業者資金融通円滑化基金の2基金について補助金等の一部を返還させているが、基

金の保有割合が1を超えて2以下となっている10基金については補助金等を返還さ

せていない。この理由について、機構は、18年度の見直しにおいては、基金の保

有割合が1を大幅に上回っている場合とは保有割合が2を超えることであるとして

いたためであるとしている。なお、機構は、21年度の見直しにおいて基金の保有

割合が1を超えた7基金について、図表48のとおり、補助金等の一部を返還させて

いる。

国及び機構における基金の見直しにおいて基金の保有割合が1を超えているが補

助金等の返還を行っていないものについて、見直しの対象とした年度末の資金保

有額等のうち基金事業に要する費用を超える額に係る補助金等相当額を計算する

と、図表52のとおりである。

図表52 基金の保有割合が1を超えているが補助金等の返還を行っていないもの
（国所管基金、平成20年度の見直し） （単位：百万円）

補助金相当額

1
畜産生産技術高度化機械リース助成
基金

(社)中央畜産会 7.7 7.7 1.1 0.4 0.4

（機構所管基金、平成18年度の見直し） （単位：百万円）

補助金等相当
額

1 肥育素牛導入基金 (社)全国畜産経営安定基金協会 2,562 2,434 1.4 830 788

2 畜産特別資金融通円滑化基金 920 920 1.5 323 323

3 大家畜経営体質強化基金 1,655 1,655 1.2 331 331

4 大家畜経営活性化基金 4,209 4,209 1.2 769 769

5 養豚経営活性化基金 106 106 1.2 21 21

6 産業動物獣医師修学資金基金 242 242 1.1 40 40

7 畜産経営支援指導機能強化基金 66 66 1.1 7 7

8
酪農ヘルパー事業円滑化対策基金
(全国事業基金)

(社)酪農ヘルパー全国協会 1,470 1,323 1.8 672 604

9 牛乳輸送施設リース基金 (財)畜産環境整備機構 3,684 3,684 1.1 396 396

10 貸付機械取得資金 日本ハム・ソーセージ工業協同組合 3,351 1,676 1.2 609 304

計 １0基金 5団体 18,265 16,315 3,998 3,583

注(1)   本表は公表資料等を基に作成したものである。基金額又は基金残高には、団体により資金保有額又は基金総額が用いられている。

注(2)   番号9の牛乳輸送施設リース基金は20年度から生乳流通効率化リース基金となっている。

基金名 団体名

基金額(平成20.4.1現在) 基金額のうち
基金事業に要
する費用を超
える額

基金残高のう
ち基金事業に
要する費用を
超える額

番号

番号

(社)中央畜産会

見直しの
結果の

保有割合

左のうち
補助金相当額

左のうち
補助金等相当
額

見直しの
結果の

保有割合
基金名 団体名

基金残高(平成18.4.1現在)
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(ｳ) 見直しを実施していなかったもの及び見直しの対象とならなかったもの

機構所管基金において、1団体の1基金が18年度の見直しを実施しておらず、ま

た、18年度が事業実施期間の最終年度であるとして同年度の見直しの対象となら

なかった基金のうち、19年度以降も引き続き事業を実施しているものが7団体の1

0基金ある（図表53参照）。

上記のうち、見直しを実施していなかった1団体の1基金は、機構の補助金等や

生産者積立金により基金を造成し、家畜伝染病が発生した場合の経済的損失を補

償するための仕組みを支援する事業を主に行うものである。本基金事業の実施要

綱では、事業全体の実施期間は10年度から17年度までとされ、主たる部分に係る

事業の実施期間は15年度から17年度までとされていたが、18年度に実施要綱が改

正され、事業全体の実施期間は20年度までに延長され、主たる部分に係る事業の

実施期間は18年度から20年度までの3年間とされた。これにより同団体は、18年度

に改めて機構の補助金等や生産者積立金により基金を造成したことから、17年度

までの事業については既に終了しているとして、この事業に係る基金を18年度の

見直しの対象としていない。

しかし、実施要綱によれば事業全体の実施期間が10年度から20年度までとされ

たことから、このように継続して実施する事業に係る基金については、その規模

が適正なものになっているかなどを客観的に把握するための一助として、見直し

の対象とすべきであったと考えられる。なお、機構は、21年度の見直しにおいて

は、基金を20年度で終了するものとせず、見直しの対象としている。
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図表53 機構所管基金において、平成18年度の見直しを実施していなかったもの及び見直
しの対象とならなかったが19年度以降も引き続き事業を実施しているもの

エ 基準に基づく基本的事項の公表の状況

前記のとおり、団体は、基金の基本的事項を基金造成後速やかに、また、既に設

置されている基金については初回の見直しに合わせて、公表することとされている。

国所管基金を保有する3団体は、18、20両年度の見直しの公表資料により4基金の

基本的事項を公表している。

一方、機構所管基金を保有する12団体は、18年度の見直しの公表資料により29基

金の基本的事項を公表している。しかし、18年度の見直しを実施していなかったり、

18年度の見直しの対象とならなかったりした8団体の11基金、18年度の見直し以降に

基金を造成した10団体の16基金（図表54参照）について、当該団体は、基準に基づ

く公表を行っていない。

また、機構も団体に対して指導を行っていないことから、21年度の見直しの公表

前に閉鎖された7基金の基本的事項は公表されず、それ以外の基金の基本的事項も2

1年度の見直しまで公表されていない。なお、機構は、今後は、基金造成後速やかに

（平成18年度の見直しの対象とすべきであった基金であるが見直しを実施していなかったもの） (単位:百万円)

補助金等相当
額

1 家畜防疫互助基金　 （社）全国家畜畜産物衛生指導協会  (注) 補助・補てん 2,816 1,383

(注）   (社)全国家畜畜産物衛生指導協会は、平成21年4月に(社)中央畜産会に統合されている。

（平成18年度が事業終期であることから18年度の見直しの対象とならなかったが、19年度以降も引き続き事業を実施している
　もの）

(単位:百万円)

補助金等相当
額

1 改良増殖基金 （社）家畜改良事業団 調査等その他 48 48

2 増頭振興基金 （社）全国肉用牛振興基金協会 補助・補てん 748 748

3 畜産新技術開発活用促進基金 （社）畜産技術協会 調査等その他 1,858 1,858

4 肉用牛肥育経営安定基金 補助・補てん 96 96

5 新規参入円滑化基金 補助・補てん 374 374

6 広域生乳需給調整基金 補助・補てん 2,212 2,212

7 加工原料乳生産者経営安定基金 補助・補てん 67 67

8 広域生乳流通合理化基金 補助・補てん 162 162

9 保証基金 （社）日本家畜商協会 債務保証 1,293 1,072

10 生乳検査精度管理強化基金 （財）日本乳業技術協会 調査等その他 710 710

計 10基金 7団体 7,573 7,352

資金保有額（平成17年度末)

番号 基金名 団体名 使途

使途
資金保有額（平成17年度末)

（社）中央畜産会

（社）中央酪農会議

番号 基金名 団体名
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公表するよう団体を指導していくとしている。

図表54 機構所管基金において、平成18年度以降に設置した基金で基本的事項の公表がさ
れていないもの

(単位:百万円)

補助金等相当
額

1 大家畜特別支援基金 平成20年度 利子助成 5,799 5,799

2 養豚特別支援基金 20年度 利子助成 622 622

3 肥育牛生産者収益性低下緊急対策基金 20年度 補助・補てん 228 228

4 家畜飼料特別支援基金 19年度 利子助成 7,619 7,619

5 家畜飼料債務保証円滑化基金 19年度 補助・補てん 2,456 2,456

6 鳥インフルエンザ防疫強化対策基金 18年度 （社）全国家畜畜産物衛生指導協会　(注) 補助・補てん 397 397

7 生乳需要構造改革基金 18年度 補助・補てん 1,628 1,628

8 広域生乳流通体制確立基金 19年度 補助・補てん 139 139

9 草地資源活用増頭振興基金 19年度 （社）日本草地畜産種子協会 調査等その他 7 7

10 事業準備財産 20年度 （社）配合飼料供給安定機構 貸付け 29,195 29,195

11 たい肥調整・保管施設リース基金 20年度 貸付け 2,582 2,582

12 畜産経営生産性向上支援リース基金 19年度 貸付け 13,409 13,409

13 リース基金 20年度 全国肉牛事業協同組合 補助・補てん 122 122

14 リース基金 20年度 全国農業協同組合連合会 補助・補てん 484 484

15 リース基金 20年度 全国酪農業協同組合連合会 補助・補てん 485 485

16 リース基金 20年度 ホクレン農業協同組合連合会 補助・補てん 3,857 3,857

計 16基金 10団体 69,036 69,036

(注）   (社)全国家畜畜産物衛生指導協会は、平成21年4月に(社)中央畜産会に統合されている。

（社）中央畜産会

使途
資金保有額等（基金設置年度末)

（社）中央酪農会議

（財）畜産環境整備機構

番号 基金名 設置年度 団体名



- 96 -

オ 基準に基づく基金の見直し後の状況

「行政刷新会議の設置について」において、国民的な観点から、国の予算、制度

その他国の行政全般の在り方を刷新するとともに、国、地方公共団体及び民間の役

割の在り方の見直しを行うために、内閣府に行政刷新会議を設置することとされた。

行政刷新会議において、機構所管基金のうち、畜産特別資金融通事業基金（社団
(注11)

法人中央畜産会）、産業動物獣医師修学資金基金（社団法人中央畜産会）、畜産関

係情報提供衛星通信推進事業基金（財団法人競馬・農林水産情報衛星通信機構）及

び融資準備財産（社団法人全国肉用牛振興基金協会）の4基金がいわゆる事業仕分け

の対象となった。

そして、農林水産省及び機構は、行政刷新会議の事業仕分けの評価結果を踏まえ

て、上記4基金のうち畜産特別資金融通事業基金及び産業動物獣医師修学資金基金の

2基金については、基金の残額を機構へ返還させ22年度の所要額は別途要求すること

とし、また、畜産関係情報提供衛星通信推進事業基金及び融資準備財産の2基金につ

いては、22年度の所要額を除き機構へ返還させることとしている。なお、上記に基

づく返還は、21年度には行われていない。

また、農林水産省は、22年3月17日に機構に発した「平成22年度畜産業振興事業の

実施について」（平成22年21生畜第1919号農林水産省生産局長通知）において、事

業仕分けの対象となった畜産特別資金融通事業基金及び産業動物獣医師修学資金基

金を含む27基金について、閉鎖や事業の統合等を行うとしている。

このほか21年度末までに事業を終了した基金もあり、60基金のうち、22年度にお

いて事業を継続している基金は、図表55のとおり、国所管基金4基金、機構所管基金

19基金、計23基金となっている。

（注11） 畜産特別資金融通事業基金 畜産特別資金融通円滑化基金、畜産特別
資金融通円滑化特別基金、大家畜経営体質強化基金、大家畜経営活
性化基金、養豚経営活性化基金、大家畜経営改善支援基金、養豚経
営改善支援基金、大家畜特別支援基金及び養豚特別支援基金の9基
金を合わせたものである。
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図表55 60基金に係る基金の見直し後の状況

(国所管基金) (単位：百万円)

補助金相当
額

1
畜産経営維持安定特別対策
基金

(社)全国畜産経営安定基
金協会

補助・補てん 取崩 3,589 3,589 － 3,589 － ○

2
畜産生産技術高度化機械
リース助成基金

(社)中央畜産会 補助・補てん 取崩 5 5 － 5 － ○

3 異常補てん積立基金 補助・補てん 取崩 7,084 7,602 － 7,602 － ○

4 備蓄基金 調査等その他 取崩 304 304 － 304 － ○

3団体 10,984 11,501 － 11,501 － 4基金

(機構所管基金) (単位：百万円)

補助金等相
当額

1 改良増殖基金 (社)家畜改良事業団 調査等その他 取崩 62 62 62 0 －

2 肥育素牛導入基金
(社)全国畜産経営安定基
金協会

貸付け 回転 842 842 98 744 － ○

3 融資準備財産 貸付け 回転 53,535 53,535 43,738 9,797 5,304 ○

4 子牛生産拡大奨励事業基金 補助・補てん 取崩 6,705 6,705 － 6,705 － ○

5 増頭振興基金 補助・補てん 取崩 551 551 560 △ 8 －

6
畜産新技術開発活用促進基
金

(社)畜産技術協会 調査等その他 取崩 1,786 1,786 1,812 △ 25 －

7
畜産特別資金融通円滑化基
金

補助・補てん 取崩 1,317 1,317

8
畜産特別資金融通円滑化特
別基金

補助・補てん 取崩 452 452

9 大家畜経営体質強化基金 利子助成 取崩 952 952

10 大家畜経営活性化基金 利子助成 取崩 3,108 3,108

11 養豚経営活性化基金 利子助成 取崩 60 60

12 大家畜経営改善支援基金 利子助成 取崩 1,864 1,864

13 養豚経営改善支援基金 利子助成 取崩 150 150

14 大家畜特別支援基金 利子助成 取崩 5,799 5,799

15 養豚特別支援基金 利子助成 取崩 622 622

16
畜産経営支援指導機能強化
基金

補助・補てん 取崩 44 44 44 0 －

17
大規模公共牧場肉用牛資源
供給拡大対策基金

補助・補てん 取崩 502 502 226 275 －

18 肉用牛肥育経営安定基金 補助・補てん 取崩 9 9 9 0 －

19
産業動物獣医師修学資金基
金

補助・補てん 取崩 205 205 － 205 177

20
肥育牛生産者収益性低下緊
急対策基金

補助・補てん 取崩 228 228 228 0 －

21 家畜疾病経営維持基金 利子助成 取崩 1,035 1,035 － 1,035 － ○

22 家畜飼料特別支援基金 利子助成 取崩 7,657 7,657 － 7,657 －
○

注(1)

23
家畜飼料債務保証円滑化基
金

補助・補てん 取崩 2,476 2,476 － 2,476 －
○

注(1)

24 家畜防疫互助基金 補助・補てん 取崩 3,252 1,737 637 1,099 － ○

25
鳥インフルエンザ防疫強化対
策基金

補助・補てん 取崩 363 363 － 363 －

26 広域生乳需給調整基金 補助・補てん 取崩 1,790 1,790 － 1,790 －

27
加工原料乳生産者経営安定
基金

補助・補てん 取崩 206 206 － 206 －

28 生乳需要構造改革基金 補助・補てん 取崩 3,222 3,222 3,235 △ 12 －

29 広域生乳流通体制確立基金 補助・補てん 取崩 246 246 － 246 －

番
号

基金名 団体名 使途
運営
形態

平成20年度末資金保有
額 見直しの結

果等による
21年度の補
助金返還額

20年度末補
助金相当額
から見直し
の結果等に
よる補助金
返還額を除
いた額

事業仕分け
の評価結果
の反映にお
いて返還す
るとしている
補助金相当
額

22年度に事
業を継続し
ている基金

(社)配合飼料供給安定機
構

4基金

番
号

基金名 使途
運営
形態

団体名

20年度末補
助金等相当
額から見直
しの結果等
による補助
金等返還額
を除いた額

事業仕分け
の評価結果
の反映にお
いて機構に
返還するとし
ている補助
金等相当額

22年度に事
業を継続し
ている基金

(社)全国肉用牛振興基金
協会

(社)中央畜産会

523 13,803 13,154

20年度末資金保有額 見直しの結
果等による
21年度の補
助金等返還
額

(社)全国家畜畜産物衛生
指導協会    注(2)

(社)中央酪農会議
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(単位：百万円)

補助金等相
当額

30 保証基金 (社)日本家畜商協会 債務保証 保有 1,330 1,103 － 1,103 － ○

31
経営基盤強化利子補給基金
(20年度造成)

利子助成 取崩 64 43 － 43 －

32
経営基盤強化利子補給基金
(19年度造成)

利子助成 取崩 21 14 － 14 －

33 草地資源活用増頭振興基金
(社)日本草地畜産種子協
会

調査等その他 取崩 6 6 6 0 －

34 貸付機械取得資金
(社)日本ハンバーグ・ハ
ンバーガー協会

貸付け 回転 341 161 50 110 － ○

35
中堅外食事業者資金融通円
滑化基金

(社)日本フードサービス
協会

債務保証 取崩 4 4 － 4 －

36 事業準備財産
(社)配合飼料供給安定機
構

貸付け 取崩 － － － － － ○

37
酪農ヘルパー事業円滑化対
策基金(全国事業基金)

調査等その他 取崩 1,400 1,260 568 692 －

38
酪農ヘルパー利用拡大中央
基金

補助・補てん 取崩 496 496 109 387 －

39 食肉価格安定基金
(財)沖縄県畜産振興基金
公社

補助・補てん 運用 10,775 7,183 － 7,183 － ○

40
畜産関係情報提供衛星通信
推進事業基金

(財)競馬・農林水産情報
衛星通信機構

調査等その他 取崩 139 139 － 139 64 ○

41
たい肥調整・保管施設リース
基金

貸付け 取崩 2,455 2,455 － 2,455 －
○

注(3)

42
畜産経営生産性向上支援
リース基金

貸付け 取崩 10,971 10,971 － 10,971 －
○

注(3)

43 生乳流通効率化リース基金 貸付け 回転 1,138 1,138 － 1,138 －
○

注(3)

44 食肉リース基金 貸付け 回転 1,375 1,375 － 1,375 －
○

注(3)

45 畜産環境整備リース基金 貸付け 回転 5,070 5,070 － 5,070 －
○

注(3)

46 生乳検査精度管理強化基金 調査等その他 取崩 128 128 － 128 －

47
乳製品国際規格策定活動支
援基金

調査等その他 取崩 111 111 － 111 －

48
卸売経営体質強化基金(20
年度造成)

利子助成 取崩 88 59 － 59 －

49
卸売経営体質強化基金(19
年度造成)

利子助成 取崩 3 2 － 2 －

50
食肉小売経営体質強化基金
(20年度造成)

利子助成 取崩 8 5 － 5 －

51
食肉小売経営体質強化基金
(19年度造成)

利子助成 取崩 0 0 － 0 －

52 リース基金 全国肉牛事業協同組合 補助・補てん 取崩 122 122 － 122 －

53 リース基金
全国農業協同組合連合
会

補助・補てん 取崩 484 484 － 484 －

54 リース基金
全国酪農業協同組合連
合会

補助・補てん 取崩 485 485 － 485 －

55 貸付機械取得資金
日本ハム・ソーセージ工
業協同組合

貸付け 回転 3,163 1,581 315 1,266 － ○

56 リース基金
ホクレン農業協同組合連
合会

補助・補てん 取崩 3,857 3,857 － 3,857 － ○

25団体 143,099 135,801 52,227 83,574 18,699 19基金

運営
形態

20年度末補
助金等相当
額から見直
しの結果等
による補助
金等返還額
を除いた額

事業仕分け
の評価結果
の反映にお
いて機構に
返還するとし
ている補助
金等相当額

番
号

基金名 団体名 使途

(社)日本食肉市場卸売協
会

(社)酪農ヘルパー全国協
会

(財)畜産環境整備機構

(財)日本乳業技術協会

20年度末資金保有額 見直しの結
果等による
21年度の補
助金等返還
額

22年度に事
業を継続し
ている基金

注(1)　 家畜飼料特別支援基金と家畜飼料債務保証円滑化基金の2基金は、平成22年度に家畜飼料特別支援資金融通事業基金に統合されている。

注(2) 　(社)全国家畜畜産物衛生指導協会は、21年4月に(社)中央畜産会に統合されている。

注(3)　 たい肥調整・保管施設リース基金、畜産経営生産性向上支援リース基金、生乳流通効率化リース基金、食肉リース基金及び畜産環境整備リース基金の5基金は、 22年度に
　　　畜産高度化支援リース基金に統合されている。

全国食肉業務用卸協同
組合連合会

全国食肉事業協同組合
連合会

56基金
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第3 検査の結果に対する所見

1 検査の結果の概要

牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策の施策等に関し、合規性、経済性、効率性、

有効性等の観点から、制度の概要や施策の実施状況等、特に、機構に造成されている資

金並びに農林水産省及び機構の補助金等交付先に造成されている基金について、事業の

実施及び経理は事業目的等に沿って適切かつ効率的・効果的に行われているか、資金及

び基金の規模や必要性等の見直しは事業の進ちょく状況や社会経済情勢の変化に応じて

適時適切に実施されているかなどの点に着眼して検査を実施した。

検査の結果の概要は、次のとおりである。

(1) 制度の概要及び施策の実施状況等

ア 制度の概要

牛肉の輸入自由化による影響が懸念される中で、国内肉用牛生産の存立を確保す

るために肉用子牛特措法が昭和63年に制定された。肉用子牛特措法により、平成2年

度に肉用子牛生産者補給金制度が創設され、牛肉等関税の収入は、特定財源として

肉用子牛等対策費の財源に充てられて、農林水産省が実施する国所管基金の造成を

含む国庫補助事業等に使用されるほか、その大半が牛関交付金等として機構に交付

される。機構は、畜産勘定及び肉用子牛勘定を設けて畜産業振興事業補助、肉用子

牛生産者補給金業務等を行っている（9～15ページ参照）。

イ 施策の実施状況等

(ｱ) 肉用子牛等対策費の推移

3年度から20年度までの肉用子牛等対策費の合計は、農林水産省が自ら実施する

もの3530億円、同省から機構に交付されるもの1兆6660億円、計2兆0190億円と多

額に上っている（17～18ページ参照）。

(ｲ) 国内肉用牛生産等の状況

牛肉の国内生産量や国内肉用牛の飼養頭数は安定的に推移しており、国内肉用

牛の1戸当たりの飼養頭数は3年の12.7頭から20年には35.9頭と2.8倍に増加してい

る。しかし、国産牛肉の小売価格には低下傾向が見受けられず、国産牛肉と輸入

牛肉との小売価格には依然として相当の価格差が存在している。また、国内肉用

牛の生産費には明らかな減少傾向は見受けられず、年度間の変動の大きい素畜費

を除く生産費をみると、ほぼ横ばいで推移しており、18年度から20年度までは、
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輸入に依存する濃厚飼料の価格が高騰したことから、飼料費ひいては生産費が増

加している。

肉用子牛等対策は、多額の貴重な財政資金を投じて実施されてきているものの、

肉用子牛を始めとする肉用牛の生産コストの低減や国産牛肉の価格水準の低下とい

う成果を、必ずしも十分発現させているとはいえない状況にある。肉用牛の生産コ

ストの低減が実現することによって国産牛肉の価格水準が低下すれば、消費者にも

便益をもたらし、機構の目的の一つである国民消費生活の安定に寄与することも期

待されるが、まだ消費者はその便益を享受するまでには至っていない（19～27ペー

ジ参照）。

(2) 機構、機構の補助金交付先等に造成されている資金等の状況

ア 機構に造成されている資金及び補助金等交付先に造成されている基金の状況

(ｱ) 機構に造成されている資金の状況

畜産勘定資金（20年度末資金保有額1821億円）をみると、3年度からＢＳＥが発

生する以前の12年度までの各年度末における資金保有額の平均額2761億円は同期

間の各年度における支出額の平均額1031億円と比較して2.6倍となっている。13年

度から15年度までは、ＢＳＥ対策を講じたことにより支出額が増加したため資金

保有額は急激に減少したが、ＢＳＥ対策がほぼ終了した16年度以降20年度までの

各年度末における資金保有額の平均額1728億円は同期間の各年度における支出額

の平均額956億円と比較して1.8倍となっている。

このように、ＢＳＥの発生等の異常な事態が生じていない間においては、支出

額と比較して多額の資金を長期間保有している状況となっている。

なお、21年度に実施された基金の見直しの結果、同年度に畜産業振興資金へ多

額の補助金等が返還されており、また、農林水産省及び機構が、行政刷新会議の

事業仕分けの評価結果を踏まえるなどして、所要額を除き機構へ返還させること

としている基金があるため、22年度以降、畜産業振興資金へ多額の補助金等が返

還されることが予想される（28～32ページ参照）。

(ｲ) 補助金等交付先に造成されている基金の状況

全基金（補助金等交付先において、3年度から20年度までの間に存在していて2

0年度末に存続している25法人の60基金及びこの間に廃止された基金。20年度末資

金保有額1540億円）について、資金保有額等の推移をみると、ＢＳＥ発生後にお
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いても、機構の資金でみられたような急激な減少は見受けられない。これは、各

基金は、農林水産省や機構が定める基金事業の実施要綱に従って特定の目的のた

めに造成及び使用されるものであるのに対して、機構の資金は、より多様な目的

に使用することが可能であるという、両者の役割あるいは性格の違いから、ＢＳ

Ｅの発生等の異常な事態への対応に差が生じたためであると考えられる。そして、

3年度から20年度までの各年度末における資金保有額の平均額2525億円は同期間の

各年度における事業費の平均額666億円と比較して3.7倍となっている。また、事

業費が最高となったのは20年度であり、事業を実施した後の20年度末において、

資金保有額が最低となっているが、なお事業費の最高額（1218億円）を上回る15

40億円もの資金を保有していて、事業費と比較して多額の資金を長期間保有して

いる状況となっている（33～34ページ参照）。

(ｳ) 機構への補助金等返還金の状況

16年度から20年度までの補助金等返還金の状況をみると、合計で1142億円とな

っており、同期間の畜産業振興資金の収入全体（1618億円）の70％を占めている。

また、同期間の補助金等返還金のうち牛関交付金を財源とするものは合計で901億

円と多額に上っている（35～36ページ参照）。

(ｴ) 資金等の全体の状況

畜産勘定資金及び全基金を全体としてみた場合（20年度末資金保有額3362億

円）、3年度から20年度までの各年度末における資金保有額の平均額4829億円は同

期間の各年度における支出額の平均額1453億円と比較して3.3倍となっていて、支

出額と比較して多額の資金を長期間保有している状況となっている。

このように、資金等を造成して事業を実施することは、ＢＳＥの発生等の異常な

事態が生じた場合等においては、より機動的かつ弾力的な事業実施を可能にするな

どのメリットがある一方、生ずる頻度が低い異常な事態に備えて長期間にわたり多

額の資金を個別の基金として保有することになり、財政資金の有効活用という面で

デメリットが生じ得ると考えられる。

また、調整資金の資金保有額、牛関未使用額及び補助金等返還金の状況をみると、

ＢＳＥの発生等の特殊な状況を除けば、牛肉等関税の収入の規模は、必要とされる

肉用子牛等対策の規模を上回っているとも考えられる（36～38ページ参照）。

イ 基金の運営状況
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60基金について、20年度末における資金保有額をみると、1540億円（うち補助金

等相当額1473億円）となっている（39～40ページ参照）。

(ｱ) 基金の収入支出及び資金保有額の状況

60基金を全体として、3年度から20年度までの各年度末における資金保有額及び

各年度における事業実績額をみると、資金保有額の平均額2176億円は、事業実績

額の平均額483億円と比較して4.5倍となっていて、多額の資金を長期間保有して

いる状況となっている。また、事業実績額が最高となったのは20年度であり、事

業を実施した後の20年度末において、資金保有額が最低となっているが、なお事

業実績額の最高額（1189億円）を上回る1540億円もの資金を保有している（41～

48ページ参照）。

(ｲ) 基金保有倍率

60基金のうち、基金保有倍率が算定できない23基金を除いた37基金について、

20年度末の基金保有倍率をみると、10倍以上のものは14基金、このうち100倍以上

のものは4基金ある。基金保有倍率の高い基金や直近3年間の平均事業実績額が0円

であるために基金保有倍率が算定できない基金は、事業実績額と比較すると多額

の資金を保有しており、これら基金の資金保有額が60基金の資金保有額の過半を

占めていることは、財政資金の有効活用という面において問題があると考えられ

る（49～51ページ参照）。

(ｳ) 事業実績額に対する事務費の割合

60基金について、事業実績額に対する事務費の割合をみると、20年度において

50％以上のものは12基金、また、事業実績額が0円で事務費だけを支出しているも

のは10基金となっている。さらに、20年度の事業実績額が1億円未満の36基金には、

事業実績額に対する事務費の割合が高い基金や事業実績額が0円で事務費だけを支

出している基金が多く、事業の効率的実施や財政資金の有効活用という面におい

て問題があると考えられる（52～53ページ参照）。

(ｴ) 基金の運用状況

20年度末における基金の運用状況をみると、実施要綱で定める事業の実施期間

を越えて長期の運用が行われているものが4基金あり、このうち3基金が運用して

いる計50億円については、事業終了の際に補助金等の返還が必要となる場合には、

満期償還前の売却等による損失が発生して、返還に必要な額を確保できない可能



- 103 -

性がある（54～56ページ参照）。

ウ 基金に関する個別の事態

(ｱ) 基金事業としての在り方について検討を要するもの（37基金、20年度末資金保

有額1294億円、補助金等相当額1227億円）

ａ 配合飼料価格の高騰等の異常時に備えるためとして、必要以上に多額の資金

を保有しているもの（5基金、20年度末資金保有額708億円、補助金等相当額

698億円）

これら5基金は、配合飼料価格の高騰や病害の発生等の異常な事態が生じたと

きに各法人が実施する価格差補てん交付金の交付や生産者の経済的損失の補償

等に充てられるものであるが、異常な事態が実際に生じた頻度は低く、期間の

大宗を占める通常時においては、事業実績額が0円であったり、資金保有額と比

較して著しく少額であったりなどしていて、必要以上に多額の資金を保有して

いる（57～60ページ参照）。

ｂ 当面使用する見込みのないなどの多額の資金を保有しているもの（24基金、

20年度末資金保有額345億円、補助金等相当額343億円）

これら24基金は、次年度以降各年度に必要となる資金量を一定程度予測する

ことが可能であるのに当面使用する見込みのない複数年度分の事業実績額に相

当する多額の資金を保有していたり、各年度末の資金保有額が当該年度の事業

実績額を大きく上回っていたりなどしていて、必要以上に多額の資金を保有し

ている（61～66ページ参照）。

ｃ 事業実績額等の支出が借受者からの貸付金の回収額等の収入を下回るなどし

ていて必要以上に多額の資金を保有しているもの（6基金、20年度末資金保有

額119億円、補助金等相当額101億円）

これら6基金は、資金保有額が事業実績額と比較して多額になっていたり、事

業実績額等の支出が借受者からの貸付金の回収額等の収入を下回っていたりな

どしていて、必要以上に多額の資金を保有している（67～72ページ参照）。

ｄ 基金の運用益により事業を実施しているため、近年の低金利により縮小して

いる事業規模と比較して著しく多額の資金を保有しているもの（1基金、20年

度末資金保有額107億円、補助金等相当額71億円）

この基金は、近年の低金利状況下で運用益が資金保有額と比較して著しく少
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額なものとなり、その結果、事業規模は縮小して、事業実績額と比較して著し

く多額の資金を保有している（73～74ページ参照）。

ｅ 事業実施に充てることが可能な法人の自主財源等の規模を考慮すると事業実

施に必要な水準を超えた多額の資金を保有しているもの（1基金、20年度末資

金保有額13億円、補助金等相当額11億円）

この基金は、事業実施要領の規定や事業実績額等をみると、法人の基本財産

等だけで事業実施に必要な資金量を満たしており、事業実施に必要な水準を超

えた多額の資金を保有している（75～76ページ参照）。

(ｲ) 経理等が適切を欠いていたもの

基金事業から生じた収入の一部について、機構の承認を受けて支出することと

した経費に充てていなかったり、基金として管理する収入から除外して取り扱っ

ていたりしていた事態（3法人の5基金）や、農林水産省において、補助事業者に

対して当該年度内に補助事業が完了していないのに完了したこととする事実と異

なる実績報告書を提出させ、これにより補助金の額の確定を行っていた事態（1法

人の1基金）が見受けられた（77～80ページ参照）。

エ 基金の見直し、基本的事項の公表等

(ｱ) 基準に基づく基金の見直しの状況

国所管基金に係る見直しの結果は、19年3月及び21年5月に公表されている。こ

れらの見直しによる国庫への返還は行われていない。

機構所管基金に係る見直しの結果は、19年5月及び21年10月に公表されている。

そして、18年度の見直しにおいて保有割合が2を超えるなどした3基金から計10億

円が、また、21年度の見直しにおいて保有割合が1を超えるなどした9基金から計

456億円が、それぞれ機構に返還されている（81～87ページ参照）。

(ｲ) 基準に基づく基金の見直しにおける問題点

ａ 基金の保有割合の算出

「基金の保有割合（基金事業に要する費用に対する保有基金額等の割合）」

は、合理的な事業見通し又は実績を用いて算出することとされている。しかし、

「基金事業に要する費用」について、事業の終期を越えた時期までの額として

いたり、近年の事業実績額と比較して著しく額の大きい過去最高の事業実績額

を用いて算定していたりなど、保有割合の算出が必ずしも合理的なものとなっ
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ていないと認められた基金が8基金ある。

21年度の見直しにおいて保有割合の算出が合理的なものとなっていないと認

められた基金について、直近5年間の平均事業実績額に基づくなどして20年度末

の資金保有額等のうち基金事業に要する費用を超える額を試算すると、その合

計額は7基金で582億円（補助金等相当額576億円）となる（87～91ページ参照）。

ｂ 保有割合が1を超えるものの取扱い

機構は、18年度の見直しにおいて、基金の保有割合が1を超えて2以下となっ

ている10基金については補助金等を返還させていない。なお、機構は、21年度

の見直しにおいて基金の保有割合が1を超えた7基金については補助金等の一部

を返還させている（91～92ページ参照）。

ｃ 見直しを実施していなかったもの及び見直しの対象とならなかったもの

機構の18年度の見直しにおいて、1団体の1基金が見直しを実施していない。

また、18年度が事業実施期間の最終年度であるとして見直しの対象とならなか

った基金のうち、19年度以降も引き続き事業を実施しているものが7団体に10基

金ある（93～94ページ参照）。

(ｳ) 基準に基づく基本的事項の公表の状況

団体は、基金の基本的事項を基金造成後速やかに公表することなどとされてい

る。しかし、機構所管基金のうち、18年度の見直しを実施していなかったり、18

年度の見直しの対象とならなかったりした8団体の11基金、18年度の見直し以降に

基金を造成した10団体の16基金について、当該団体は、基本的事項を公表してい

ない。そして、21年度の見直しの公表前に閉鎖された7基金の基本的事項は公表さ

れず、それ以外の基金の基本的事項も21年度の見直しまで公表されていない（94

～95ページ参照）。

(ｴ) 基準に基づく基金の見直し後の状況

60基金のうち、22年度において事業を継続している基金は、国所管基金4基金、

機構所管基金19基金、計23基金となっている（96～98ページ参照）。

2 所見

牛肉等関税を財源とする肉用子牛等対策は、肉用子牛特措法に基づき、多額の貴重な

財政資金を投じて実施されている。一方、我が国の財政は引き続き厳しい状況にあるこ

とから、農林水産省及び機構は、次の点に留意して、牛肉等関税を財源とする肉用子牛



- 106 -

等対策を適切かつより効率的・効果的に実施するよう努める必要がある。

(1) 施策の実施について

肉用子牛等対策の成果が、生産者等だけでなく、消費者にも国産牛肉の価格水準の

低下を通じた便益をもたらすものとなるように、引き続き肉用牛の生産コストの低減

を図り、輸入牛肉に安定的に対抗できるような価格で国産牛肉の販売が可能となるよ

う努める。

(2) 資金等の状況について

ア 事業の実施に当たっては、十分な検討を行い、真に必要な場合にのみ基金を造成

して事業を実施する。

イ 現在基金を造成して事業を実施しているものについては、例えば、①貸付事業基

金について回収額等を考慮したり、各事業の将来にわたる資金需要をより的確に把

握したりなどすることにより資金保有額の縮減を図る、②各基金の統合等によりリ

スクや資金需要を平準化して資金保有額の縮減を図る、③補助金等相当額を国又は

機構に返還させた上で、必要に応じて年度ごとに補助金等を交付することにより事

業を実施し、異常な事態に対応するための財源が必要な場合には機構の資金等を充

てることとするなどの可能性も含めて、事業の在り方について幅広く検討する。

ウ 基金を造成して事業を実施する場合は、基金保有倍率、事業実績額に対する事務

費の割合、基金の運用状況等に留意して、財政資金が適切かつ効率的・効果的に使

用されるよう努める。

また、基金事業から生じた収入の使途や取扱いなどに留意して、補助事業の適切

な実施に努める。

エ 調整資金及び畜産業振興資金の資金保有額が適正な水準を超えることのないよう

留意する。

オ 基金の見直し及び基本的事項の公表について、①基準等で基金の保有割合の算出

方法をより具体的に示したり、②各団体に基金の保有割合のより具体的かつ詳細な

算出根拠を見直しの結果とともに公表させたり、③見直しの結果について十分な確

認を行ったり、④見直しの結果が基金の返還等にどのように反映されたかといった

状況を定期的に公表したり、⑤新たな基金が設置されたときには速やかに基本的事

項を公表させたりなどして、国民に適時適切な情報提供を行うとともに、基金の見

直し及び基本的事項の公表が基金事業の適切かつ効率的・効果的な実施に資するも
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のとなるよう努める。

会計検査院としては、本報告の取りまとめに際して時間的制約により検査を実施して

いない団体が保有している基金の状況や個別の事業の実施状況等を中心に、牛肉等関税

を財源とする肉用子牛等対策の施策等について引き続き検査を実施して、検査の結果に

ついては、取りまとめが出来次第報告することとする。
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＜参考1＞畜産、補給金等、肉用子牛及び債務保証の4勘定における主な資金の流れ（平成

20年度）

注(4) その他の支出が3億円あるため、調整資金の支出額の合計は906億円になる。

注(5) 肉用子牛生産者補給金業務に係る繰入額は156億円である。

注(3) その他の支出が6億円あるため、畜産業振興資金の支出額の合計は502億円になる。

注(1) 補給金等勘定では、加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法律第112号）に基づき行って
いる加工原料乳についての生産者補給交付金の交付等の業務に係る経理が行われている。

注(2) 債務保証勘定では、機構法に基づき行っている機構法施行前の農畜産業振興事業団が締結した債務
保証契約についての求償権の管理業務に係る経理が行われている。
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牛肉等関税 869億円
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調整資金
期末資金保有額1120億円
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補給

交付

金

216

億円

返還

債務保

証勘定
注(2)

求償権の

回収

95万円

億

円

その他

交付金

184

億円

返還

金

1289

万円

返還

運営費交付金

6億円

牛関交付金

590億円

億

円

肉用子牛等対策

返還

返還

金
0円

畜産業振興事業補助

返

還
金

70

万
円

食肉等

に関す

る事業

746

億円

注(4)

補助金

等

4

2
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＜参考2＞肉用子牛特措法制定前後の状況

1 肉用子牛特措法制定前の状況

(1) 昭和37年の状況

畜産物の価格安定等に関する法律（昭和36年法律第183号。以下「価格安定

法」という。）が改正され、機構の前身である畜産振興事業団による次の業務が

開始された。なお、これらの財源は国が交付することとなっていた。

① 国内産の牛乳を学校給食の用に供する事業についてその経費を補助すること

（学校給食用牛乳供給事業補助）

② 主要な畜産物の流通の合理化のための処理若しくは保管の事業、畜産の経営

若しくは技術の指導の事業その他の畜産の振興に資するための事業で農林省令

（当時）で定めるもの（以下「指定助成対象事業」という。）についてその経

費を補助（以下「指定助成対象事業補助」という。現在の畜産業振興事業補助

に当たる。）し、又は指定助成対象事業に出資すること

(2) 昭和41年の状況

価格安定法が改正され、畜産振興事業団の業務として輸入に係る牛肉の買入れ

及び売渡しの業務（以下「輸入牛肉売買業務」という。）が新たに開始されるこ

ととなった。輸入牛肉売買業務では、売渡価格が買入価格を下回るなどして繰越

欠損金が発生した場合には、政府はその補てんに充てるための交付金を交付する

ことができることとされた。一方、売渡価格が買入価格を上回るなどして輸入牛

肉の売買を管理する輸入牛肉勘定に残余を生じたときは、その残余の額に100分

の20を乗じて得た額に相当する額を、資本金の100分の25に相当する額に達する

まで積立金として積み立てなければならないとされるとともに、輸入牛肉勘定の

残余の額から積立金として積み立てた額を差し引いて得た額を、指定助成対象事

業補助に必要な経費の財源に充てるため、指定助成対象事業補助の経理を整理し

ていた助成勘定に繰り入れるものとされた（図参照）。

(3) 昭和42年の状況

加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法律第112号。以下「加工原

料乳暫定法」という。）が改正され、輸入乳製品の売買業務や加工原料乳生産者

補給交付金の交付を行う業務の経理を整理していた補給金等勘定の残余の額に10
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0分の80を乗じて得た額に相当する額を超えない額を、農林大臣（当時）の承認

を受けて指定助成対象事業補助に必要な経費の財源に充てるため、助成勘定に繰

り入れることができるようになった。さらに、同改正により、41年度に補給金等

勘定に積み立てられた積立金についても、当該積立金をその額に100分の20を乗

じて得た額に相当する額まで減額して整理し、当該積立金の額からその減額の積

立金の額を差し引いて得た額を、指定助成対象事業補助に必要な経費の財源に充

てるため、助成勘定に繰り入れるものとされた。なお、助成勘定については、価

格安定法及び加工原料乳暫定法により、国からの交付金と他勘定からの繰入金を

区分して、それぞれ資金として管理することとされた。

(2)及び(3)により、平成2年度末の助成勘定（現在の畜産業振興資金に当た

る。）の資金保有額は1496億円となっている。

2 肉用子牛特措法制定後の状況

(1) 昭和63年の状況

肉用子牛特措法の制定により、平成2年度から肉用子牛生産者補給金制度が開

始されることとなったが、その財源となるべき、特定財源による牛関交付金の交

付は3年度からとなっていた。このため、肉用子牛特措法附則により、昭和63年

度及び平成元年度の輸入牛肉勘定の残余の2割を肉用子牛等対策の財源に充てる

ための繰入金として管理するとともに、2年度に輸入牛肉勘定に生ずる残余の見

込額の全部又は一部についても肉用子牛勘定に繰り入れることができることとさ

れた。

(2) 平成3年の状況

3年度には、2年度の輸入牛肉勘定の残余の2割と上記の繰入金の残額の合計額

である448億円を調整資金に繰り入れている。

価格安定法は、肉用子牛特措法の制定と同時に改正され、これにより輸入牛肉

売買業務は3年4月1日に廃止されている。
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畜産振興事業団

(平成3.4.1に現に
繰入金として管理
されている額を繰 （肉用子牛勘定
入れ） への繰入れは
＜法附則5条＞ 平成2年度）

＜法附則4条＞

(注）「法」は、肉用子牛特措法である。

一般勘定 助成勘定

（現在の畜産業振興資金）

輸入乳製品の

売買差益

残余の

8割以内

（昭和42

年度～）

資金

指定助成対象事業

（昭和37年度～平成15年度）

（現在の畜産業振興事業）

学校給食用

牛乳供給事業

（昭和37年度～）

繰入金

残余の8割

（昭和41年度～62年度)

＜価格安定法53条＞

（昭和63年度～平成2年度は

残余の8割以内）

＜法附則6条＞

残余の2割

（昭和63年度、

平成元年度）

＜法附則3条＞

肉用子牛生産者補給

交付金等交付事業

（平成2年度～）

輸入牛肉の

売買差益

肉用子牛勘定

加工原料乳生産者補給

交付金交付事業

（昭和41年度～）

農林水産省

残余の

見込額

（平成2年度）

＜法附則4条＞

残余の2割

（平成2年度）

＜法附則5条＞

調整資金

輸入牛肉勘定

補給金等

勘定

交付金

図 平成2年度までの主な畜産業務の流れ
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